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〈資 料〉
中国 にお け る社 会主 義経済学1976-1989年(一)
中 村 平 八
[解題]
先 にわれわれは,中 国の学者 によ る 「ソ連 にお ける社会主義経済学」 の検討
論文 を紹介す る機会を得た。それ は,「社会主義経済学論争小史(一)(つ 」神奈
川大学 『商経論叢』第27巻 第3号(1992年),同 第29巻 第1号(1993年)で ある。
ここに柳沢和也の協力を得て,中 国の学者n身 による 「中国の社会 主義経済学
論争史」を紹介 したい。
日本で は,中 国経済 に関す る啓蒙書 ・専門書 が数多 く出版 されている。 しか
し,中 国経済 をめ ぐる理論的 ・論争的諸問題を扱 った書物 は意外 に少 ない。社
会主義 を国是 とす る国の経済 なので,っ い最近 まで,経 済 に関す る原理や理論
は最初か ら自明だ と誤解 される傾 向があ った。 またマルクス屯義を奉ず る共産
党が国政 を担当す る国の常 と して,そ の国の社会科学,と りわけ経済学 は,共
産党巾央 の政治 的文書 によって代替 されて きた。中国 の場合 も例外 ではない。
外国 のおおか たの研究者 は,中 国共産党中央の理論 的動向を見て いれば ト分で
あ る,と 判断 して きたよ うであ る。
中国共産党 中央の路線転 換に さい して,党 中央の論争 は原則 と して公開 され
ていない。た とえば,1952-53年 の時期,か ねて天下に公表 され,実 施 されて
きた 「新民主主義社会」建設 の路線が突如否定 され,「社会主義社会」への直接
移行 をめざす 「過渡 期の総路線」 が提起 されたが,こ のとき党内理論家 や社会
科学者,経 済学者 の間で,ど の ような論争 が行われたのか明 らかでない。 また
1966年 に発動 されy10年 の長 きにわた って続 いた 「文化大革命」は,後 に 「指
導者が まちが って引 き起 こ した大災厄」と総括 されたが,「文化大革命」の発動
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にさい してT党 内理論家 の間で,ど のよ うな議論が行われたのか明 らかでな い。
しか し,90年 代 の現在,中 国 における思想 の解放 はか な りの程度進 み,学 問
研究 の自由 もあ る程度認 め られ るよ うにな った。 中国社 会主義 は,中 国 の理論
家が 言うごと く,20世 紀 の新生事物 であ り,い わゆ る占典マル クス経済学 の公
式 ・命題 教条で は説明がっかない事象が多 い。 したが って,中 国共産党 中央
の文書 だけで な く,中 国 の経済学者の研究 に も7し か るべ き注意が払われてよ
い時期 が到来 したよ うに思 われ る。
1976年 にプ ロレタ リア文化大革命が終了 しa中 国共産党 は路線 の大転換 をは
か った。 それ とともに中国の理論家 の社会主義認識 も根本 的に変化 し,彼 らは
20世 紀 の新生事物 と しての中国社会主義を 「発展途上社会 主義」と認識 し,同
時 に,共 産 主義的社会構成体 における中国社会主義 の現在 の発展段階 を 「社会
主義初級段階」 と認識 した。 この社会主義初級段階 は,マ ル クス主義 の古典 が
いう 「共産t義 の第1段 階(社 会 セ義段階)」とは質 的に区別 され る発展段 階であ
る。中国 の理論家によれ ば,中 国社会主義の初級段階 は,今 世紀 半ばか ら21世
紀中葉 までの少な くとも100年 を必要 とす る。社会主義 の初級段階 を通過 した
後,中 国社会が いかなる段 階に移行 するか は必ず しも明確でないが,醇 暮橋 ら
有力な経済学 者 は,「共産 主義 の第1段 階」と しての 「社 会 主義段階」への移行
を想定 して いるよ うで ある。
1978年 暮れの中国共産党第11期3中 全会での路線転換 を契機 に,翌79年 に
改革 ・開放政策 の実施 に踏 み切 って以来,中 国経済 の変貌 は著 しい。生産力の
面 では,中 国経済 は高度成長 の軌道 に乗 り,こ の15年 間年平均9%の 成長を遂
げて きた。 かか る高成長 を支えた生産諸関係の変化 も著 しく,改 革 ・開放の実
施 でs国 家 セ クターか ら民間セ クターの一部が分離 し始 め,ま た郷鎮企業を初
め とす る各種私企業 が設立 され,外 資 も導入 され,成 長 の推進 力にな って きた。
以下,改 革 の主要 な足取 りを掲 げる。
1978年 … 「全党全国人民 の活動の重点を社会主義 の現代化 に移 す」こと
を決定(中 国共産党第11期3中 全会)。79年 よ り改革 ・開放体制
への移行政策 の実施開始。
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1979年 … 広 東,福 建 の両 省 に対 外経 済 自主権 賦 与,4経 済 特 別 区 の設 置
決 定。
1982年 … 「計 画 を 主 と し,市 場調 整 を従 とす る」経 済論 を採 用(第12回
党大会)。 人民 公社 の解 体決 定,外 貨 建 て債 券(私 募債)発 行 。
1984年 … 「経 済 制度 改革 に関 す る決 定 」(党 第12期3中 全会)。
「計 画 的商 品経 済 」,[社 会 主 義 的商 品経 済 」論 の登 場。
1986年 … 改革 派 学 者 「所 有 と経 営 の分離,株 式 会社 制 の導入 」 を主張}
87年 実験 開 始。
1987年 … 「社 会主 義 初級 段 階」論 「計 画 と市 場 が 内在 的 に統一 した計 画
的商 品経 済 」論 を採 用(第13回 党大会)。
1989年 … 計 画経 済 と市場調 整 の結合(党 第13期4中 全会)。
1990年 … 上 海証 券取 引所,91年 深 甥証 券 取 引所 開 設。
1992年 … 「社会主義的市場経済」 論 を採用。 「計画経済 は社会主義 とイ
コールではない。資本 主義 に も計画 はあ る。市場経済 は資本主
義 とイコールではない。社会主義 に も市場 はあ る。計 画 と市場
はいずれ も経済手段であ り,計 画 の部分 が多 いか市場 の部分が
多 いかは,社 会主義 と資本 主義 を分 かつ決定 的な もので はな
い」(第14回 党大会)。
1993年 … 株 式発 行 ・取 引管 理暫 定 条例 制 定,証 券 取 引所 管理 暫 定弁 法 制
定 。
株 式 会社1万3000社(上 場企業300社)に 達 す る。
1995年 … 中国 人民 銀 行(=中 央銀行)法 制 定,商 業 銀行 法 制 定。
1979年 か らの改革 ・開放政策 の実施以 降,中 国 の理論界 は活況 を帯 びて き
た。中国 の場合,理 論(学 界)と 実践(政 界)の 関係 には,次 のような特徴があ
る。① まず特定 の論争問題 について,中 国共産党中央 に近 い頭脳集団の間で調
査 ・討論が行 われる。② っいで 『人民 日報』『求是』な どの中央紙誌 や上海,天
津,香 港 などの地方有力紙誌 に署名入 りまたはペ ンネーム,無 署名で当該 問題
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に関係 す る論文 が発表 され る。③党中央 は地方組織 や知識人,現 場 の反応 を観
察す る。④支持があ ると見 るや,一 斉 にキ ャンペー ンが行 われ,座 談会,勉 強
会 が開催 され,郡 小平や党幹部の談話が発表 される。⑤党 中央 あるいは国務 院
が正式 に取 り上 げ政策化 し,地 方,企 業等 で暫定的 に試行す る。⑥失敗の場合
は中止,成 功の場合 は省 レベル,部 門 レベル,さ らに全国 レベルで施行。試行 ・
施行 の過程で暫定的法制化が はか られ る。⑦ この政策を権威づ ける書物 ・論文
が洪水 の ごと く公刊 され る。
さて本題 に入 ると しよ う。王珪を リー ダーとす る研究集団 の労作 『中国の社
会主義経済学 の40年 』全4巻(中 国経済出版社,1991年)は,1949年 の建国以来
1989年 までの中国40年 間の社会主義経済理論 史を扱 った本格 的論稿 であ る。
紙面 の都合 を考慮 し,改 革 ・開放体制下の1979年 以後1989年 まで を扱 った第
4巻 のみを紹介 する。読者の便宜を考慮 して,1～3巻 の目次 を以下 に示 してお
きたい。
第1巻 目次 … 総 序 文/第1巻 序 文/第1章 新 民 主 主義経 済 理 論 の研 究
(1新 民 セセ義の所有制構造の理論;2新 民 主 主義社会の各種 ウクラー ドにっいての分
析;3新 民 主霊義の商品 ・貨幣理論の研究)/第2章 過 渡 期 の総 路 線 の理論 的諸
問 題(1新 民i-:1_か ら社会 虹義への過渡期の理論;2過 渡期の総路線 の内容,本 質およ
びその理論的根拠;3社 会 主義的工業化 の道の初歩的探求)/第3章 生 産 手段 の所
有 制 の社 会 主義 的改造 の理論(1個 人農業,一'_の 社会r的 改造 にっいての研究
;2民 族資本 ユ義Il商 業の社会主義的改造 にっ いての研究;3社 会 セ義的改造の基本的完
∫後の経済制度)/第4章 社 会 主義 社 会 の†要 矛 盾 の研 究(1国 内t要 矛盾の転
化;2社 会1:段 階の国内 主要矛盾;3生 産関係 は生産力の前面 を歩むことがで きるか
否かに関する討論;4主 要矛盾の主要側面 に関する討論)/第5章 ソ連 の社 会 主義
経 済 理論 の わが 国 の経 済理 論 研究 に対 す る影 響(1『 ソ連邦 における社会 主義の経
済的諸問題』の発表 とその 主要観点;2『 ソ連邦 における社会 主義 の経済的諸問題』のわ
が国の経済理論研究に対する影響;3ソ 連の 『経済学教科書』出版 およびそのわが国の編
集 した経済学教材への影響;4『 ソ連邦 における社会Lの 経済的諸問題』 とソ連 の 『経
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済学教科書』 の社会主義篇に関す る評述)/第6章 社 会 主義 の基本 的経 済 法 則 に
関 す る討 論(1基 本的経済法則の内包;2過 渡期の基本的経済法則の問題の討論;3社
会議 の基本的.y法 則 の内容の論;4社 会 犠 の聯 的経済法則の表述の識)/
第7章 国民 経 済 の計 画 的 で比例 的 な発 展法 則 に関 す る討論(1国 民経済の計画
的で比例的な発展法則の内容および要求 の討論;2国 民経済 の計画的で比例的な発展法
則 のわが国の過灘 における作 用の問題の討論;3国 民経済の計画的Zヒ 例的な発展法
則 とその他の経済法則 との関係の討論)/第8章 国 民経 済 の比例 関 係 に関 す る研
究(1国 民経済の比例関係に関す る問題の探求;2生 産手段生産の優先成長の法則の研究
;3第 一次5力 年計画の編成および比例 と速度の関係の初歩的研究)/第9章 総 合 バ
ラ ンス問題 に関 す る研 究G総 合バ ランス問題の若 干の 主要問題;2陳 雲 の総合バ ラ
ンス理論の 主要内容;3馬 寅初の 「円環」 理論)/第10章 人 口理 論 に関 す る研 究
(1毛 沢東の人 口問題に関す る若 モの論述;2馬 寅初の新人 口論;3社 会学派 の人口抑制
主義)/付 録 参 考 資 料索 引(1著 作;2論 文)
第2巻 目次 … 第2巻 序 文/第1章 社 会主 義 初 期経 済 の全面 建 設 の理 論
的 探 求(1全 面建設の初期 に提出された若1二の セ要経済理論 の観点;2「 ブルジ・ア階級
右派」の経済学 の観点 に対す る批判 およびその影響;3社 会1:建 設 の総路線 の提出 と
その根拠)/第2章 「大躍 進 」中 の若 干の経 済 理論(1社 会}義 の発展段階 と共産
主義への移行に関する理論;2国 民経済 の 「大躍進」 の理論;3「 人民公社」 の理論;4
「ブルジョア的権利の思想」を破 る討論;5「 右翼H和 見1義 」の経済的観点に対する批判
およびその影響)/第3章 国 民 経 済 の調 整 期 に提 出 され た若 干の 主要 経 済理 論
(1「八字方針」の提出 とその意義;2段 階を超えることはで きず,農 民を収奪す ることは
で きない;3国 民経済を発展させ るためには1二業を セ導 と し,農 業を基礎 とすべ きであ
る;4経 済管理制度の改善 に関す る施策 と理論の探求)/第4章 社会 主義 制 度 の下
で の商 品生 産 の 問題 の討 論(1曲 折 に満 ちた認識過程;2社 会 雫義 的商品生産 の存在
原因;3社 会 主義的な全人民的所有制内部で配分 あるいは交換 され る生産 手段は商品か
否かに関する諸問題)/第5章 社 会 主義 制 度 の下 で の価値 法 則 お よ びそ の作用
の研 究(1価 値法則の内包 に関す る異なる観点;2価 値法則 の作用の問題の研究;3孫 冶
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方の 「まず価値法則に依拠 して事を処理する」と 「牛の鼻輪;4儲 形成の礫1こ
つし、
ての異 なる観点)/第6章 社 会主 義 的商 品 流通 と貨 幣 の理 論 の研 究(1社 会主義
的商品流通についての研究;2社 会主義の条件 の 下での市場開放 に対 する識;3社 会
主義的貨幣流通 の理論 の研究)/第7章 社 会 主 義 の物 質 的 利 益 と労 働 に応 じた
分 配 の理 論 の研 究(1社 会蟻 の物質的不lf益の理論の研究;2労 働に応 じた分酉己の根拠
と性格の研究;3労 働の計量問題 の研究;4労 働報酬の形式の研究;5労 働 所酷 唖の問
題 の提出 と討論)/第8章 社 会 主義 の経 済 計 算 と経 済効 率 の理 論 の研 究(1社 会
蟻 の繍 計算の問題の第1次 論争;2経 済効率の問題の第1回 討論)/第9章 生産
力 の理 論 の研 究 と討 論(1李 平心 の生産力理論の研究 の顯末;2李 平心 の生産力理論
の概述;3生 産 力の理論の討論)/第10章 「現代 修 正 主義 」 の経 済 理論 に対 す る
批 判(1社 会 礒 社会の 腰 矛盾1こついての識 の転変;2国 際的 「獄 看彦正 犠 」繍
理論に対す る批判;3楊 献珍の 「総合経済基礎」論 に対する批判;4「 生産価格論」に対 す
る批判;5孫 冶方の社会主義経済理論 に対す る批判)/第11章 経 済 学 の社 会 主 義
篇 の理 論 体 系 の探 求(1い くっかの教科書の編集 と出版;2経 済学の社会 主義篇の研究
対象の討論;3経 済学の社会主義篇の体系の探求)/付 録 参 考資 料索 引(1著 作;2
論文;3学 術動 向)
第3巻 目次 … 第3巻 序 文/第1章 「文 化 大 革 命 」 期 の経 済 理 論 の状 況
(1経 済理 論の是非の転倒;2孫 冶方,張 聞天の経済科学理論 の陣地 を堅持す る闘争;3
「文化大 革命」期の毛沢東の若干の経済的観点)/第2章 「4人 組」 の経 済 理 論 体 系
の形 成(1「4人 組」の繍 脇 体系の形成過程;2門4人 組」の繍 理論体系の 擾 内容
;3「4人 組」の経済理論の 「基本的任務」;4「4人 組」の経済理論の基礎および方法論)
/第3章 荒唐 無 稽 な社 会 主 義 的生 産 関係 の 「二重 性 」論(1r性 」論の提起
とその本質;2社 会 セ義の条件の下での 「ブルジ ョア的権利」は資本主義の下でのそれに
等 しくない;蹴 会蟻 的生産関係 に1墳 本蟻 の要素 は存在 しない)/第4章 社 会
主 義 的 商 品経 済 を否定 す る理論(1商 品生産 「温床」説;2貨 幣交換 「士嬢 」説;3価
値法則 「異」説;4商 品原則 「侵入」説;5社 会蟻 的商品繍 の否定 の本質)/第5章
社 会 主 義 的生 産 の 目的 の歪 曲(1「 革命のための生産」宣伝;2い わゆる 「利潤統帥」
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批判;3い わゆる 「唯生産力論」批判)/第6章 社 会 主 義 の物 質 的利 益 関 係 の 否
定(1社 会主義的生産関係の否定,物 質的利益関係の表現;2貧 窮社会主義の鼓吹;3い
わゆる 「物質的刺激」批判,物 質的禾l」益 の動力作用の否定)/第7章 労 働 に応 じた
分配 理 論 の改窟(1労 働 に応 じた分配 の社会主義的性格の否定;2労 働に応 じた分配は
ブル ジョア階級を生む経済的基礎であるという宣伝;3労 働 に応 じた分配に制限を加え
ることの鼓吹;4社 会犠 の賃金および奨励金の否定)/第8章 社 会 議 的経 済 管
理 理論 の歪 曲(1管 理の二重性原理の改窟;2国 民経済計画管理理論の撹乱;3企 業管
理理論 の躁躍)/第9章 社 会 主義 の対 外経 済 関係 の発 展 の全 面 否 定(1社 会主義
の対外貿易の蝦 および外資利用 に女寸す る反対;2「 独立 自主泊 力甦 」を 「鎖国 自閉
と曲解;3「 鎖国 自閉論」の歴史的背景 と本質)/第10章 「貧 窮 の過J理 論 の破
産(1「 舗 の過測 理論の提起;2「 翻 の過渡]蹴 の誤謬 と害悪;3「 翻 の過渡]
理論の根底的破産)/付 録 参 考 資料 索 引第1部(1著 作;2論 文)/第2部(1著
作;2論 文)
編集 にあた った王瑳の経歴 を示 してお こう。王]玉はf1926年5月4日,遼 寧
省 に生 まれた。45年10月 革命 に参加,同 年11月 中国共産党 に加入。50年 中央
のマルクス=レ ーニ ン主義学院入学,53年 卒業。中央 の党学校 に就職。経済学
教育研究室副主任,主 任,経 済体制改革研究所所長 などの職 を歴任。同時に助
手,講 師,副 教授,教 授,大 学 院博士課程担 当教授 に昇任。 主要編著 書 『資本
論紹介」『簡明政治経済学』『社会主義 商品経済理論探討』『必要価値論』『政治
経済学読本』『社会主義経済 マクロ調整』『社会主義金融市場研究』『社会 主義初
級段階論概説』『社会 主義経済 問題新論』『王珪選集』 な ど。
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1計 画 と市場 の関係の理論の研究
2市 場 システムの理論の研究
3市 場 メカニ ズムの理論 の研究
4社 会主義的流通 の理論 の研究
第10章 社会主義のマ クロ的経済調整 の理論
1直 接的制御 を間接 的制御 に変 え る理論 の研究
2マ クロ的経済 管理 の目標 の研究
3マ クロ的調整手段 の研究
第11章 わが国の都 市 と農村 の経済関係 の理論 の研究
1わ が国の都 市 と農村 の 一二元経済構造 の問題 の理論的探求
2中 心都rl了の作用 の理論 の研究
3農 村経済 の発展理論の討論
第12章 経済発展 モデル とその転換 の理論
1経 済成長 モデルの理論 の探究
2社 会主義 的再生産理論 の研究
3経 済成長速度 の新 しい観点
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総序文
読者 に捧 げる この専門書 は,『 中国 の社会主義経済学 の40年 』 とい う。書名
を見 てす ぐわか るよ うに,研 究対象 の地理的空間 は中国であ る。 また研究対象
の歴 史的時期 は,中 国が新民主主義か ら社会 主義へ移行す る過渡期および社会
主義の時期で ある。 このよ うにか な り長 い時期に,マ ル クス主義 の重要 な内容
をな し,わ が党 の経済政策 の理論 的基礎 をな した経済学の社会主義篇 は,ど の
よ うに して誕生 し,発 展 して きたのだろ うか。 どの ような経済的観点が普遍的
意義を備 えy実 践 において指導的役割 を果 たせ るのだ ろうか。 それが規定す る
経済法則の運動を反映す る原理 で は,何 が肯定 され,何 が変化 した経済 的条件
に対応 できずに二度 と役割 を果 たせないのだ ろうか。実践の検証 および証明 を
通 じて,い かな る理論的観点 が誤 ってお りyマ ル クス セ義 に属 しない観点であ
るのだ ろうか。 これ らはいずれ も,本 書で考察 す る弔要な内容 である。
総 じて,わ が国 の経済学界 は,中 華 人民共和国 の成 、玩以来,と くに[1978年
の]中 国共産党第11期3中 全会以来,比 較的活発 に思 考 し,比 較的深 く研究 し
てお り,豊 かな精神的財産を蓄積 し,多 くの傑出 した中国社会主義経済問題 の
研究者,教 授,専 門家 を輩出 した。 わが国 の社会 主義経済 問題の基本理論 と各
種関係学説 を系統的かつ歴 史的 に整i理 ・発掘 ・論 評す ることは,マ ル クス主義
の経済理論 の宝庫 を豊 かに し,わ が国の社会主義的生産 の社会化,商 品化,現
代化 の実践 を指導 す る上で役 にたち,当 面 のマルクス主義経済理論の課程を改
善す る教学 にとって も,実 際的意義 を もってい る。
中国 の社 会主義経済学 史の研究 は,わ が国において未開拓 の処女地 であ る。
現在 その研究が始ま ってお り,わ が国で はまだ先駆 に属す る。1981年 か ら続 々
と出版 され始 あた経済理論問題 の論争集および経済学 者の略歴 を見ると,わ が
国に は経済学史研究者 がかな り存在す ることが示 されてお り,こ れが また,中
国の経済学史の科学的研究 を推進 したのである。
国際面 か ら見 ると,70年 代初期 に ソ連 の レニ ングラー ド大学社会科学教員研
修学院政治経済学研究室が編集 し,レ ニ ングラー ド大学 出版社 が出版 した 『社
会主義経済学 史概要』 とい う著作 は,主 として ソ連 における経済学社会 主義篇
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の発展 の歴 史的過程を探究 してい る。東欧諸国の経済制度改革 は
,わ が国や ソ
連 に先行 したが,経 済学 の社会 主義篇 の発 展史 を系統 的 に明 らか に した著 作
は・ 東欧 ・ソ連 においてす ら余 り見あた らない。 日本 ・アメ リカその他西側諸
国 において は,な おさ らそ うであ る。われわれ は,国 内の経済理論 を整理 ・発
掘 ・論評す ると伺時に,国 際面における学術消息 および研究動向 にと くに注意
を払 い,ま た諸外国 の経 済学社会 主義篇 の各種学 説を一歩進 んで研究 し,そ れ
らと国内の関係学説 を共に考察 して きた。
本 書の研究対 象 は,中 国 にお ける経済学 社会†義篇 の理 論 の発展過 程 で あ
る。過 去を顧 みて現在 にっ なぎ,未 来を示 し,そ こか ら法則性 と真理性 を探究
した。 すなわち,本 書は経済理論史の角度か ら,中 国 の経済学社会 主義 篇が ど
の よ うに発展 して きたかを研究す る。基本 的経済理論 は,歴 史の大河 のなかで
考察 されてお り,し たが って中国 の社会主義経済学40年 の基 本的理論 の発展
史の一部を成 している0
社会 ↑義 制度が中国 にお いて成 立して40年 にす ぎないので,科 学 と しての
経 済学社会 ↑義 篇 は中国ではま った く未熟 であ り,多 くの基本的理論問題が深
い探究 を待 ってい る。 しか しなが ら,40年 の発展過程か ら見 ると,基 本的理論
問題 につ いて系統的かつ歴史的に整理 ・発掘 ・論評が加え られてお り,内 容 が
充実 し,必 要 をかな り満 た している。
50年 代 における中国 の経済学社会主義篇の建設 は,基 本的にはスター リンの
『ソ連邦 におけ る社会宅義 の経済的諸問題」 と ソ連科学 ア カデ ミー経済研究所
編 『経済学教科 書』社会 豆義篇による ものであ り,中 国 の社会主義建設の実際
問題 と結 びっ けて初歩 的探究 を行 ったが,重 要 な理論 的突 破 は きわめ て少 な
か った。
毛沢東が1956年 に発表 した 「十大関係論」 と1957年 に発表 した 「人民内部
の矛盾を 正 しく処理す る問題 について」 は,ソ 連 の経験 を教訓 と し,わ が国の
経験 を総括 して,人 民内部の矛盾 と社会主義 的生産 関係 の若=Fの 側面の問題 を
正 しく処理す ることを提起 してお り,社 会主義社 会の基本 矛盾 の観点 を提 出 し
た。 これは,中 国 の経済学社会主義篇 の確 立のために,初 歩的 な思想 的基礎 を
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定めた。
50年 代末か ら60年 代初めには,50年 代後 半の 「大躍進」 を経て,中 国の社
会 主義建設 は挫折 す るに至 り,多 くの者 に問題 を考 え させた。 い くっか の省
(市)や い くつかの系統 の経済理論家 は,中 国の経済学社会 主義篇 の教科 書の編
集を開始 し,構 想豊かに自己の体系 を打 ちだ した。 しか し,中 国の社会主義建
設 の実践 がまだ一1分に発展 して いなか ったので,社 会 主義経済内部 の矛盾 も 十
分 に明 らか にで きず,よ い発想 も…定 の制限を受 けざるを得 なか った。 そのな
かには,い ささか 「左」よりの もの もあ り,た とえば 「大躍進」「人民公社」な
どが,か え って理論 の形態で現 れた。「大躍進 」の歳月の正負 両面 の経験 の総括
を基礎 に,経 済学界 の多 くの同志 が研究 と探究 を行 い,た しかに若 干の新 しい
観点 を提出 した。た とえば,孫 冶 方同志がそ うである。それ らの新 しい観点 は,
ソ連の教科書 の観点 と比べて前進 して いるとはいえ,依 然 と して生産物経済 の
観点 の影響 か ら抜 けでていない。生産物経済 の見方を用 いて現物経済 の見方を
否定 して も,徹 底的 ではない。学 界が若rの 問題 につ いて展開 した討論 は,と
くに商品生産,価 値法則の問題 につ いての討論 であ り,比 較 的活発 で理論 的に
も進歩があ ったが,総 じて生産物経済 の見方の枠を飛び越 えてお らず,ソ 連の
教科 書の枠 を飛 び越えていなか った。
60年 代中期s状 況 に急激 な変化 が発生 した。1964年,哲 学界 は,康 生の指揮
の下,中 共巾央直属高級党学校校長の楊 献珍 の 「..二っが合わ さり一つ になる」
論 を誤 って批判 し,影 響 は大 きか った。加えて,政 治 的には階級闘争 が強調 さ
れ た。 それゆ え,経 済学 理論 の研 究 お よび討論 も,一 歩進 んだ展開 がで きな
か った。っ いで 「文化大革命」が発生 し,経 済理論 を 「左」 よ りの方向に向け
た。「文化人革命」の後期 には,い わゆ る 「張春橋思想」が一歩進んで経済学 を
邪道 に引 き入れ,経 済理論 は大破壊 を受 けた。 当時上海で印刷発行 された経済
学教科 書は,そ の代表で あ り,そ れ は 「左」 よりの誤 った路線 に理論的な説明
と表現 を与えた。
「四人組」 の粉砕後,と くに中国共産党第11期3中 全会以後,経 済学界 は,
商品生産,価 値法則,物 質的利益,労 働 に応 じた分配 な どにっいての誤謬 ・混
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乱 の是 正を進 めて・経済学研究を再 びマルクス主義の軌道 に戻 した
。経済理論
研究の空 前の繁栄 とい うすば らしい情勢 が出現 し,さ まざまな経済理論体系が
生 まれ始 め,経 済学社会 主義篇 の側面,主 として商品経済理論の側面で,重 要
な突破が あった。
40年 の歴 史(過 渡期を含む)に ざ っと目を通 す と,経 済学社会主義篇 の理論 の
根本 的問題 は,社 会主義経済 を生産物経済 と見なすか,そ れ とも商品経済 と見
なすか,と い う問題 であ る。
長 い間 ソ連 の教科 書は,社 会主義経済を生産物経済 と見な し,商 品生産およ
び商品交換 を認 めたに もかかわ らず,根 本 にお いて生産物経済であ るとして き
た。 わが国の経済学界が建国以後30年 間,経 済理論で突破で きなか った理由
は,生 産物経済 の観点 の影響を受 けていたか らであ る。生産物経済の見方 は,
われわれを長 い間束縛 し,混 乱 させ た。実践が証 明 して いるのであ るが
,'r脚
点を改 めず に,社 会 主義経済理論が劇的 に進展 する ことは不・∫能 である。1984
年10月 の中国共産党第12期3中 全会 にお ける 「lll共中央 の経済制度 改革 に関
す る決定」 は,社 会 主義経 済の本来 の面 目に照 らして社会f経 済 を扱 い
,社
会 主義経済 は商品経済であ ることを認 めた。経済学社会主義篇 についての基本
的 、γ論が異な るので,経 済運行法則 についての認識 もまた一様 でないが,や っ
と問題 の本質 に迫 るに至 った。
経済学社会 龍義篇 は,中 国 においてか くも曲折 に満 ちた発展過程 を経験 した
ので・ これ について は研究 の回顧 と追跡 を進めなければな らず
,そ れには1温
故知新」が役 に 、γつ。 この研究 が訴えているのはS中 国 の特色 を もっ社会r義
を建設 す るため にはどのよ うな経済理論 を採用 しな ければな らないのか,マ ル
クス主義 の経済理論 を用 いて,ど のよ うに中国の社会t義 経済建設 を正 しい方
向および軌道 に沿 う発展 に指導す るのか,と い う問題 であ る。 それは,中 国 の
社会主義経済学40年 の研究 の根本的な 目的お よび任務であ る。
われわれは,マ ル クス主義理論 を社会 主義 の実際 に結 びっ ける問題 で
,こ れ
を堅持 し発展 させるとい う統 一論 者 であ り,発 展 にお いて堅持す るとい う重点
論者で もあ る。それゆえ,中 国 の経済学40年 の研究 の指導思想 は,マ ルクス=
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レー ニン主義y毛 沢東思想を終始堅持 し,わ が国社会 主義経済 の基本理論お よ
び各種関係学説,と くに社会主義 の商品経済理論 を系統的,歴 史的 に整理 ・発
掘 ・論 評す ること,し たが って,中 国 の経済学社 会主義篇 の形成 ・発展過程,
その理論的意義 および現実的意義を示 し,論 証す ることで ある。 この指導思想
に もとついて編集 した 『中国の社会主義経済学 の40年 』とい う著作 の基本原則
は,歴 史 と理論を結合 し,歴 史か ら理論 を抽出 し,理 論 を主 とす ることであ る。
おびただ しい史料 について は,縦 横 に交錯 させ る方法を採用 し,歴 史時期 の
区分で は,歴 史研究 と叙述 を同時に進 めた。 さまざまな時期 にっいて,い くつ
かの基本的理論問題 を重点的に考察 ・研究 し,歴 史の研究 と論理 の研究 とを的
確iに糸充一一したo
歴史時期 と本 書の各巻の区分であ るが,中 華人民、共和国の成 立初期 およびわ
が国 の社会主義的改造期 を,本 書第1巻 に収 めた・わが国が社会主義建設 を全
面的 に展開 した時期 は,第2巻 とした。「文化大革命」 の10年 の動乱期 は,第
3巻 とした。「文化大革命」終了以後の時期 は,第4巻 と した。これは,お おざっ
ぱな区分 にす ぎず,い くっかの問題 は,叙 述 に際 して交叉 して扱 った。
上述 したさまざまな歴史時期および各巻 の中で,課 題を次 のように区分 して
考察 ・研究 した。経済学社会主義篇 の対 象,社 会主義的協同労働 と社会主義 的
所有制,社 会主義的生産 の目的 と社会 主義の基本的経済法則,社 会主義 的公有
制 と社会 主義的商品生産 および両者の関係,計 画的 市場 メカニズムと価値法則
の作用,総 合的均衡 とマクロ経済の調整 メカニズム,企 業 の利益,生 産 ・経営
の目的 と経済運行 のメカニズム,国 家 ・集団(企 業)・ 個人 とい う三者の利害関
係,蓄 積 と消費,所 得分配,経 済学社 会主義篇の発展途 上の新 しい観点。
上述 した一連の理論問題の発展過程 について深 く研究す るために,次 のい く
っかの主要 な方面 にで きるだけ範囲を集中 して考察 した。
第一,影 響力 のある経済学者 の論著。
第二,影 響 力のある経済学 の教科書。
第三,主 要 な刊行物 および新聞に散 見 される主要 な論文。
第四,党 および国家 の指導者が公開発表 した言論,著 作。党 および国家が公開
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発表 した文 書,た とえば,決 定 ・決議 ・指示 ・通知 ・条例 ・規定 ・法規な ど
。
およそ経済学 に関係す る ものは,考 察 しなければな らず,顕 著 な地位 にある も
のには,叙 述 と適切な論評を加 えなければな らない
。
理論 と教学 を組 み合わせ るため には,か な りの研究 を基礎 に,専 門 書を編集
す ると同時に 「経済学史概説」 のよ うな一般 向 きの読み物 を編集 して もよい
。
マルクスは,剰 余価値学説 の発展を研究す る歴 史過程で
,不 朽 の科学 的大著
『資本論』を著 した。われわれは,経 済学社会 主義篇 の形成 ・発展 を研究 する過
程 で,ま た社会 老義経済 の本質 および発展法則 を示 し証 明す ることで
,明 解 な
社会 主義経済の科学 的論著 を生 みだ した いと望んでい る。 それは,ま った く光
栄 あ る大 きな任務 である。 当然 それ は,わ れわれの生涯で実現 し得 る もので は
な く,理 論界 のい く世代 もの人々の努力が必要 である。 われ われ は,こ の任務
が きっと実現 され る もの と確信す る。今 日われわれ は,広 く深 く開拓 しなけれ
ばな らない科学の領域で・い く粒 かの種 子を播=いたにす ぎない
。この領域で は}
さ らに多 くの開拓者 の勤勉 な耕作 が必要で ある。経済学 者諸君の広 く大 きな耕




この 巻 で 考察 す る歴 史 時 期 は,1976年 か ら1989年 まで で あ り,1と して
1978年 の第11期3中 全会 か ら1988年 の第13期3中 全会 の 間 に お け る経 済 学
の 基本 理論 の い くっ か の重 要問 題 につ いて,論 述 して い る。 期 問 は10年 で あ
る。 それ以 前 に2年 の過 渡 期 が あ るが ,そ れ は 「二っ の すべ て」 の短 い期 間 で
あ る。 それ以 後,わ が国 は,「 治理 整頓 」,改 革 の深 化 の段 階 に入 った
。 第1段
階 はす で に過 ぎた。第2段 階 が進 行 す る中 で,知 見 をっ け加 え る ことがで きた。
この間 の 正0年 は,わ が 国 の社 会 主義 経 済 学 の人 発展 期 で あ り,こ の 間過 去 に は
提起 で きなか った問題 が提 起 され た の で,比 較 的 深 い探 求 が進 ん だ。 これ は,
マ ル ク ス†義 と,中 国 社 会t義 の現代 化 建 設 お よ び経 済 制度 改 革 の実 践 とが
,
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い くっかの重要 な側面で有機 的に結合 していることを明示 した。それゆえ,こ
の1。 年 の経済蹴 は,失 敗 もな く漸 機卓由が開拓 され話 力に満ち注 流 は健
全で,社 会臓 が行 われ,マ ル クス ー=カま行 われた・ 当然支流 にはい くっかの
問題 が存在す るが,支 流 は主流 に取 って代 わる ことはで きない。
この10年 のマル クス主義経済 理論 の大発展 は,多 くの方面 に体現 してい る。
社会臓 繍 学 の側面 か 硯 ると,内 容 は豊富で ある・ い くっかの例をあげよ
う.社 会犠 経済 は計画的商品経済であ る・経済 の運行 は計画的 楊 謙 であ
る。経済構造 は,公 有制 をt体 とす る多様 な経済形態の共存 と共同発展で ある。
それに照応 して,労 働 に応 じた分配を主体 とす る多様な分配方式が共存す る。
これ らはすべて,こ の時期の経済学研究 の一}{要な成果である。最 も重要な こと
は,こ れ らの成果の取得 が,す べて党 の思想路線 において回復 され たことであ
る.経 済蹴 界が中国の実際 か ら出発 し渓 事雄 を噛 した ことで あ り・中
国の社会臓 繍 購 の編 を探索 したことで ある・必要な ことは・ この道 に
沿 って努 力を続 けることであ り}そ うすればわれわれ は・ さらに大 きな成 果を
得 るであろ う。
この時 期,経 済学界 はまた,経 済学社会t義 篇 の体系 を探索 した。総 じて,
われわれを混乱 させていたい くっか疎 縛 か らすでに離脱 した・ た とえば怯
則 を糊 して政策 を解説す る類 ㌔・の ものが そうであ った・現在 まだ汁 分 に厳
密 な科学的体 系 は徽 で きていな丸・が,多 くの学派 の初歩的auは 形成 されて
い る。それ らを信用す ることは,「双百坊 針 の指針 の下 で・切磋騰 し・ff
の謙 を求 め沖 国 の特色 を もつ社 会t義 経済学 を共同 で建設す るこ と1こな
る0
[隅 の社会 蟻 経済学 の基本的理論 問題を研究 す る多 くの人々鋤 け るため
に,こ の巻 では,以 下 のい くつかの専門的 テーマを集めた。
第_,[文 化大 靴 」 が終rし,知1期31吟 会 に秘 時期につ いては・第
1章 にま とめた.繍 理論研究 の右艮本的轍 の開始 と題 し一 分 な言'F価を 与え
た0
第 二,社 会懐 経済 は計離J酬 経済 である・ これ は・社会主義経済の基本
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的特徴 の中心 的内容であ る・第2章 ,第3章,第4章,第9章 ,第1。 章 な どの
章節 に分 け・関係資料 を集 めて加え・ し・くつかの間題 についてわれわれ の観点
を提起 した。
第=三・社会 猿 的生産の楯 お よび 附 ヨについては
,第 障,第6章 で舗
の観点 につ いて論述 した。
第 四・ 社会蟻 初級段階論・ これ と繍 学 の基本理論 の研究 は汁 分 に密接
な関係 がある・第 璋 で考察 したほか
,こ の理論 と計画的醐 繍 の聯 とを
結 びつ け・第8章 ・第11章 ・第12章 ,第13章 で所有制 蠣 造および公醐 の
期 形態 都 市と鮒 の関係溌 腺 デノレ,分 配方鵡 どに分 けて,さ まざま
な観点 を集め,適 切に論述 した。
第五沖 国のよ うに1臆 以上 の人 ・磯 する大国 におけ硝 費
,人 曜 襯
論 な どの腰 性 に照 らして・第14章 ,第15章1で は学 界の研究 の擾 成果 を反
映 させた。
第六 対外経済関係 の発脇 粉 醸 な問題 である
.第1障 では,そ の うち
のい くつかの基本問題 についてのみそれぞれ異 なる観点 を批判的 に紹介 し
た。
第七s学 社会蟻 篇の対象および体系 に1廻して は
,第1璋 でそれぞれ異
な る観点 を紹介 し,わ れわれの見解 を提起 した
。
この10年 は,経 済学 が大 いに発展 した時期 なので
,そ の学説史料 もまたきわ
めて豊富にな った。 この10年 の史料 は
,そ の前 の30年 間の史料 の総和 を超 え
た・ われわれが評価で きたのは・ その うちの郷 分で しかな く,螂 は不可能
であ った・ 可能であ った ことは・ い くつかの基本 的方面で あり,す べての方面
まで は伺 能であ った・識 のなかで表明 し襯 点 は
,わ が グループの繍1こ
す ぎない。 われわれ と して は,学 界が これを叩台 に して
,論 争 の源 となす こと
を切 に希望す る・学術研究 にすべて有益 な批判 を
,心 か ら歓迎 す るものであ る。
1990年8月
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醜11期3中 全会」という表記は,中 国共産党第11期 中央委員会第3回 総会を意
{2)膝 齢1レ ニングラー ド大学の社会科学獺 研修学院の政治経済難 が1972年
に雛.出 版 した 《肌T・PHHn・JIMT四ECK・H3KOHOMHH
MAJIM3MA.ourPKI4》 であ る。cou
(3)「 公有」 あ るい は 「公 有制 」1ま旧 本 の社会科学 の脱 と して は 「社 会的所有 」 あ
るい は 「社会 的所 有制度 」 であ るカi酬 訳 で は騰 の 「公有 」・ 「公有制 」 を用 い た・
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第1章 経 済 理 論 研 究 の 根 本 的 転 換 の 開 始
1976年1明 ・10年 の長 きにわ たる 「文化大革 命」運動 は
,「臥 組」反党集
団の粉砕宣 言に よ って終 了 した・ それ以 後1978年12肋 第1嘲3中 全会 の
開催 まで は・わ姻 の歴史が大轍 した短 い澱 期であ る
.こ の2鯛 に,わ
姻 の理論 界は 「四糊 」の繍 理論 を批判 した
.す なわ ち,「実蹴 鄭 胆を検
証 す る1,の 羅 である」 とい う討言命を蹴 し
,繍 購 の礪 な研究を匝腹
し・繍 理甜 の誤謬 ・混乱の是正 を進 め
,社 盤 鍵 設 旺 鯖 面の緻.
教訓 頓 剣 に繍 し始 め・「左」よりの指鞠 想をただ し,実JL是 に従 しけ
べて実際 か ら出糺 職 と織 を結 び
っ ける ことを原則 と し
,思 想 を解放 し,
新 たな歴贈 条件 の下で1-1--fし噺 しい状況 と新 しい髄 を研究 し
,社 会 犠
経済理論 につ いて・初鋤 噺 しし、有益な探索 を働 た
.繍 理翻 究の根本
的転換 が始 ま った。
1経 済 理 論 研 究 の 新 しい環 境 の 出 現
(1)「 四人組」 の経済理論 に対 する批判
「文化揮 命」の間・ わが国 の若 い経済科学 は
,「 四人組 の縫 い じみた破
壊 にあい・ ひど く痛 めっ け られ・経済学分野 の聯 の腓 は転倒 し,各 醗 済
学分野 はほぼ完壁に糠 された・経 済理論の正常 な研究 は完全に中断 し
,繍
科学 の活動 の場 には一条 の荒涼 と した風景が現れ望
。
「四人糺 の繍 購 に対する批判は,こ の2鴨 繍 醐 のすべての部直1
で貫かれた・なかで榛 脚 こ垂此判雌 められたのは
ドーつは,「四欄 」備
集を組観 たr社 会 礒 経醐 に含まれている天繭 蹴 のr繍 学
(社蝕
義篇)」の改鉢 に対す砒 判である・もう一つは,「四人糺 の 脚 仁産プ胤
批判に対する反批判である。
aい わゆる 『社会主義経済学』に対する批判
「臥 紬 が纏 を儲 したr社 餅 義繍 学』は
s「四人細 の反マルクス
犠 繍 職 鵬 の典鞠 代表であり,1・ 物 「文化..命 期 におけるわカS
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国 のマル クス主義経済学発展 の歴史上 の一っの逆流 一 っの断層で あ った。 こ
れにっ いて は,本 書第3巻 ですで に系統的な分析 と叙述を試みた。 ここで は,
上記 の書物 に対 す る批判 が,結 局 は 「四人組」粉砕後 のわが国経済学界 の直面
した一 っの重要な任務 とな って いたので,そ の場 での批判 にっ いて簡 単な回顧
を してお くことが必要 である。
『社会主義経済学』に対す る全国的な広範な批判 は,北 京 で,中 国社 会科学院
経済研究所 が組織 し主催 した。1977年6月 か ら経済研究所 は,10組 織 の経済理
論家 が参加 した 『社会主義経済学』批 判座談会 を主催 し,年 末まで に全 部で14
回行 い,こ の書物 についての系統的批判 を進 めた。 これを基礎 に,経 済研究所
は}北 京経済学界 の4回 にわた る 『社 会主義経済学』批判大会 を組織 し主催 し
望。 この書物の反動的理論体系,社 会 主義的生産関係 の二電性,社 会 主義的所
有制 とブル ジ ョア騰 利,社 会一礒 的商品生産 と価値澱1・ 社会議 的再生産
などの問題 に分 け,テ ーマ別 の批判 を進 めた。 この4回 の批判大会 の招 集は,
10年 の長 きにわた るわが国経済学 界の重苦 しい状況 を打破 したばか りでな く,
わが国 の経済学研究 の隊列 を整え る上で積極的な役割を果た した。
首都北京 の経済学界で批判 大会が行 われ る前に,1978年1月 に復Filした 『経
済学動態』第1号 に董輔初の 「"四人組"編 集 の 『社会 主義経済学』はどんな代
物か」とい う論文 が発表 され,そ れ と同時 に,こ の学術誌 の第147i」と第2号 に,
『社会 セ義経済学』の主要 な観点 が連続 して抄録 された。それ は,全 国規模 で広
範 に進 め られた 『社会主義経済学』批判を推進す る役割 を果 た した。
『社会主義経済学』を批判す る過程で,中 国社会科学院経済研究所 は,「 四人
組」の極左経済理論 を批判 した専門 書 『「四人組」によるマルクス セ義経済学 の
改窟』を編集 した。 この本 は,1978年 に山西人民 出版社 か ら出版 された。 これ
は,わ が国経済学界 が 「四人組」の経済理論 を系統的に批 判 した,史 料的価値
と学術的価値 とを備 えた成果であ る。
天津 の南開大学経済学 系 と経済研究所が編集 した 『経済学(社 会}義 篇)』の改
訂 本 は,「 四人組」 の反動 的経 済理論 の観 点 を系統 的 に宣伝 した本で あるが,
「四人組」 粉砕後 の1976年12月 に校内で発売 が開始 され,1977年2月 か ら3
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月 に・ 全 国 各 地 に大 量 にば らまか れ た。 この よ うな きわ め て悪 い影 響 を与 え る
書物 に対 して・遅 々 と して批 判 は加 え られ ず,1978年4月2日 に至 って よ うや
く 『天 津 日報』が これ を批 判 す る論文 を発 表 し始 め た
。そ の後 『人民 日報」『光
明日響 天欄 報」『学髄 迅』r輔 大学学報』がこの本に対する批判' ,を
発表 した。
b「 四人組」の 「唯生産力論批判」 の清算
「唯生産力論」の問題 は}「 四人組」 によ って混乱 させ られた我慢 のな らない
問題 である。 「四人組」 の 「唯生産力論」批判 は,「 文化大革命」 の全過程 にお
いて貫かれ・1975年 の春か ら夏 にか けて最高潮 に達 した
。 この 「批判」の矛先
は,「文化大革命」の誤 りを極 力ただ し,当 時 の中央 の活動を主宰 した郡小平 に
向け られ た。1975年 春・ 「眺文元 と張春橋 は2編 の姉妹編 とも称すべ き傑搾」
『林彪反党集団の社会的基礎を論ず』 と 『ブル ジョア ジーの全面的独裁 を論ず』
ゆ
を萌後 して公表 した。 その後・彼 らの御用道具 と して,わ ん さか と,あ い争 っ
て騒が しく一編 また一編 と批判論文 がで っちあげ られた
。代表的な ものに,程
越 『資本主義を復活 させ る大綱」,呂達 『資本主義 復活 を加速 す る条例』があ(s)
。
また池恒,方 鋼,梁 効,方 海 宮効聞,康 立,延 風 とい う署名 の論文があ(7)。
彼 らは,支 配下 にあ るすべての宣伝 メデ ィア,た とえば新聞雑誌
,刊 行物書籍
放送 を動員 して,一 時期 「唯生産力論」 を批判す る内容 を至 るところに充満 さ
せた。
「四人組」の 「唯生産力論」批判 は,一 つ の基本思想 で貫かれていた
。それは,
上部構造 が経 済的土台を規定 し,生 産力を規定 し,社 会 ・歴史 の発展を規定す
る,と い うものであ る。 その本質 は観念論を用 いて,生 産力が生産 関係 を規定
す るとい う,っ ま り経済 的土台が上部構造 を規定す るとい う史 的唯物論 の基本
原理 に反対 し,結 局 の ところ,生 産力が歴史発展 の究極的原因 であるという史
的唯物論 の基本的観点 に反対 した。
「四人組」が 「唯生産力論」の問題 でっ くりだ した混乱 を一掃 し
,理 論の是非
を整理 し,そ の害毒を除 くたあに,林 子力 と有林 は 『「四人組」の 「唯生産 力論」
批判の批判』という本を著 した。この本 の初稿 はy1977年6月 に内部発行 され,
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同年11月 と1978年2-3月 の間 に,内 容の一部が中央人民放送局の 「学 習播
組 で2回 続 けて放送 された.1978{#3月 には人民 出版社か ら出版・ この本 は
「四人組」の 「唯生産力論」批判 について真剣 に清算 を進 め・マルクスt義 の生
産力論 の基本願 を明 らかに し,誤 謬 と混乱 を是正す る上で・根本的 に積極 的
な役割 を果 た した。中央人民放送局 は,「唯生産力論」問題 の講座の後,「 社会
機 経済問題放送1"r」 を引 きっづ き放送 し製.辮 はf「四人組」批判 の繍
理 論 と結 びつ き,わ が国 の 社会 主義経 済 の一連 の基 本 的理 論 問題 を明 らか に し
た。 そ れ は,「 四 人組 」 粉 砕後 の最 初 の試 みで あ った。
「四 人組」の経 済 理 論 の批 判 を通 じて,マ ル ク ス主義体 系 にお け る経済 学 の し
か るべ き地 位 が回 復 した。 しか し,こ の2年 間 は 「過 渡 」 的性 格 を もって い た
ので,ま た 当時 中央 の活 動 を† 宰 して い た華 国鋒 が 一一つ のす べ て」 を 主張 し
て い た ので,依 然 と して 「文化 大革 命 」の誤 りは堅持 され,「 階 級 闘争 を カナ メ
とす る」 とい う誤 った ス ・一 ガ ンが引 きっ づ き用 い られ・ 「継 続 齢 」 とい う
誤 った理論 が堅 持 され た。国 内 の主要 矛 盾 の問題 で は,「 プ ロ レタ リアー トと ブ
ル ジ ョア ジーの 矛盾,社 会 †義 と資本 主義 の 二つ の道 の矛 盾 お よび闘争 」 が依
然 と して 堅持 され たの で,か な りの程 度 「四 人組」 に対 す る深 い批 判 が妨 げ ら
れ た.剛 寺に,「 四 人組 」 の行 為 ぱ ます る批 判 は,依 然 と して経 済 建 設 の 「㎝左」
よ りの指導 思 想 の影 響 を受 けて お り,こ の よ うな批 判 で,新 た に認 識 した社 会
主 義 の基 本 的経 済 理 論 が,「 左 」よ りの理論 の観 点 お よ び伝 統 的経 済 理論 の観 点
の枠 を突破 す る こと は不 ・∫能 で あ り,お のず と 「四人組 」 に対 す る批 判 の なか
か ら しか るべ き教 訓 を総 括 す る こと もで き ない し,経 済 理論 に お いて も誤謬 ・
混乱 を全面 的 に是正 す る こ とは困 難 で あ った。
② 実 践 は真理 を検 証 す る唯 一 の基 準 で あ る とい う問題 の討 論
1978年5月 に始 ま った全 国 的規 模 で の 真理 の基 準 の問題 に関 す る討論 は,わ
が国 人民 の 政治 生 活 にお け る一 大事 件 で あ り,現 代 中国 の歴 史 上,い っそ うの
思 想 解 放運 動 で あ った。 そ こで の討 論 は,歴 史 の転 換 の歳 月 に発生 し,き わ め
て深 い意義 を もって いた。
真理 の基 準 の 問題 の討論 は,「 二っ のすべ て 」の論争 か ら引 き起 こされ た もの
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で あ り}!一一.一一っ のす べ て」に真 っ向 か ら対決 した もので あ
ったの で,そ こで の討
論 の開 始 は,党 内 外 に強 烈 な反 響 を引 き起 こ した
。
「二っ の すべ て」 とい う誤 った方針 は,華 国鋤 母提起 した.1977年 明7日 ,
華 国 鋒 は 「文 化 大 齢 坤 に常 用 した や 肪 で,「 鰭 を よ く学 び カナ メを しっ
か りつか もう」と題 す る咳 を"両 報刑"の 社説 と して嫉 し製
.「駐 席が
ドした決定 で あれ ば・ すべ て これ を固 く守 り
,お よ そC:席 の指 示 で あれ ば,
終 始 変 わ る ことな くこれ に従 う」(こ れが 「.=っのすべて」である).ま もな く洞
年 胡 の 峡1二 作 会議 に お け る講 話 で華 国 鋒 は,「 二っ のづ一べ てゆ 誤 っ妨 針
鍾 ね て述 べ た・ この こ とは・ 構 筆が 「文 化 人 革命」の誤 り
_'持 し,「 階級
闘 争 を カ ナ メ とす る」鰹 持 し・「継 纏 命 」 とい う誤 った指 導思 想:1持 した
ことの集中的表現 であ り,必 然的結果であ署。
ii一
っ の す べ で の観 点 は・ 創 く東 同志 の晩 年 の誤 った思 想 を そ っ く りそ の
ま ま堅 持 しよ うとす る もの で あ る・ いわ ゆ る既 定 の 方針 に従 って もの 瓢 処理
するというこ柵 酬 東同志嚇1礁 っ妨 針に従 つてもの事を処理する
とい うこ とで あ る」・Lっ のす べ て」 を 堅持 す る こ とは ま た泌 然 的 に 「文 化
大 革 命 」 の誤 り鰹 持 す る こ とで もあ る.「 ≪_っ のす べ で ・に よ るな らば,わ
た しの名 誉 回 復 の問 題 は通 らず,ま た1976年 の広 範 な大衆 の天 安 門広 場 にお
ける活動 は"情 理 にかな っだ 問題 と して肯定 で き榔 も
.こ れ こそ,Lっ の
すべて」 とい う誤 った方針 の本質 である。
に っのすべて」の問題 に関す る党内の原則瀞 は
,わ が党 の思想路線 すな
わ ち,史 的唯物論 およびマル クスt義 の認識論 を堅持 す るか否か の根本 問題 に
関係 した・1978年5月11Vii,「 光鵬 制 は特約評論員の名前で 「実践 は真理
を検 証す る唯一の聯 で ある」 という論文を発表 して凛 理を検証す る基準 は
社会的実践 のみであ り・理論 と繊 の紐 一はマルクス
.犠 畷 も聯 的 な原貝ll
であ り,い か なる理論 も実践 の検証をたえず受 け る必要が ある等 々の
マル クス
機 の聯 原理 を明 らかに した.当 然の ことなが ら論 文が明 らか1こした これ
らの基本原 理 は・ もともとマル クス主義 の認識論 の誰 もが知
って いる常識 で
あ った。 しか し,「実践 は真理 を検証す る唯一 の基準 であ る」とい う哲学 の命題
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は,全 国 人民 の,往 時 の誤 りか ら脱 出 した い とい う渇 望沽 い もの を除 いて新
しい ものを敷 き,祖 国 を振 興 させ た い とい う強 烈 な願 望 を反 映 し,全 国 人民 の,
林 彪 と 「四人細 が人 々に強 制 し偲 想 の禁 固 か ら脱 肌 想 想 を角轍 し・ 革
新 へ の強烈 な願 望 を もちた い とい う渇 望 を反映 して いた・ そ こで この普 通 の哲
学 的 命題 の価値 は,人 々が新 し く発 見 し,新 しく認 識 した もので あ るかの よ う
にな り,当 時 の 条件 の下 で斬 新 な含 意 を付 与 され たの で あ る。『光 明 日報 』の論
文 の発表 後,「 二つ のす べ て」 とい う誤 った観 点 を堅 持 した一 部 の人 々は,こ の
と き提 出 され た 「実 践 は真理 を検証 す る唯一 の基 準 で あ る」 とい う命題 を理解
し,幹 部 や 大衆 の なか で実 践 の騨 の問題 力拡 範 に討論 されYfう して 旗 は
切 り倒 され た」。は っ き り して い る こと は,同 一 の哲 学 論 文,同 一 の哲 学 命 題 に
つ いて,こ の よ うに画然 とあ い反 す る旗 幟 の鮮 明 な態度 が意 外 に も存在 し,そ
れ は この場 の討 論 の厳 しい性 格 を ト分 に明 らか に した。「旗 を切 り倒 す」論 者 の
観 点 は,本 質 的 に は 「二 つ のす べてJの 観 点 で あ り,「 た ん な る引 き写 し,あ て
はめの 主張 でCl3}」.「 旗 を切 り倒 す 」 とい う論 は凛 理 の基 準 の問題 の討 論 に
反対 し,そ れ を抑 圧 す る誤 った意 見 で あ る。
真理 の基準 問題 の討 論 は,当 初 か ら郡 小 平 が重 視 し,有 力 な 支持 と1分 な評
価 を与 えた.彼 は こ う指摘 した.目 前で進 ん で い る 「実 践 は真 理 を検 証 す る唯
一 の基 準 で あ る」 とい う問題 の討論 は,実 際 に は,「 思想 を解 放 す るか ど うか の
論 争 で あ る」。 「も し党 な り,同 志 な り,民 族 な りがす べ て 書物 か ら出発 して・
思 想 が硬 直 し,迷 信 が はび こるよ うにな れ ば,も はや 前進 す るこ とはで きな く
(14)
な り,生 命 力 が枯 渇 し,党 も国家 も滅 びて しま うにちが いな い」。 「実 践 は真 理
を検 証 す る唯一 の基 準 で あ る とい う問題 の討 論 を通 じて,わ が党 の思 想 路線 は
確 立 した.あ る い は マ ル マ ス ニ レー ニ ン犠,毛 沢 東思 想 も回復 した ので あ
盟 。彼 はまた実践 の基準 を,党 が進 め る思想路線 において総括 した。「実事求
是 とは,す べ て実践 か ら出発 し,理 論 と実 際 を結 びっ け る ことで あ り,"実 践 は
真理 を検証 す る騨 で あ る"を 堅 持 す る こ とで あ る・ これ は・ わが党 の思 想 路
線で認 」.彼 は次 のよ うに指摘 した.「 真理の基準の問題 に財 る討論 は・ こ
こ数年,わ れわれが政治,経 済 組織 な どの面 で一連 の改革 を進あ,各 戦線で
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瀦 な成績を収める上で・きわめて大 き雛 進的役割を賦 窺 実践は真理を
検 証 す る唯____.
C1$)で あ る とい う問題 の識 は・ 「党 の第11期3中 全 会 の ための思 想 を準 備
した」。
真理 の聯 問題 の討 論 は・ 鋼 で広 範 に::=,=さ れ
,わ が国 の繍 学 界 に きわ
め て強 烈 な反 盤 引 き起 こ した
・ 多 くのs_理 論家 と繍 活動 家 が 歎 な情 熱
を この討 論 に投入 した・ 中 国社 会科 学 麗 済研 究 所
,r繍 研 究 』編 集 部,r経
済 学 動 態』編 集 部 は姻 で・1978年7-8月 ,実 践 は.....'2と 繍 政 策 を検証
する羅 であるという樋 に関する5回 の座1淡会を開催 偲 鰍 会では以下
の い くっかの問題が重点 的に討論 された
。第一,客 観的経済法則 の尊重 にっ い
て溶 観 的繍 法則 に従が い事柄を運 ぶ問題 について
.第 二,社 会 主義繍 こ
お ける価値法則 の問題 につ いて・第三,わ が国 の経滞 理制度 を改革す る問題
にっ いて。孫冶方 は発 言のなかで次 のよ うに指摘 した
。「経済理論 および経済政
策を検証す る騨 は・ ただ人民大衆 の社会 酢撲 践のみであ る
.お よそ実践 の検
証 樋 じて社会経醗 展 に郁1な 経済理論 経済政策 は正 しいものになる
.さ
もなければ誤 った もの になる・実践 とし・う羅 は唯一 の羅 で認 」
。
宋涛 らの発 言は次 のよ うに儲 した.「経 済購 家 は淋 彪 と ・四人組・を深
く批 判 し・その舗 と影響 を取 り除 き,毛 沢東思想 の体系 を完全かっ正 しく理
解 し・掌握 しなければな らない・実>k是 ,す べて実際か らの出発 理論 と実
践 の結合 とい う唯物論の根本的観点 鰹 持 し,2・ 辮 来 のわが国社会一礒 畷
の正負両面 の繊 鎮 剣 に繍 しな1ナればな らな い
.こ うしては じめて,新 日寺
代の纏 務の早験 現齪 進でぎ署」.「われわれは通 大な代価を払って手1こ
入れた社会主義経済建設の正負両面の豊かな経験を真剣に総括 し
,社 会主義経
済法則の謙 を級 と飛躍 させなけれ1まな ら縄
.「 われわれ は瀬 しし、歴史
的条件か ら醗 して・新 しい状況 と新 しい問題 を真剣 に研究 し
,繍 轍 こお
いて各種の具体的鰍 ●政策 ・方瀧 実事求是的に同時に大胆に提起 し藷
I」
定 しなければな らない」。
全体 と して 言えば・「四人組」の繍 聯 の批判 と真理 の基準問題 の討論が行
われたので,経 済理論家 の新 しい環境が形成 され
,社 会主義経済理論の研究 を
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1977年11月,北 京 で開催 された世界経済討論会 において,干 光遠 は 「哲学 ・
社会科学 の長期計画 の制定 にただちに着手すべ きであ る」 と提起 した。全国の
経済科学 の発展計画を制定す る条件 づ くりと討論 を進 あ るために,中 国社会科
学 院 は1978年1月 北京地 区経済科学計画の座談会を主催 した。座談会 は20の
経済科学小委員会 の討論 にもとつ いて,「四人組」の経済科学 の破壊 を暴露 ・批
判 し,社 会 主義現代化建設 の当面お よび長期 の要求 にもとつ く経済科学 の3力
年計画,8力 年計 画の構想 を提起 し,各 経済科学分野 の重要 な研究課題 研究機
構 と人材養成 な どにっいて建議 した。 干光遠 の建議 を もとに同会議 は,こ の3
年以内に研究すべ き社会 主義現代化建設 に関係す る重要 な100の 研究課題を提
出(24)Lt`。北京地 区の座談会 の後,1978年4月,中 国社会科学院経済研究所の下
部組織であ る各地 区の1;作 組 の主催で,華 東地区,華 北地区,西 北地区,東 北
地 区,西 南地区,中 南地区 は,前 後 して経済科学研究計 画の座 談会 を招集開催
じ契。100の 研究 課題 を分担 して引 き受 け,各 地区への科学研究機構 の設置,人
材 の養 成 な どにつ いて建 議 した。
1979年3月,全 国経 済 科学 計 画会 議 が北 京 で 開催 され,会 議 は各経 済 学 分野
の発 展 計 画 にっ いて討 論 と改訂 を進 あ た。孫 冶 方,呉 敬 臆 醇藻 鼎,王 耕 今,
劉 明夫 らはそ れ ぞれ,経 済学 お よ び一L業,農 業,財 政 ・貿 易,物 資 な どの部 門
経済 学 にお け るい くつ か の重要 な現 実 的 問題 にっ いて,会 議 で報 告 を行 った。
会 議 は,党 の第ll期3中 全 会 の精 神 と社 会 宅義 現 代 化 建 設 の総 目標 に も とつ
い て,全 国経 済 科学 の3力 年 計画(1978-80)と8力 年 計 画(1978-85)に つ いて真
剣 に討論 し,改 訂 し,具 体 化 した。全 国経 済 科学 の発 展計 画 の内容 は,30部 門
の経 済 学分 野 と幾百 もの研究 課 題 を包括 して いた。 計 画 に書 き込 まれ た経 済学
分 野 は,以 下 の ご と くで あ る。 マ ル クス ・レー ニ ン ・ス ター リン ・毛沢 東 の経
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済思想,経 済学,農 業経済学,林 業経済学,牧 畜経済学,漁 業経済学,工 業経
済学,運 輸経済学,物 資経済学,環 境保護経済学,基 本建設経済学,技 術経済
学,生 産力経済学,労 働経済学,価 格理論,商 業経済学,対 外貿易経済学,観
光経済学,財 政学,金 融会計学,人 口学,国 民経済計画学,社 会経済統計学,
経済数学,都 市経済学,サ ー ビス経済学,少 数民族経済学,中 国経済史,中 国
経済思想史,外 国繍 思想史謬 。
全國経済科学計画会議 の準備か ら招集開催 までに1年 余 りかか ったが,こ の
会議 の開催 はわが国経済学界の重大事件 であ った。全国経済科学発展計 画の制
定 は,わ が国 にお いて,部 門を整備 し,合 理 的協調的 に発展 す る経済科学 の研
究体系を配置 し,人 材を より多 く養成 し,専 門 を整備 し,思 想面で も専門面 で
も優れた経済理論 の隊列 を建設す るために,良 好な基礎 を定 めた。
b経 済学研究団体 の設立および経済理論 刊行物の復刊
経済科学研究計画の制定 にともない,新 しい研究機構 お よび経済学研究団体
を設 、佐す ること も議事 日程 に上 った。干光遠 は北 京地 区の 「研究」計 画座談会
における講話 のなかで,科 学研究 は,集 団研究で も個人研究で もよろ しいが,
個 人研究が成 果をあげることは,ま さに歴史が証 明 しているsと 指摘 した。 し
か し,「重要 な経済問題 は,比 較 的広範 囲にわたるので,往 々 に1人 で は完成で
きるもので はない。 それ ゆえわれわれ はf研 究機構 を運営 し,す で にあ る研究
機構 の役割 を発揮 させ,新 たな研究機構を設 立す る ことを主張 した い。各種各
様 の研究会 の設立 を考えてよい」。 「研究者 の力量を組織 すれば,多 く早 く立派
(27)
に無駄 な く成果 を得 ることがで きる」。以後,経 済学各分野の学会 あ るいは研究
会が全国 に雨後 の筍 のよ うに設立 された。 それ は,経 済科学研究 を広範 に展開
す る上 で,経 済理 論家 と経 済活動家 が結 合 して共 同で経 済 問題 を研究 す る上
で,一 定 の積極 的役割を果た した。
この2年 間に,経 済理論 の刊行物が次 々 と復刊 あ るいは創刊 された。『経済学
動態」は1977年 に2号 の刊行を試 みた後,1978年 に正式 に復刊 された。全国的
に権威 ある経済理論刊行物 『経済研究』は12年 の刊行停ILの 後,1978年1月 に
(28)
復刊 された。1978年5月 には広東省社会科学連合会 が責任 を負 う 『学術研究』
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が復 刊された。1978年2月 には中国社会科学院情報室編集 の 『国外社会科学』
が出版 され,同 年5月 には巾国社会科学院世 界経済研究所が責任 を負 う 『世 界
経済』,中 国企業管理協会 が責任を負 う 『企 業管理』,吉 林省哲学 ・社会科学研
究所 と吉林省社会科学連合会が責任 を負 う大型総合社会科学理論刊行物 『社会
科学戦線』が同時 に創 刊された。また同年8月,『 世界経済翻訳叢書』が創刊 さ
れた。1979年1月 には中国人民大学が責任 を負 う 『教学 と研究』,上海社会科学
連合会が責任 を負 う 『学術 月刊』が復 朔され,中 国社会科学 院経済研究所 な ど
9つ の組織 の共同責任の 『経済管理』が創 田され た。このす ぐ後 に 『外国経済管
理』,『港懊経済』,『農業 経済問題』,『経済理論 と経済管理』,『経済 問題探索』,
『価格理論 と実践』,さ らに北京大学 「経済科学』,夏 旦大学 『世界経済文江』な
どが前後 して創 刊あ るいは復 刊された。経済理論 刊行物 の多 くは,建 国以来 な
か った ものであ る。経済科学 の花園 には,た くさんの花が咲 き競 う風景が現れ
た。
c『 政治経済学辞典』の編集
中国社会科学院経済研究所 が組織 した 『政治経済学辞典』の編集 は,経 済理
論研究 の回復 に積極 的役割を果た した。
1977年10月,許 瀞新が主宰 したLl」東泰安第1回 編集活動 会議 の開催 は,辞
典の編集活動の正式 な開始 を示す。 同会議 の考えによれば,辞 典の編集 は,経
済学の基本建設 であ り,マ ルクス主義経済学の宣伝 ・学習,「 四人組 」批判,ま
た社会主義 の革命および建設 の事業 において多面的意義 を もち,わ が国経済学
く　
界の避 ける ことので きない任務 であ る。 中国社会科学院経済研究所 は,辞 典 の
のの
編 集 活 動 を1978年 の重 要 な科 学 研究 項 目 と して列 挙 した。
『政 治経 済 学 辞 典』は,許 灘 新 が編 集 主任 で あ り,編 集 に参加 した組 織 は全 部
で80以 上,編 集 審査 委 員 と編 集 員 は全 部 で356人 で あ った。そ のな か に はす で
に大 家 と呼 ば れ る著 名 な経 済 学 者 もお り,中 堅 新 進 の経 済学 者 もお り,陣 営 の
大 き さ と力量 の高 さ は例 をみ な か った。 辞 典 は上 ・中 ・下 の3巻 に分 け られ,
1980年3月,12月,1981年7月 に人民 出版社 か ら出版 され た。合 計168万 字 。
今 で もな お わが国 最 大 の政 治 経済 学 辞 典 の一 つで あ る。
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② 経済理論 問題の討論
実践 は真理 を検証す る唯一 の基準で あるとい う問題 の討論 は,「"四 人組"粉
砕後 にお ける最 も根本 的な誤謬 混 乱 の皇豊」 であ ったので,各 戦線各分野 の
なか の誤謬 ・混乱を是 正 し,根 本か ら改革 を行 うことを積極的 に推進 した。思
想理論 戦線 において,経 済学界 は最 も活発であ り,「経済学 の繁栄」は全 国の注
目を浴 びた。経済理論討論会 の多 くは,参 加者数 も多 く,規 模や気勢 も大 きく,
いまだかつてなか った。 この2年 間に,わ が国の経済理論 界 は,労 働 に応 じた
分配,政 治 と経済の関係,商 品生産 と価値法則,技 術経済 と管理の現代化,新
生 の ブルジ ョワジーに関す る問題 などにつ いて討論 した。
a労 働 に応 じた分配 の問題 に関す る討論
経済理論 の誤謬 ・混乱 の是正 は,ま ず最初 に,労 働 に応 じた分配の問題か ら
始 ま った。それ は,多 方面 に原因 を もっている。「四人組1が 経済理 論でつ くり
だ した混乱 は,労 働 に応 じた分配 の問題 で最 も深刻で あった。労働 に応 じた分
配 の問題 は,わ が国 の経済生活 のなかで長期間上手 に解決 されて いない問題 で
あ り・早急 に解決 しなければな らない問題であ る。労働 に応 じた分配 の問題 の
深 い討論 労働に応 じた分配 の原 則の貫徹 は,必 然 的に,社 会t義 の物質的利
益の問題の討論 および社会 セ義 の物質的利益 の原 則の貫徹 を引 き起 こ し,ま た
必然 的に,経 済制度の改革 を始動 させ た。上述 の原因 によ り,労 働 に応 じた分
配 の問題 の討論 は,当 然 まず最初 に経済理論界の面 前に提起 され た。1977-78
年 に,国 家計画委 員会経 済研究所,中 国社会科学院経済研究所,中 国共産党北
京 市委員会党学校,北 京 大学,北 京師範大学,北 京経済学院,国 家労働総局 な
どの組織 は洪 同で9回 の全剛Jな 理論言輪 会 を開催 じ健.こ の討論会1ま,「四
人組」粉砕後 のわが国経済学 界の空前の規模 の盛会 であ った。 とりわ け第4回
討論会 は,真 理の基準 の問題 の討論が行 われ たので,理 論的討論 は実際問題 に
向か い,労 働 に応 じた分配 の問題 にっ いての認識 はa伝 統的観点の束縛 を突破
し始めたので,前3回 の討論 と比 べてい っそ う深 ま り,理 論的 に比較的明確 な
進展 をかち取 った。
労働 に応 じた分配の問題 の討論会 は,「四人組」が労働 に応 じた分配の一連 の
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理論的観点 を中傷 した ことを批判 し,労 働 に応 じた分配 は社会主義の原則で あ
ること,社 会主義制度 の下での個 入消費財の分配 を支配 す る,人 間 の意志 では
変え ることので きない客観 的法則であ ること,を 改 めて確認 した。 また労働 に
応 じた分配 と物 資的刺激 による奨励 との関係 を研究 した。労働 に応 じた分配 に
おける 「ブル ジョア的権利」 の性格 を明確 に した。 出来高賃金 と手当 は,労 働
に応 じた分配 を実現す る具体的形態 である ことを改めて肯定 した。個別の労働
者が提供す る労働 量には差異があ るので,労 働 報酬 に も必然的 に差異が存在 す
る ことを承認 した。理論討論 会はまた,社 会 主義の物質的利益 の原則,つ ま り
国家 ・集団(企 業)・労働者 のすべてが社会 セ義制度のTドでの物質的利益 の一t'_体
である ことを確認 した。 さ らに これを根拠 に,労 働者 の労働報酬 は,そ の労働
貢 献 と結 びつ けるだけで な く,「企業の経営成果 と直接 に結 びっ ける」べ きであ
る,と い う考えを提 出 じ契。 これ は,後 に形成 されたr鰍 分配」理論の最初
の見解 である。
b政 治 と経済の関係 に関する討論
政治 と経済 の関係 の問題 もまた,「四人組 」粉砕後の経済理論界で最 も早 くか
ら討論 を展開 した問題 の一つである。討論 は結局,政 治 が経済 を決定 す るのか,
それ とも経済 が政治を決定す るのか,と い う政治 と経済 の関係 をめ ぐる核心的
問題 に発展 した。「四人組」 が政治 と経済 の関係 の問題でつ くりだ した混乱 は,
ま さに彼 らが政治 と経済 の関係 を転倒 させ ていた ことを集中的 に表現 して お
り,「政治が経済 ・業務 ・技術 の性格および発展 方向を決定 す る」とい う観点 を
宣伝 じ契。 これは,.ヒ 部構造 がすべてを決定す るとい う彼 らの観念論的歴史観
(35)
が現実生活 にさ らに接近 した形 で再現 された ものであ る。
政治 と経済の関係 において経済 は,「通常,現 実 の社会的 な生産お よび再生産
である」。「それゆえ,政 治 と経済 の関係 はまた,政 治 と現実の社会的生産,現
実 の経済生活 との関係で ある」。「史的唯物論 は,生 産力が生産関係 を決定 し,
経済 的土台が上部構造 を決定 し,必 然 的に経済が政治 を決定す ることを確認 し
てし1智」。 「政治 と経済 の関係 において,経 済 が政治 を決定 し,経 済 が第1次 で
あ り,政 治 は第2次 で あ る」。 「結 局,経 済 の発 展 は,す べ て の社 会変 遷 と政 治
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変革 の最終的原因であ る」。政 治の経済 に対 する反作用 の問題 で,と りわけ政治
が一定 の条件 の下 で経済 に対 して決定的作用をす るか否かの問題 で,異 なる意
見が存在す る。討論 において比較的一 致 した意見 は,「二っ の決定的作用 を区別
すべ きで ある」であ った。一つ は,「政治に対す る経済 の…般 的な決定 的作用 は
無条件的であ り,い かな るときに も適用 され,結 局,決 定的作用をす る」。いま
一っ は
,「経済 に対す る政治の一定 の条件 の下 での決定的作用 であるJ。 この条
件 は,篭 沢東が 『矛盾論』で指摘 した 「生産関係を変えず に,生 産力を発展 さ
せ る ことはで きない」,「政 治文化等 々の と部構造 が経 済的t台 の発展 を妨 げ
る」ということである。「明 らかに,こ の決定 的作用 は条件的であ り,そ の本質
は,経 済 の決定的作用 によって決 まるので あ り,前 者の決定的作用 を基礎 とす
る決定的作用であ る」。 それゆえ,「 結局,決 定 的作用 とは生産 力であ り,経 済
くヨ　ラ
で あ る」。 しか し,多 くの論 者 が これ に反 対 の意 見を もって いた。彼 らは,こ の
問 題 で,唯 物 論 を徹底 的 に貰 くべ きで あ る と考え る。 政 治 はfい か な る状 況 の
下で も決 定 的作 用 を起 こさな い。 政治 が… 定 の条 件 のrで 決 定 的 作用 を起 こす
とい う観 点 は,弁 証 法 的 唯物 論 に背 くもので あ る,と 考え る。 そ れ ゆえ,経 済
は第1次 的,本 源 的 で あ りr政 治 は第2次 的,派 生 的 な ので,「 決 定 的作 用 を 二
度 も用 い て,第1次 的 な もの に対 す る第2義 的 な もの の作 用 を論 ず る ことはで
くニ　
きな い」。 さ らにあ る論 者 は こ う指摘 した。「二っ の決定 論 」の観点 は,「 観念 論
の氾 濫 で あ り,L部 構造 決 定 論 の勝 手放 題 の暴虐 で あ りa生 産 関係 決 定 論 の盛
行 であ り」,「わが国の政治繍 の動舌Lを生 みだ した根源の …つで認 」.これ ら
の観点 は当然 歴史の経験 ・教訓 を極力総括 し,提 出 した学術的見解 であるが,
それrl身 の科学性 は,い っそ うの研究 と論証 を必要 と してい る。
「政治 は経済 の集中的表現 であ る」とい う観点を理解す るさいに,林 子力 と有
林 は次 のよ うに指摘 した。「経済,す なわち現実の生産 は,総 じてあ る種 の物質
的利益のため に行われ る」。「いわゆ る政治 は,経 済 の集中的表現 である。 っ ま
り政治 は階級 の経済 的利害 の集中的表現 であ る」。階級社会 では,「 対 立す る階
級間 の経済的利害が衝突す るので,政 治 もまた各階級間の経済的利害に もとづ
(41)
く階級闘争で ある」。このよ うに物質的利益 の角度 か ら経 済を見 るな らば,政 治
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と経済 の関係 を見 る観点 は,新 しい有意義 な観点 である。彼 らは一歩進 んで こ
う指摘 した。 プロ レタ リアー トの基本的利益 としての経済 的利益を集中的に表
現す るプロ レタ リアー トの政治 は,権 力を奪取す る前 と後の 二っ の状況 を区別
しなければな らない。権力奪取後 も存在す る階級闘争 の側面の政治,す なわ ち
「経済 の外 の政治」と,国 家建設 としての政治,す なわち 「経済 の中の政治」 と
で は,重 点 はます ます経済 の面 の政治 に移 って い く。
「経済 と比 べて政治 が 首位を 占めざるを得 ない」とか 「政治 が統帥す る」とい
う観点 をど う理解 す るかに関 して,同 じくこの討論 で も異 な る意 見が存在 し
た。 ある者 の考え によれば,経 済 と比べて政治 が 首位 を占あざるを得ない とい
うことは,政 治が統 帥 し,決 定的要素 であるとい うことであ り,経 済的利害 の
(42)
ために政治原則 を犠牲 にす ることはあ り得 ない。 あ る者の考 えによれば,政 治
が首位 を占めるとい うことは,政 治 と経済 が矛盾す るとき,政 治が主要側面 で
矛盾す る地位 にあること縮 響.ま たあ る者の考え によれば,そ れ は各活動 の
順 序 ・段取 りか ら政 治 を行 うこ とが一 番 大 事 で あ ると い う ことで あ り,政 治 を
し　 　
一 位 に お いて重 点 を っ か ま な けれ ばな らな い。林 子 力,有 林 の この問題 に関 す
る解 明 は,別 の新 しい意義 を もった。 彼 らの指摘 によ れ ば,政 治 が 首位 を 占 め
る とい うこ とは,プ ロ レタ リア ー トが 「自己 の経 済 的利 害 を実 現 し,第 一 に プ
ロ レタ リア ー トの政 治 支配 を保 証 しな けれ ば な らない」。 「プ ロ レタ リァ ー トの
政治 支配 は,社 会 主義 経 済 の発 展 を経 済 の外 か ら保証 す る。社 会 主義経 済 を 発
展 させ る党 お よ び国家 の路 線 方 針,政 策 は,社 会経 済生 活 を 直接 に指 導 し,
経済 の社 会 主義 的 性 格 お よ び発展 方 向 を保 証 す る。 これ が政 治 が 首位 を 占め る
(46)
とい うこ とであ り,政 治 が統 帥 す る とい うこ との基 本 的含 意 で あ る」。彼 らは一
歩 進 ん で次 の よ うに指 摘 した。「政 治 が首 位 を 占め よ うと,統 帥 しよ うと,決 定
的要 素 で あ ろ う と,政 治 が経 済 を決定 す る とは 菖え ない。 政治 は 単 に経 済 の性
格 を保証 し,経 済 の発 展 方 向 を保 証 す るだ けで あ り,経 済 の性 格 と発展 方 向 を
決 定 で きな い。明確 に して お か ねば な らな い こ とは,"保 証"と"決 定"は 異 な
る もの で あ り,"保 証"と は経 済 が そ れ 臼身 の固 有 の法 則 に沿 って 前 に発展 す る
こ とを保 証 す るの で あ り,経 済 自身 の発展 法 則 に背 反 して経 済 の"性 格 と発 展
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法 則"を"決 定"す る ことで はな い」。 そ れ は,「 政 治 が 首位 」 の 含意 を ま った
く明確 に示 しただ けで な く,「 政 治 が首 位 を 占 め る」 が 「政 治 が経 済 を決定 す
る」 こ とで はな く,単 に政 治 は経 済 の性 格 と発 展 法則 を保 証 す るだ けで あ る,
とい う こ とを指 摘 した。 この政 治 が経 済 を統 帥 し,経 済 を保 証 す る はま た,「 政
く　ア　
治 が経済 に奉仕す る」 ことで もある。 こうして,理 論面で 「四人組」 を清算 し
ただけでな く,「左」よ りの誤 った観点 をただ し,誤 謬 ・混乱 の全面的是正 を進
めた。政治が 首位 を占め る,政 治 が統帥す るに関す るこの斬新な含意 は理論 的
意義 だけでな く}実 践 的意義 を も有 した。 言うまで もな くそれは,今 回の討論
で得 られた重 要な成 果である。
C技 術経済 および管理の現代化の問題 に関す る討論
「技術経済および生産管理の現代化の理論 と方法の研究 」は,国 家科学 委員会
が主宰 して制定 した 『1978…1985年 全国科学技術発展計画要綱』における重点
科学研究項 目であ り,ま た北京地 区経済科学 の3力 年計画78力 年計画の研究
課 題 にお いて早期 に研究 を迫 られて いる100の 課題 の うちの重 要項 目で もあ
る。 それ は,自 然科学 に も社会科学 に も関係 し,と りわ け経済科学 の総合的項
目で ある。 これ らの項 目の研究計 画を制定 し,研 究の重要性 を認識 し,研 究 の
展開を推進す るために,国 家計画委員会経済研究所,中 国社会科学院経済研究
所,中 国科学技術協会,北 京経済学院 な どの組織 は,1978年2--3月 に共 同で数
回の報告会 と討論会を開催 した。国家科学委 員会副 主任兼 中国社会科学院副委
賑 の干光遠 は,蟻 に出席 して重要 禰 話を行 鍵.同 年11月,こ の項 目の
く　の
計画会議 が正式 に招集開催 され,1979年3月 および7月,中 国技術経済研究会
は,北 京 で2回,経 済効率,そ の指標体系 ・計算方法の問題 に関す る学術討論
(50)
会 を招集開催 した。 技術経済および管理 の現代化の問題 の全面 的研究が ここか
ら展開 した。
技術経済 および管理 の現代化 の問題 の研究 は,重 要 な意義 を有 してい る。技
術経済 は,「技術の経済効率 について科学的根拠 のあ る計算 と比較 を行 いa技 術
政策および技術措置 を制定す るための科学 的根拠を提供す る」。「いわゆる経済
管理 の現代化 は,経 済管理活動 を現代的科学技術の発展水準 に照応 させ,現 代
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的大規模生産 の客観 的法則 と一致 させ,国 民経済 の急速 な発展を促進す ること
で(51}」。技術経済 および管理 の現代化 の問題 の研究 は,四 つの現代化 を実現す
るために必要で ある。r四っの現代化の実現,そ の鍵 は科学技術 の現代化 を実現
し,現 代の科学技術 を用 いて国民経済の各部門を武装す ることであ る」。「しか
し,先 進的科学技術 を普及 ・応用 させ,役 割 を発揮 させ なければな らないが,
技術面 で先進的であ るだけでな く,経 済面で合理的でな ければな らない。っ ま
り,経 済効率 か らみて,こ の技術 の採用後,労 働 力と原材料 を節約 し・原価 を
引 き下 げ,収 益 を高 めることがで きて,は じめて科学技術 は生命力を もつので
ある」。しか し,各 種 の技術的措 置の経済効率 は,「 しば しば錯綜 し複雑 である」
ので,技 術経済 につ いて研究 と比較 を行 い,「全面 的,総 合的にその経済効率 を
計 る」必要 が認.干 光遠 は次の よう1ご指摘 した.技 術 の先進性 は,「労鮒 産
性 を大 々的 に向上 させ,経 済効率 を大 々的 に向上 させ ることがで きる」点 にあ
る。「それゆえ,ど の技術,ど の措 置を採用す るか を決定す る前に,そ の技術,
その措 置が先進 的で あ るか どうか,ど の程度先進的であ るか,を 知悉 して いな
ければな らない。そ こで各技術 各措置の経済効率を研究 しな ければな らない。
すなわち,採 用 した技術 および措 置の経済効率 について,科 学的根拠 のある計
(53)
算 と比較 を行わなけれ ばな らない」。
「国民経済 の各部 門,各 地域 にはいずれ も技術経済 の問題 が普遍 的 に存在す
(54)
」。「お よそ経済活動 が存在す る場所 には,技 術経済 の問題が ある」。技術経済
の研究 内容 には,お おむね以 下の6つ の面 があ る。①生産力配 置の研究 ②農
業の技術経済 の研究,③ 燃料 ・エネルギーの技術経済 の研究,④ 運輸の技術経
済の研究,⑤ 原材料 ・製造技術装備 の技術経済 の研究,⑥ 経済管理 の現代化 の
問題。「生産関係お よび上部構造 の側面 か ら言えば,社 会 主義的な管理であ り,
生産 自身 の要求か ら言えば,現 代 的,科 学的}合 理的 な管理であ る」。管理 の現
代化 はまた,生 産技術 および科学技術 の現代化 と密接 に関連 してお り,「この二
(55)
つ の側面 は本来分っ ことがで きない」。
以上 これ らの問題 にっ いて討論を展開 した他 に,こ の2年 間,わ が国の経済
学界 はまた,外 資 の利 用,外 国先進技術 の導入,主 要資本主義国の経済発展の
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速度 にっ いて,そ して現代 ブルジ ョア経済学 につ いての研究および批 判を強 め
ること等の問題 に関 して,討 論 を展開 した。 これ らの問題 の討論 は,中 国社会




(1)全 党全国 の活動 の重点の移行の実現
1978年12月 に招集開催 され た党 の第11期3中 全会 は
,建 国以来 のわが党 の
歴 史において深 い意義 のある偉大 な転機 であ った。3中 全会 は,全 国的範囲で
行 った 「四人組」の摘発 ・批判 の大衆運動 の終 了を宣 訴 し,「階級闘争を カナ メ
とす る」 とい う誤 ったスローガ ンの使用停止を果断 に決定 し
,全 党 の活動 の重
点 を社会}義 現代化建設 の軌道 に移す と決定 した。 ここか ら,わ が国 の社会 主
義現代化建設 および経済制度 改革 の歴史的 な新時期が始 まった。
党の第11期3中 全 会が,全 党 の活動 の重点 を社会 主義現代化建 設へ移す と
決定 した ことは,人 民大衆 の強 い願望 と切実 な要求 を反映 してお り,社 会 主義
の祖 国の根本 的利益 を代表 してお り,中 華民族 の運 命 を決定 した。1g世 紀末
に・すでにエ ンゲルスは次 のよ うに指摘 してい る
。「いかなる園 であろ うと,蒸
気機 関 を用 い る機械 工業 を もたな いな らば,工 業製品 に対す る欲 望(そ の大部
分)を 自身 で充足で きないな らば,そ の国 は現在,文 明諸民族のなかで しか るべ
き地位 を描 ることは祠 能 であ謂 」。今 日,わ れわれは同 じよ う1こ言 うこと
が で き る。 いか な る国 で あ ろ うと,工 業 ・農 業 ・科 学 技術 ・国 防 の現 代 化 が な
いな らば・ 文 明 諸民 族 の なか で しか るべ き地 位 を 占め る こ とは不 可能 で あ る
,
と。 わ が中 華民 族 は,悠 久 の歴 史 を有 しy燦 然 た る文化 を創造 し
,人 類 に対 し
て傑 出 した貢献 を した偉 人 な民 族 で あ る。 中 国 は11億 の 人 口を擁 す る社 会1'
義 の大国 で あ るが・ 四つ の現 代 化 を実 現 して は じめ て,世 界 の 文 明諸 民族 の集
団 の な か に 再 び 立っ ことが で きる。党 の 第11期3中 全会 は,歴 史 の経 験 ・教 訓
を総 括 し,全 党 の活動 の重点 を移 す決定 を し,時 代 の潮流 と民心 の赴 くと ころ
に従 った の で あ る。
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全党 の活動 の重点 の移行問題 に関 して は,「移行」の含意 と時間 について,学
界 の意見 はmし なか(57)的 な意見1こよれば,わ が国で は詫 産 鍛 の
私有制 の社会主義的改造の基本的完了後,全 党全国の活動 の重心 は,社 会的生
産力の解放か ら社会的生産力 の発展へ と移行 した,と す る。 この意 見 と国内の
主要矛盾の根本的変化 とは一致 し,全 党の活動 の重点 の移行 は,国 内の主要矛
盾の科学的規定 を基礎 に して いる。 ある論者の 考えによれば,中 華 人民共和国
の成1開 始か ら,全 党全国 の活動 の重点 もそれに応 じて政権奪取か ら社会 セ義
建設 に移行 した,と す る.こ の観点 は日旧らか にi党 の活動 の輔 と国内の主
要矛盾 とを区別 して いる。以上でわれわれがすで に明 らか に した レーニ ンの政
治 と経済 の関係 に関す る基本的観 点 にもとつ いて,政 権奪取後 の全党の活動 の
重点 は 「国内建設の政治一jに移すべ きであると[-1わなければな らない。 当然
「三大改革」の基本的完 了後,全 党 の活動の重点 は社会的生産 力の発展,社 会 主
義 の物質 的基礎の建設 に移行すべ きであ る。
党 の第11期3中 全会 は,全 党の活動 の重点 の移行を実現す るたあに,「 階級
闘争を カナ メとす る」 とい う社会}義 社会 にふ さわ しくない誤 った スローガ ン
の使用停 止を果断に決定 したが,こ れは完全に正 しい。「階級闘争 をカナメとす
る」 は,実 践 にお いて必然 的 に階級 闘争 の拡 大を もた らし,か っ プ ロ レタ リ
アー トの権 力奪取 が最終 的に形成 され,す で に社会JL制 度が建設 された条件
の下で,あ る階級が別 の階級 を覆す という政治大革命 を核心的内容 とす る特定
の含意を もつ 「プロ レタリアー一卜独裁 の下 での継続革命」の理論 に行 きっか ざ
るを得 ない。
社会 主義社会 の階級闘争の問題 にお いて,わ が党の基本的観点 は,牛 産 手段
の私有制 の社会主義的改造 の基本 的完了後,階 級 と しての搾取階級 の消滅後,
大規模な嵐 のよ うな階級闘争 はすで に終了 し,階 級闘争 はすでに社会主義社会
の国内の セ要矛盾で はない。 しか し,国 内的 要因 と国際的影響 によって,階 級
闘争 は一定 の範囲 において長期 に存在す るであろ うし,あ る条件の下 では激化
す ることもあ り得 る。 この階級闘争 は,1"と して,広 範 な人民 大衆 と社会 主義
を敵視 す る敵対分子 との闘争 に表現 され る。 それ は,歴 史Lの 階級闘争の社会
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犠 の条件 の 下にお ける特殊 な形態 の灘 である.社 会 機 社会 の階級闘争 の
問題 において,階 級闘争 を拡大す る観点 に反対 し,ま た階級闘争 は もう終息 し
たとする観点 に も反対 す る必要 がある。党 の第11期3中 全会以後,わ が党 は一
方で・ 「鰍 闘争 をカナメとす る」 ス・一ガ ンの使用鰍 を果断 に決定L
,「継
続 革命」理論の誤 りをただ し,こ うして長期の 「階級闘争 の拡大化 の誤諾)」か
ら党 を離脱 させ た。他方 で党 中央 はまた,四 っの基本原則を必ず堅持 し,ブ ル
ジ ョア的 自由化に反対 し,経 済分野 における犯罪活動 に打撃 を与え る闘争の展
開を提起 した・ こうして・社会 犠 社会における階級闘争の問題 を完全に解決
した・ つ いに全党 の活動の種点 の移行 を順調 に実現 したのである
。
② 経済理論研究の新 しい探索
党 の第11期3中 全会 は,全 党 の活動 の重点 の移行 を実現 し
,建 国以来 の党 の
歴 史の偉人 な転換点 になった。同様 にまたそれは
,わ が国 の社会 主義経済理論
研究 の根本的転換 の標識 にな った。 これ以後,社 会 主義経済理論 は根本 的に,
階級 闘争 および路線闘争 の影響か ら離脱 し始 め,社 会主義建設の正負両面 の経
験 を真剣 に総括 し,「左」よ りの指導思想 の影響 を清算 し
,実 際にそ ぐわない伝
統的 な理論的観点 および理論原則 に決別 し,新 たな歴 史的条件 の下での社会主
義現代化建設 と経済改革の実践が提起す る新 たな問題 の探索 にカを尽 くし始 め
た。 こう して,社 会主義経済理論研究の斬新 な発展段階が創出 され た
。
a『 中国社会主義経済問題研究』な どの著作 の出版
1979年 は,中 国の社会 主義経済学史上の記念 に値す る一一年 であ
った。この年
人民出版社 は,三 つ の注 目すべ き経済学 の著作 を出版 した
。4月 には醇暮橋 の
『社会 主義経 済理 論問題』,5月 には孫 冶方 の 『社会 セ義経 済 の若 干の理 論 問
題↓12月 にはxr｠3橋 の新著r畔1国 社会 犠 経済問題研究」が 出版 されtこ
.こ の
三つ の著作 のほぼ同時 の出版 は,実 践 の要求であ り,ま た経済理論発展 の要求
であ った。
『社会 主義経済理論問題』 は,醇 暮橋が 「文化大 革命」 の前 に執筆 した17編
の論文 の論集であ る。 それ は二つの意味で代表 的である
。一つ は醇暮橋 の代表
的論文であ ること,も う一っ はこれ らの論来が 「当時 のわが国の経済学 の一般
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的思想 をか な りの程度反映 し」,したが って 「わが国経済学 界の思想 の発展過程
につ いて」,「淀 の倣 幽 を有 して㌔・た ことで 認.こ の謙 集の出版 は・
広範 な意義を有 した。 まさに全党 の活動の重点がすで に社会主義現代化建設 に
移行 し,社 会主義経済理論 の研究活動 の強化 が差 し迫 って いるとき,「醇暮橋 同
志 の この論 文集 の出版 は,過 去17年 の経済理論研究活動 の経験 ・教訓 を総 括
し,一 歩進んで理論 と実践 を結合 して,四 つの現代化 を実現す る過程 で提起 さ
れた新 たな状況 と新 たな問題 を研究 ・解決 す る上で,疑 い もな く助 け とな っ
魁 。
『社会†義経済 の若 干の理論問題』は,孫 冶 方の経済論文集であ り,全 部で20
編 の論文か らな ってい る。 その うち17編 の論文 と内部研究報告 は,「 文化大革
命」以前 に執筆 され,残 り3編 は 「四人組」粉砕後の1977--1978年 に執筆 され
た。「それは,わ が国 の国民経済管理制度 の全面的改革 を†張す る優れた著作で
房署」。孫冶方の社会主義経済理論 について は,本 書の前の巻 のなかですでに評
価 ・論述 した。彼の独創的な社会 主義経済理論 は,中 国社会 主義経済理論の発
展 の一 方におけ る代 表 と呂うべ きである。 この論文集 は,改 革の時代がすで に
到来 した ときに出版 されたので,そ の意義か らr=iえば,社 会 セ義経済理論 の発
展過程 に も影響を与 えた。
この 二っ の著作 は ともに代 表的 な経済論 文集 であ り,あ いつ いで世 に問 わ
れ,上 文を承 けて一ド文につな ぐとい う,つ まり先人の研究 を引 き継 ぎ将来の研
究 を開拓す るとい う画期的意義 を有 した。 中国社会 主義経済理論 は,ま さに過
去を顧み ることによ って}未 来を展望 したのである。
醇暮橋の新著 『中国社会主義経済問題研究』 の執筆 と出版に は,あ る過程が
あ った。彼が 「本書 の執 筆を考えて一1久しい。1955年,党 中央宣伝部が彼 と干
光遠,孫 冶方 に経済学社会c義 篇の教科書の執筆 を求 めてか ら「すでに20数 年
が経過 した」。1968年 に 「『社会主義経済問題』の試 し書き」が始 ま り,1976年
(62)
の 「四 人組 」粉 砕 まで の 「8年 間 に6回 も書 き換 え られ た」。現 在 出版 され て い
る新 著 は,第7稿 で あ る。1978年12月 末 か ら改稿 に と りか か り,「8ヵ 月 の緊
張した禰 を経て,網 画はやっと完痴 瓢 彼は「教科書を書くという宿願
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の放勲 決 めた」 ので,こ の糖 を鵬 したので(fi4).こ れには二つの理 由が
あ った。一っ は,社 会 主義建設 の歴 史が まだ短 く,社 会 主義経済 の発展 はまだ
未成熟であ り,必 要な実践 ・経験が不足 しているので
,完 全 で整 った理論体系
の形成 は困難であ る。 もう一つ は,自 ら経験 した社会主義建設の実践 に もとつ
いて,マ ルクス ニレーニ ン主義の基本原理 を運 用 し
,社 会 主義革命 と社会 主義
建設 の正負両面の歴 史 ・経験 を総括 し3社 会1"義 経 済の運動法則 につ いての認
識を深め ることによ って・現在 まだ未解決 か完全に解決 されて いない_連 の重
要 な繍 問題 を研究す ることが,強 く求 め られている.こ れが この瀦 の臓
主旨であ った。
『[梱 社会 礒 繍 問題研究』が,「 わが国経済学界が近年,翌輪 と実践 を結
びつけてわが国社会宅義経済 の問題 を研究 した重要 な著作」であ り
i「内外で広
く重視 されている」理由 は・「わが国 の社会 主鍵 設 の耕 の経験 を総括 してい
るか らで あ り」,「過去の"左"よ りの思想 の束縛 を打破 し」
,わ が国 の経済活動
中に長期間存在 した 「左」 よ りの指導思想 を比較 的系統的
,集 中的 に整理 し,
「書物全体 の矛先が経済活動中 の"左"よ りの誤 りに反対す る指向 を有 してい
る」か らであ る。 したが って・人 々に清新 な感 じをいだかせ
,「読 んだ人 に親切
だ と感 じさせ・また醗 す るか らで(65}」.こ れ もまた,こ のTが 新 しい議
を もっ原因であ り,特 色 を もつ点であ る。
b「 計画 的商品経済」 とい う新 しい観点の提出
商品生産 および価値法則 の問題 は,「四人組」粉砕後 にわが国経済学界で熱1L、
に討論 された重要な理論問題 である。この問題 の討論 は
,開 始 時には セにi「四
人組」批判を中心 に行われた。社 会主義 的商品経済 の問題 は
,長 期間ず っと経
済学 の一 大難問題であ ったので,ま た伝統的な理論的観点 が長期間終始支配的
地位 を占めて いたので・総 じて,理 論的 には重要 な突破 はなか った
。真理の基
準の問題 の討論が推進 され る下で,と りわけ1978年10月6日 「人民 日報』が
胡喬木の 「客観 的経済法則 に照 らして事 を処理 し,四 つの現代化の実現 を速 あ
よ う」とい う論文を発表 した直後 に,商 品生産 および価値法則 の問題 の討論 は,
Css)
新 た な段 階 に入 った。1979年4月 に招 集 開催 され た無 錫 に お け る討 論 会 で
,こ
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の討 論 は最 高 潮 に達 した。
価値 法 則 の作 用 の問題 に関 す る無 錫 で の討 論会 は,1978年12月8日 に行 わ
れた北京繍 蹴 活動家座談会において提起謝 聴 こ提起された論 の重
点 は次 の諸問題で あった。 計画 と市場 の関係の問題 価値法則の作用 と企業 の
独 立性 の問題 価格形成 の基礎的問題。 この座談会 の招集開催 は,商 品生産お
よび価値法則 の問題 の研究 を大いに推進 した。
社会 セ義経済 にお ける価値 法則の作用の問題を根本的 に解決 し,計 画 と市場
の関係 の問題 を適切 に処 理 し,経 済制度 改革 に理論 的根 拠 を提供 す るために
は,社 会主義経済 の本質的特徴 につ いて再度認識 し,斬 新 な理論 的創見を提 出
しなければな らない。「計 画的商品経済」とい う観点 の提出 は,社 会主義経済 の
本質的特徴 を研究す る上 で,啓 発 的役割 を果た した。
指摘 してお きたい点 は,無 錫で の討論会以 前に,す でにある論者 は,「社会主
義経済 は商品経済であ り」,「商品経済 と計画経済 を対r的 に把 らえてはな らな
い」 という考えを拙 していた ことで ある・ さ らに 「計画繍 は現 代1契田 に
お いて商 品経 済 を基 礎 に は じめ て建設 で き る」 とい う観 点 が指摘 されて いた。
1979年3月,卓 畑 は全 国経 済 科学 計 画会議 の座 談 会 にお け る発言 で,明 確 に指
摘 した.「 計 画経済 と商 品経 済 につL・て,対 立は起 こ らな い と考 え る・言t画経済
と商品繍 が船 すると,計 醐 商品繍 に認 」.これは,「計画鏑 品繍 」
論 の最初 の提起 であ った。
1979年4月,江 蘇省無錫 で行われた社会主≡義経 済における価値法則の作用の
問題 に関す る全国的な理論討論会 は,建 国以来の価値法則の問題の討論 の第2
朋 の盛会で認 中国の社会蟻 経済学の一里塚である.ま さに無錫の討論
会で,「社会主義経済 は,計 画的商品経済で ある」という著名な論断が は じめて
明確に蹴 され たので認.惜 しいこと1こ,こ の重要 な史料的価値 を もつ学術
報道を誰が提出 したのか注記がない。『経済研究』編集部編 の 『中国社会主義経
済理論の回顧 と展望』 という本 によれば,1979年 に 「ある論者が"社 会主義経
済 は,公 有制 を基礎 に して計 画的商品経済を建設す ることで ある"と 明確 に提
出 した」 と して し徽 惜 しい こ とに この本 もまた,"論 ぎ が誰 なの か注記 して
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いない。 すでに入手 した資料 に もとつ いて肯定 で きるの は
,「社会主義経済 は,
公有制 を基礎 に した計画的商品経済であ る」 とい う著名 な論断 を最初 に明確 に
提起 したの は,謝 佑権 と胡培兆 の共著 『実際か ら出発す る正 しい認識 および価
値法則の計画的利 用』のなか の論文 である。 この論文 は,『経済研究』編集部が
1979年6月 に編集 ・出版 した 『社会主義経済 におけ る価値法則 の問題 の討論特
集』 に収 め られ ている。張 卓元 ・李秀珍編 『社会主義 的商品生産」 は
,上 述 し
た論断を引用して曙 。
ほぼ同 じ時期 に,ま す ます多 くの論者が異 な る角度か ら
,「計画的商品生産」
とい う論断 を提出 し,あ る者 はこれを社会 主義経済 全体 の特徴 とみな した
。 王
旺 の指摘 によれば,社 会 主義経済 は,「計画経済 と商品経 済 とい う二 っの側面 を
くア4}
同時に備えて いる」。「社会主義経済 を全体 と して見 るな らば,一 面 では計画経
済であり・他面茸1押 繍 である・それゆえ・社会t義 繍 は計醐 ご発展
す る商品 経 済 で あ る」。 劉 成 瑞,胡 乃 武,余 広 華 は,「 わ れ わ れの 商品経 済 は,
計画的商品繍 である」と指蔵 廻.班 誤 騨 王榊 ,洪 大麟など1よ,
「社会礒 経済は・計画的商品経済である」という題名の撤 を著 じ裂
.こ れに
つ いて・ 学 界 に は依 然 と して意 見 の分 岐 が あ り
,1981年 末 か ら1983年 にか け
て・社会犠 的商品繍 論に対する攻撃 ・非難が発生 したのであ謬
,ネ土会主
義経済理論 の前進 はy不 ・」逆 的趨勢 であ り,「計画的商品生産」 は,1984年10
月の共産党 の第12期3中 全会 で採択 された 「中共中央の経 済制度 改革 に関 す
る決定」 において確認 され,経 済制度改革 の理論 的基礎 にな った。
c社 会主義企業 の経済的原動力の問題 に関する研究
社会主義企業 の経済 的原動力の問題 は,長 期間,社 会 宝義経済理論分野 の禁
域であ った。党 の第11期3中 全会後,こ の問題 はつ いに,経 済制度 改革 の実践
によ ってわが国経済学 界の面前 に提示 され,早 急 に解決すべ き問題 にな った。
社会 主義 の経 済的原動力問題 は,そ の基本的理論 か ら言って,社 会 主義 の物
質的利益 の問題 であ る。経済 的利益 は,内 在的な経済的原動力 であ り
,物 質 的
利益す なわ ち経済的利益 である。「四人組 」粉砕後,わ が国経済学界 は 「四人組」
批判の過程で,社 会主義 の物質 的利益の問題 の初歩的討論を行 い
,社 会 主義の
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物質的利害 の存在 の客観性 を確認 し,さ らに国家 ・企業 ・労働者個 人は,社 会
主義 の条件 の下で物質的利益 の主体 であ ることを確認 し,国 家 ・企業 ・労働者
個 人の三者 の物質的利益 をと もに考慮す る原則 を提出 した。 これは,社 会 主義
の経済的原動力問題 の提起の たあに,理 論的前提 を提供 した。
社会.;の 物質的利益の問題 についての研究が社会主義 の経済関係 に重点 を
置 くとすれば,社 会主義企業 の経済 的原動 力についての研究 は,社 会 セ義経済
の原動力の メカニズムの問題 を解決 す ることに重点を置 くものである。
社会 主義企業 の経済 的原動力問題 の研究 の必 要性を比較的早 くに提起 したの
は,胡 喬木であ る。彼 はあ る講話 のなかで次のよ うに指摘 した。「われわれ は経
済管理 において国家,企 業,職 員 ・労働者 の利害 をよ く統一で きていないので,
企 業の指導者 と広範 な職員 ・労働者 とに,企 業の経営状況 と改革面 に主体的 な
関心を もたせ る上で,ま だ経済的原動力の作用を ト分発揮 していない」。 その
後,1978年9月 に招集開催 された全国哲学社会科学計画会議i準備会 において劉
明夫 は,社 会主義企業 の経済的原動力問題を研究すべ きであ るとい う建議 を正
C79)
式 に提起 した。
社会主義企業 の経 済的原動力問題 を突出 させ るためには,ど の専門 を研究す
ればよいのだろうか。「社会1義 企業 は,相 対的 に独 、γした経済 主体 であ り,主
と して相対的 に独 航 した経済 的利益を もっている」のだか ら,企 業の利益 を分
離 して企業 の独立性 を論ず る観点 は,正 しくない。「企業 の利益の問題 は,本 質
的 には牒 の原動力樋 で 認 」.当然 この問題 の研 究を重視 しなけれ1ずな ら
ない理 由は,根 本的 には,社 会1義 企 業が長期間,活 力を欠 いて いたか らであ
り,ま さに経済制度改革 こそ解決 に着手 しな ければな らな い問題であ ったか ら
であ る。
社会 主義企業 の経済 的原動力問題 にっいて研究 は,経 済学 の研究分野を切 り
開 き,し たが って経済学 の発展 に積極的影響 を与 えた。
注
(1)「 四人組」 の経 済科学 に対 す る深刻 な破壊 と躁躍 の状況 は,『 経済 研究』1978年 第
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12号,『 経 済学 動態』1978年 第5号,『 経 済研 究』1978年 第5号 な どの刊行 物 に発表
され た関係 論文 お よび本 書第3巻 の関係 章節 を見 よ。
(2)北 京 経済学 界 の 『社 会t義 経済学 』を批判 す る4回 の人会 は
,1978年3月,4月,
5月,8月 に分 けて開 催 された。『経済学 動態』1978年 第5
,7,8号 を見 よ。
(3}天 津 南開本教 科 書 に関 す る批 判状況 は,『 経 済学 動態』1978年 第7号 を見 よ。
(4)林 子力,有 林 『"四人組"の4i唯 生 産力 論批判"の 批判』人民 出版 社,1978年,80ペ ー
ジ。
(5)こ の ㌃っの論 文 は,『 紅旗 』1975年 第3号 と第4号 に前後 して発表 され た
。
(G)程 越 は,銚 文元が支 配 した 『紅 旗』文筆 部 員の仮名 で あ る
。 この論文 は,眺 文 元の
指示 に よる もの であ り,郡 小 平の ↑三宰 によ り起 草され た 「全党 全国 の諸活 動 の総 綱
を論 じる」とい う論文 に批 判 を加 えた。眺 の意 を受 けて起 苧1され ,修1を 繰 り返 して
定稿 にな った。 呂達 は,1四 人組」 の遼寧 省 におけ る一 昧が 支配 した文筆部員 の仮 名
であ る。 この論 文 が批 判 した 「条例」 は,1975年9月 に郡小 平が}こ宰 して制定 した
rJl業 の発展 を強化 す る ことに関 す る若 干の問題」(18条)で あ る
。
(7)池 恒,方 剛 もまたy銚 文 元が支配 した 『紅 旗』文筆 部員 の仮 名 であ る
。梁効 は,「 四
人組」が 支配 した北京 大学,清 華大学 の大批 判組 で あ る。方海,宮 効聞,康 立,延 風
は,「 四人組 」が 支配 した ヒ海 の文筆部 員の仮 名で あ る。
(8)こ の講座 の ため に原稿 を書 い たのは,許 糠新,醇 暮橋 ,呉 樹 青,翁 志 興,黄 振奇,
孫光徳,張 朝尊,蒋 家俊,熊 瀦求,陸 迅,宋 涛,周 朝央 ,田 江海,張 曙 光,李 興増,
薩永慮 らで あ り・ また常 州rlゴ委 員会 の宣伝 部 お よび南京 化学1二業 公 司理論 組 な どの
組織 であ る。
(9)「 両報 一刊 」 とは,新 聞 『人民 日報』『解放 軍報』 と雑 誌 『紅旗 』の ことで あ る
。文
化大 革命 中,「 両報 …刊」 の社説 は,「 文化大 革命」 運動 を指導 す る権威 あ る与 論で
あ った。
(10)中 共中央 文献研究室 『建 国以来 の党 の若1の 歴史 問題 に関す る決議1注 釈本』 人
民 出版 社,1983年,457ペ ージを見 よ。
(11}a�may小'ド文選 』 中文版,262ペ ー ジ。
(12同 上,35ペ ー ジ。
{13}同 上,109ペ ー ジ。
㈲ 同上,133ペ ー ジ。
〈15)同 上,208ペ ー ジ。
(16)同 上T242ペ ー ジ。
(m同t;,323ペ ー ジ。
(㈲ 葉剣英 「中華人 民共 和国成 立30周 年 を祝 う大 会 に おけ る講話 」 『人民 日報』1979
年10月1日 付。
㈲ この5回 の座談 会 は,1978年4月5日,18日,8月1日,15日 ,19日 に分 けて行
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わ れた。『経 済学動 態』1978年 第8,9,10号,『 経 済研究』1978年 第8,9号 を見 よ。




⑫4)100の 研究 課題 は,『 経済学 動態 』1978年 第11号 に発表 され た。
㈱ 以.L6地 区の経済 科学 計画座 談会 の状況 は,『 経 済学動態 』1978年 第6,7号 を見
よ。
¢6)『経済学 動 態』1979年 第5号 。
留)北 京地 区経済科 学計 画座 談会 にお け るr光 遠 の講話 は,『 経済学 動態』1978年 第5
号。
X28)『 経 済 研 究』 誌 は1955年 に創 刊 され たが,1966年6月20日 に第6号 を 出版 後,
「文化 大 革命」運 動 の開始 によ って停 刊 に な った。
㈱ 『経 済学 動態 』1978年 第1号,,
{30)『経済 学動態 」1978年 第3-ar1。
(31)葉 剣 英 「中 華人民 共和 国成 、`1"30周年 を祝 う大会 にお ける講話 」『人民 日報 」1979
年10月1日 付。
(32)4回 の討論 会 は,1977年4∫],6月,10月,1978年10月 に分 けて北京 で行 われ た。
『経 済学動 態』1977年 試刊 第1,2号,1978年 第1,3,7号 およ び 『経 済研究 』1978
年 第1号 を見 よ。
(33)「労働 に応 じた分配 の理 論討論 会四 次会議 の紀要 江編 』中国財政経 済 出版 社,1979
年,58,76ペ ー ジ。
(iゆ 梁効 「階級闘争 が カナメで あ り,そ の他 は細 目であ る」『北 京 日報』1976年2月12
日付。
(35)林 子 力,有 林 『"四人組"の"唯 生産 力論批 判"の 批判』 人民 出版社al978年f176
ペ ー ジ。
(3⑤ 同上,175ペ ー ジ。
⑳ 梁小 兵,張 問敏 「北 京,南 京,武 漢 な どの理論 界 の政治 と経済 の関係 に関す る問題
の討 論」 『経済学 動態 』1977年 試刊 第2号 。
(謝 同 上。
(39)周 宝 璽 「いか な る条 件 の ドで も第 二義 的 な もの は第…義 的 な ものに対 して決定 的
作 用 を しない」 『人民 日報 』1980年10月17日 付。
㈲ 胡福 明 「"決定的作 用"と"反 作 用"に つ いて」『人民 日報』1980年12月9日 付,圧 永
康 「"反作用決定 論"は 弁 証法 的唯物論 に背 く」「思想戦線 』1980年 第8号 。
(41)林 子力,有 林 『"四人組"の"唯 生 産力論 批判"の 批 判」 人 民 出版社,1978年,176
ペ ージ。
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働 高喚 喜 「政治 と経 済 の関係 の分断 はマル クス 益義 に対 す る裏切 りで ある」『南京 大
学 学報』1976年 第4号 。
(43)梁 小 兵,張 間敏 「北 京,南 京,武 漢 な どの理論 界 の政 治 と経 済 の関係 に関 す る問題
の討論」 『経 済学動態 』1977年 試 刊第2号 。
圓 同上。
(45)林r力,有 林 『u四人組"のH唯 生 産力論批 判"の 批 判』 人民 出版社,1978年,191
ペー ジ。
㈲ 同上,192ペ ー ジ。
(47)「司」二。
{⑱ この討 論会 の論 文 は,モ 朕 書 店 か ら1978年 に 『技 術経 済 と管 理 の現 代 化 の問 題
(論 文集)1と して 出版 された。
4493r経 済学動 態』1979年 第9号 を3毛よ.こ の言「画 会議 にお け る識 舌,発r-〉〉学 術論 文
は,中 国社会科 学 出版 社 か ら 『技術経 済 と管 理 の現 代化 の文集』 と して出版 され た。
(50)『経 済学 動態』1978年 第5,9号 を見 よ。
(51)『経 済学 動態』1978年 第4号 を見 よ。
{52)「司一i二。
(53)°.r,遠1技 術経 済 と管 理 の現 代化 の問題 を強力 に展 開 しよ う」『技 術経 済 と管理 の
現 代化 の問題(論 文集)」 こ朕 醤店,1978年,5,13ペ ー ジ。
(5の 『経 済学動 態』1978年 第4号 。
{55)}二 光遠1技 術 経済 と管理 の現代 化 の問題 を強 力 に展開 しよ う」『技術 経済 と管理 の
現代化 の問題(論 文集)』1朕 書店,1978年,11ペ ー ジ。
X56)エ ンゲ ル ス エ ンゲ ル スか らニ コ ライ ・フ ラ ンツ ェヴ ィチ ・ダニ エ リソ ンへ」『マ
ル クス コエ ンゲル ス全集』第38巻,305ペ ー ジ。 「訳 者註」大 月 書店版ME全 集 の訳
文 は■ どの国 も蒸気 によ って運転 され る産 業機械 を もっ ことな しには,ま だ1業 製
品 の国 内需 要を,少 な くともそ の大 きな部分 を,自 給 す るこ とな しに は,文 明諸国 の
あ いだに伍 して 自国 にふ さわ しい地位 を 占め ることはで きな い 」とな って い る。
(勤 全党 の活動 の 重点 σ)移行 の問題 に関 して はr「 移 行」 の含 意,す なわ ち何 か ら何 へ
移行 す るのか とい う点 で,い っ か らこの移行が実 現 し始め るのか とい う問題 で,異
な る意 見が存 在す る。『経 済学 動 態」1979年 第6号 の移 行問 題 に関 す る討 論 につ い
て,を 見 よ。
(fig}「階級闘 争 の拡 大化 の誤 り」とは,「 階級 闘争 の拡大化」とい う もと もと誤 った理 論
お よび実践 を,逆 にマル ク ス}義 の純 潔性 を守 る もの と見な した ことを指 す。 党 内
の異 な る意 見の正常 な論争 を,マ ル ク ス}義 と修正}義 の いわ ゆ る ～っ の道 の闘争
と見な した。ま さに この誤 りによ って,党 は,毛 沢東 が提 出 した1左 」 よ りの観点 を
防 ぐことが困 難 にな り,「 文 化大 革命」 の発 生を阻ILし}適 時 にその誤 りをただす こ
とがで きなか った。『建 国以 来の党 のf}-fi_1.._の歴史問 題 に関 す る決 議:注 釈 本』人民 出
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版 社,1983年,38ペ ー ジを見 よ。
(59)醇 暮橋 『社 会 ド義経済 理論 問題』 人民 出版社,1979年4月,「 序 文」。
㈹ 呉樹 青i際 か ら出発 して,社 会i義 経済 理論 の研究 活動 を強化 しよ う 醇暮
橋 同志 の 『社 会}義 経 済 理論問題 」 の紹介」 『経 済研究 』1980年 第1号 。
(61)林 青 松 ・冒 天啓 ・林 泉 水[経 済 制度 の全面 的改 革を 主張 す る好 著 孫冶 方 同志
の 『社 会i義 経済 のff・i{1の理 論問題』 の紹 介」 『経 済研究』1980年 第10号 。
{62}醇 暮橋 『中国 社会k義 経済 問題研 究』 「序 文 」。
(63)同 ヒ,「後 記」、,
御 同 上,[序 文」。
(65}蘇 星 ・呉凱 泰 ・何建 章 『"中国 社会"_済 問題 研究"の 紹 介』三朕 書店,1983年,
2--43ペ ー ジ。
(fib)孫 尚清 ・張 卓元 ・陳 一f.li元「わ が国の経 済学 界 の30{1三 来 の社 会 犠 的商晶 価値 法
則 の問 題 に関 す る討論 の試 評」『経済研 究』1979年 第10号 を 見よ。
{67)『経 済学 動態』1979年 第1号 を 見よ。座談会 は,中 国社 会科学 院経済研 究所 と 『経
済研究 』『経済学 動態』 編 集部が共催 した。
X6$1劉 明 夫 「社会i義 経済 の経済 形態 」『経 済研 究』1979年 第4号 。
㈹ 『経済 学動 態』1979年 第5号 を 見よ。
㈹ 無錫 での討 論会 は,中 国社会科 学 院経済研 究所,国 家 計画委員 会経済 研究所,江 蘇
省哲学 社会科学 研究所 が 共同で提 唱 した。『経 済学 動態』1979年 第6号 を見 よ。価値
法則 の討論 会の最初 の盛 会 は,1959年4月 の ヒ海ll寸論会 であ った。
X71)萢 茂発 ・朱 元珍1社 会}義 経 済 にお ける計 画 と市場 の関係 に関 す る問題 の討論状
況」 『経 済学 動態』1979年 第6号 を見 よ。
(72}『中国社会}義 経 済理論 の回顧 と展 望』経 済 日報 出版 社,1986年7月,20ペ ー ジ。
(73)『経 済研究 』編 集 部 「建 国以 来 の社 会}義 経 済 埋論問 題論争』.L巻,中 国財政経 済
出版社,1985年,385ペ ー ジを 見よ。
{74}-E班 「計 画的調整 はlf∫場 の作川 を十 分 に発揮 させな けれ ばな らな い(1979年6月
10日)」 『社会 主義 商品経 済理 論 の探 究』中 共中央党学 校 出版社,1985年,50ペ ー ジ。
(75)E旺 「社 会{:と 商品経 済(1980年8月101D」 「司上,108ペ ー ジ。
㈹ 劉成 瑞 ・胡 乃武 ・余広華 「計 画 と市場 の結 合 はわが国 の経 済管 理改 革 の基 本的方
法 であ る」 「経済 研究』1979年 第7号 。
㈱ 『光明 口報』1981年2月28日 付,上 海 『社 会科学』1981年 第3号 を見よ。
㈱ 『中国 社会主 義経済理 論 の回顧 と展 望』 経済 口報 出版 社,1fi2,170ペ ー ジを 見よ。
㈹ 劉明 夫 「社 会{義 企 業の経 済 的動力 の研究 に関 す る建議 」『経済 学動 態』1978年 第
ll号 。 胡喬 木 の講話 は この論 文か ら引用。
㈹ 周 叔 蓮 ・呉敬 漣 「経 済 学 は企 業問題 の研 究 を 重視 すべ きで あ る」『経済 学動 態』
1979年 第3号 。
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第2章 社会主義の計画的商品経済の理論の討論
中国 にお ける社会 主義経済理論 の研究過程 にお いて,最 初 の30年 は基本 的
に は,高 度 に集中的 な計 画的生産物経済 を不変 のモデル として きた。70年 代末
に始 まる改革 の実践 は,こ の モデルを批 判す ることを要求 しsし たが って経済
制度改 革に理論 的準備を提供 した。 これを背景 に,経 済学界 は広範 で深 い研究
を行 い,ま ず社会 主義の計画的商品経済理論の確 立を推進 した。社会主義経済
は,公 有制を基礎 とす る計画的商品経済で ある。 それ は,社 会 主義経済 につ い
て生みだ された科学 的概括であ り,マ ル クス.t:の 重要 な発展で あ り,中 国の
経済制度 改革 の基本的 な理論 的根拠であ る。 この理論の難 しい点 は,社 会 主義
的商品経済 の存在原因,社 会t的 商品経済 の性格 および将来,社 会主義 的商
品経済 と計画的発展 との相 互統一等 々の確認 にあ る。 すべて これ らの重要 な理
論的観点 は,い ずれ も中国 の経済学界が マルクス セ義の基本原理 と中国社会 セ
義 の実践 とを結合す るとい う原則 を遵守 し,深 い研究 と討論 を行 うことによっ
て,は じめて解明で きたのであ る。
1社 会主義的商品経済の存在原因の探究
社会主義社会 に商品経済 は存在 す るか 否か,そ れ は社会 調義経済理論 におい
て根本的性格 を もっ重 要な理論問題で あ り,実 践問題であ る。中国の経済学 界
は,中 国社会寸義 の臭体的な実際か ら出発 し,経 験 を総 括 し,社 会 セ義的商品
経済 の存在 について肯定 的回答 を与えただけでな く,そ の存在原因 につ いて も
深い探究 を行 った。 討論 における主な ものは,以 ドの観点であ る。
異なる所有説
ス ター リンは 『ソ連邦 にお ける社会主義 の経済的諸問題』 のなかで,二 っの
社会 主義的公有制(全 人民的所有制と集団的所有制)の 併存が商品生産 の存在を決
定す ると述 べたが,そ れ は,か って学界 で公認 された。討論 において,い くつ
かの論 著 は依然 として スター一リンの一二っ の公 有制併存決定論を堅持 して いた。
た とえば,「 わが国 の社会†義的公有制 は,ま だ単一一の全人民 的所有制 ではな
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く,労 働大衆の集団的所有制 が存在 してい る」。「しか し,社 会主義国民経済 は
一 っの全体 であ り,工 、業 ・農業 ・その他の部門 は相互 に依存 してお り,緊 密 に
連係 してお り,工 農業間や各部門間の経済関係 を実現 しよ うとす るな らば,商
品制度 を採 用 し,等 価交換を通 さなけれ ばな らない。明 らかに,二 っの公有制
の併存 は,社 会 主義社会 が商品制度を実行 しなければな らない主要 な原因であ
(1)
」.あ る教科書 は,こ れを 「主要原因」 と し,「第刊 の原因 と認定 した.た
とえば,「社会主義的生産が商品経済形態 を採用 しなければな らない理巾 は,社
会 的分業 という条件 を除 いて,ま ず第一 に,現 段階の社会一セ義 に,生 産手段 の
公有制 に,ま だ社会 主義 の全人民的所有制 と社会 主義 の集団的所有制 などの異
な る所有制 の諸形態が存在す るか らで ある」。「社会主義的公有制 に多様 な形態
が存在す るとい う条件の 下で,社 会主義的生産 は,商 品経済形態を採 らざるを
(Z)
得ない」。
異 な る所有制説 につ いて,討 論 で は多 くの論 者 が この説 の局限性 を指摘 し
た。同一 の所有制経済の内部 において,ど うして商品経済形態を採用 しなけれ
ばな らないのか とい う点 を,こ の説 は説 明で きな いか らであ る。討論 を通 じて,
国有制 の内部 に も商品経済 が存在す るとい う共通認識 に到達 したのだが,商 品
経済 の存在 原因 にっいては,異 なる説明が なされた。
企業間の異なる利益説
比較的早 くにこの観点 を提出 したのは,『 経済研究』1978年 第5号 と第7号
に発表 された論 文である。郎 日安 と張 卓元 は 「概論:社 会圭義経済 における利
潤」という論文で,次 の ように述 べた。「社 会圭義社会 はまだ商品貨幣形態 を保
留 し利用 してお り,現 段階 はまだ 一二っの異 なる公有制の決定を保留 してい るだ
けでな く,生 産 力の発展 も不足 し,ま だ 占い分業 の残津,と くに精神労働 と肉
体労働 との差異 が存在 しているのでi等 価交換原則 に もとつ いて人々の経済 的
利害関係の決定を調整す る必要があ る」。孫 尚清 などの考 えによれば,わ が国お
よび他の社会主義諸国 の建設 の実践 はすべて,社 会主義社会における商品貨幣
関係 の存在が不可避 であることを証 明 して いる。 その客観的必然性 は,現 段階
の社会主義的公有制 に二っ の異なる形態 が存在 す るか らとい うことで は解釈で
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きな い。根 本的に 言って,そ れ は社会 主義社会の人 と人の間(各 生産者集団の間
を含む)にs根 本的利益の一致 とい う前提 の下で,ま だ経済的利害関係が存在 す
(3)
るか らであ る。
王班 もかつ て次 のよ うに考えた。「社 会圭義 の条件 の一ドで,全 人民的所有制 の
経 済 は各企業か ら構成 され る。 この ことは,生 産 手段 の所有権,使 用権,経 営
権 を分離 させ る。 … それ ゆえ,根 本的利益 の一致を基礎 に,経 済 的利益上
の差異 も存在 す る。 同時 に,各 企業 の労働者 の総労働 は,社 会全体 か ら言えば
局部的労働 であ り,無 差別の社会的労働 と して直接 に表現で きないが,こ の局
部的労働 を無差別 の社会 的労働 と して表現 しなければな らず,各 自の労働成果
と,経 済的利益 の上で各 自の労働成果 に体現 され る一定程度 の所有権 とを測定
す ることによって,各 企業の労働生産物を商品 と し,等 価交換 とい う迂u的 方
法を通過 しなければな らず,価 値形態 によ っては じめて実現 で きる。 したが っ
て,全 人民的所有制 の内部の各企業間の経済関係 は,や は り商品関係 であ署」。
ほぼ同 じ時期に,劉 国光 らは,経 済 的利益あ るいは物質的利益 について,具
体 的分析 を行 った。彼 らによれば,「社会主義段階 では,労 働 はまだ生活 の第一一
の欲求で はな く,生 計 手段 にす ぎず,人 々の労働能 力および貢献 もまた異な っ
ているので,人 々の物質的利益 上の差異がまだ存在 す る。 しか もこの差 異は,
個 人間だ けでな く,全 人民 的所有制内部 の異 なる企業間 に も現 れ る。異 な る企
業 にはすべて,客 観的要素が あ り,自 身 の経営 がつ くりだす生産成 果上 の差異
があ るので,異 なる企業 および職 員 ・労働 者に物質的利益 の 丘で差異を もた ら
さざ るを得な い。 これを否定 す ると生産 の発展 に不利 になる。 それゆえ,全 人
民 的所有制内部の各企業(相 対的に独立の計算単位)間 の経済関係 は,等 価補償 と
等価交換 の原則を採用 しなければな らない。 この原則 を守 らない ことは,人 々
の物質的利益 .ヒの差異の否定 を意味 し,し たが って人 々の物質的利益 の関係を
混乱 させ る。社会 主義 の条件の下 での特有の物質的利益 関係 は,ま さに社会主
義の条件 の下 で商品 ・市場関係が存在 す る直接 の原因で あ2」 。何建章 もまた
次 の よ うに述 べ た。「社 会 主義 の全 人民 的所 有制 にお け る"全 人民"は,利 益 の
差 異 を もつ 個 人 お よ び集 団 に分 け られ る。 この"全 人 民"と ,共 産 主義 の 高 い
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段階の,労 働 の本質 的差異 が消滅 し}必 要 に応 じた分配 が行われ,し たが って
個人 と集団の間 に経 済的利益上の矛盾が存在 しないu全 人民"と には,差 異が
あ る」。 「共産主義 の全人民的所有制 と比較すれば,社 会 主義の全人民的所 有制
は,個 人および集団の差異を有す る不完全 な全人民的所有制であ る」。「それゆ
えt社 会主義 の全人民的所有制,す なわ ち社会 主義 的生産関係 の全総和 は,社
ゆ
会主義経済 もまたあ る種 の商品経済であ ることを決 める」。
労働力の部分的な個人的所有 と労働 に応 じた分配説
醇暮橋 は,社 会｠-社 会に商品生産 および商品交換が存在す る主要原因を,
「生産手段 の二っ の公有制 」 と 「労働 力の部分 的な個人的所有」 の条件 の下で
「生 まれ る労働 に応 じた分配制度 と物質的利益の原則」とに帰結 させた。彼 は こ
う述 べた。「なぜ社会 主義社会 に も商品生産 と商品交換 が必ず存在 し,し か も一
定期間それを発展 させなければな らないのか。 それは主 と して,社 会主義社会
に生産手段 の二つ の所有制 が存在 し,労 働 力の部分的 な個人的所有が存在 し,
そ して この ことか ら生 まれ る労働 に応 じた分配制度 と物質的利益の原則が存在
す るか らであ{7)」.彼はい くつか の商li[」貨幣関係を具体的 に分析L,さ ら1こ次の
よ うに指摘 した。「あ る同志 は,労 働 に応 じた分配 は分配関係であ り,交 換関係
ではな いと主張す る。 … わた しはこの見方 は正 しくないと考え る。当然,
そこで は,交 換過程 は不完全で あるが,そ れは職 員 ・労働者が何 も売 らないか
らで ある(資 本 も義社会では労働力は売りにだされる)。しか し彼 らが貨幣 を用 いて
消費財を購入す るとき,や は りあ る種の交換関係 がある。国家 か ら言えば,国




卓炬1は次 のよ うに考 えた。「社会的分業 は商品経済 の基礎 であ り,所 有制 は商
品経済 の表現形態である。社会 的分業 は商品経済 の存亡 を決定 し,所 有制 の形
態 は商品繍 の社会 的性格お よび特徴畝 定す(9)」.「いまの ところ,全 人民的
所有制 内部の分業 は,異 な る使用価値 の分業で あ り,異 な る生産 単位間の分業
で もある以上,こ のよ うな社会的分業 が存在すれば,商 品生産 は必然的 に存在
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ぜ2」 。
林 子力 は 「社会的分業」と 「生産 の分業」とを区別 した
。「生産用具 の制約 に
よる生産の分業が社会的性格を もっ とすれば,す なわち社会的分業が存在す る
とすれば商 品繍 関係の存在は必然的でお糊 。
卓畑 が提出 した 「社会 的分業」 は商品経済が存在 す る 「唯一 の原因」 であ る
とい う観点 につ いて・ ある者は伝統 的観点を突破 したと考え
,あ る者 は伝統 的
観点の重 要な突破であ るが一面的であると考え,あ る者 は唯一 の原因 と見なす
こと はで きな いが,最 も基 本 的 な原 因 とす る ことが で きる と考 虻 逡
。
「社会的分業」論 は,一 定の独特 の見解 であるが,現 実 の社会主義的商品経 済
の存在原因 の分析 について 言えば,必 ず しも全面 的で深 い ものではない。人 々
は探究 の過程で,新 たな観点 をまた提出 した。
協同労働およびその成層説
社会 主義 の 「協同労働」およびその 「二つ の成層」は,「対 立の統一 とい う有
機体 である。国家 を代表 とす る全体的協 同は,局 部的協同を†導 し,企 業 の局
部 的協同 は,全 体的協同の基礎であ る」。「協同労働 の 二重性 につ いての分析 は
,
社会 主義経済 は計画的商品経済であ るという実際的結論 を生 みぜ翌」。
「社会 霊義 の協同労働内部 の構造 の二つの成層 は,社 会 艶義経 済が必 然的 に
商品経済 の基礎 をな しているか らであ る」。
r商品経済形態 は・社会 的分業 と生産 手段 の異 な る占有関係 とによ って生 ま
れ る」。
「社 会 主義 の協同労働 お よび協同労働 の占有関係 は,私 的労働 お よび私 的 占
有関係 に取 って代 わ るがa労 働者 の"集 団力"を 単位 とす る局部的協同労働 お
よびこの局部的協同労働 を単位 とす る占有関係 は,や は り存在す る。社会 主義
のそれぞれの局部的協同労働組織 はすべ て,社 会的 に配分 された生産手段 を 自
己の物質的条件 と して占有 ・使用 し,自 己が創造 した労働生産物 を最 初に 自己
の生産物 として占有 し・ したが って相対的 に独 立の特殊な物質的利益 を有 して
お り,そ れを相対的に独 立の生産主体 および占有 主体}す なわ ち経済実体 に し
ている。 同時 に,社 会 主義 のそれぞれの局部的協同労働組織 はまた社会的分業
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体系のなか にあ り,そ れ らの間 の経済関係 は,各 自の労働生産物 を商品 と して
交換す ることを通 じて,は じめて社 会的に同一 の労働価値尺度 を用いて測定 す
ることが実現 で きる。 こうして,社 会主義経済 は商品経済 にな る。局部 的協 同
労働を実現す る経済実体 の単位 もまた,必 然的に企業形態 を採 り,企 業の協同
労働組織 になる」。
「局部的協 同労 働組織 間の経済 関係 は,商 品経済関係 と して表現 され ると同
時 に,局 部的協同労働 と社会的協同労働 とい う 二つ の成層 の間 の経済関係 も,
生産手段所有者 と有償使用者 の間の商品経済関係 と して表現 され る。社会的協
同労働 を代表す る国家 は,労 働者全体 が占有す る生産手段 を一身 に集め,国 家
の範囲内で生産手段 は人民全体 に属 す ることを表示す る。生産手段 の所有者 と
して国家 は,全 局的な統一計 画,政 策 決定,統 制お よび調整の権利を もつだ け
で な く,一 部 の新 たに創造 した価値 を占有 しfそ の所有権 を実現す る権利 を も
つ。同時 に,そ れぞれの局部的 協同労働組織 の生産手段の 占有状況 は異な り,
労働者が提供 した労働 と獲得 した物質的利 益 とには大小が あ り,ま た社会化大
生産の分業体系 にお ける各 単位の生産活動 も千差 万別なので,国 家がそれぞれ
の局部的協同労働組織 について直接に経営管理をす ることは不 可能 である。国
家 は,生 産 手段の所有権 を自LLの 手中 に留保で きるだけであ り,生 産 手段の 占
有 ・支配 ・使用 の権利 を局部的協同労働組織 すなわ ち企業に供与す る。 しか
し,こ の供与 は無償で はな く有償で ある。国家 は,企 業が新 たに創造 した価値
の一部を 占有 し,商 品経済関係 の通用す る形態を採用 しなければな らないだ け
で な く,他 の経済関係 で も商品経済関係の通 用す る原則に従 わなければな らな
笥 。
それは,「社会 的分業」,「生産手段 の異 なる占有関係」,「特殊な物質的利益」
を 「社会 主義の協同労働」 とその 「内部構造 の 二つの成層」 という範疇で結合
し,統 一的 に考察す る。 したが って,社 会 主義的商品経済 の存在原因 を導 きだ
す分析 と論証 は,卜 分 に明解 であ り曖昧で はない。 それは,マ ルクス主義経済
学 の方法論 の原則,す なわち抽象的方法を運用 し,社 会 丁:的 商C][711経済 の客観
的現実 的基礎 および必然性 を説明す る。80年 代中期 に,協 同労働理論が詳細 と
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は言えない体 系でや っと世 に受 け入れ られ た とき,学 界の肯定を得 るにいた っ
た。あ る論者 は,「異 なる成層 の協同労働 は
yま さに社会 セ義の全人民 的所有制
内部にcafが 存在す る根本 原因であ る」 と述 艦 辮 後 に世1こ問われた
専門 書で,社 会 セ義 的商品経済の存在原因を探究 したとき
,「分業 と交換」など
の原因が指摘 された ほか,次 のよ うに叙述 され た。「労働 者もまた協同 し}企 業
内で協同労働形態 を採 って活動す るので,労 働者 の独 、竺の個人的利益 は,必 然
的に企業 とい う経済実態 が要求す る"等 価交換"の 実行 を通 さなければな らな
い」。fす なわち社会全体 の範囲での生産 手段 の公有制 の実行後 も
r労 働 はや は
り生計 手段 と して労働者個人 の臼由な支配 に従 うとすれば
,等 価 交換の原則 を
碇 す る ことはで き響1」。
協同労働お よびその成層説 も,学 界のい くっかの論著で攻撃 された
。「二 っの
成層 の協同労 働が結局何 を指 すのか曖昧で はっきり しない。 これを根拠 に全人
撒 所有制内部に酬 生産カゴ存在する原因を糊 しても証 しいようで正 しく
ない」。
社会 礒 の協 同労働 とそのこっの成鳳 ま溶 観的 に存在す る
.マ ルクスの 言
う自巾な協同労働 を,抽 象的方法 を用 いて社会主義 の現実 と して考察 した もの
であ り,人 々は,社 会 主義が理論か ら現実 に変化 したので
,生 産手段の社 会主
義的公有制 が出現 し,し たが って 自由な協同労働の歴史的形態 すなわ ち未成
熟の初級形態 を獲得 した ことに容易 に気づいた。 この歴史的形態の最 も顕著 な
特徴 は,自 由 な協 同労働の内部 に出現 した二重構造,あ るいは二 つの成層 の協
同労働 であ り,そ れ は局部的協同労働で あ り,ま た全体的あ るいは社会的 協同
労働 で もあ り,こ の ことによ って社 会 主義 的経 済関係 の構造 の基礎 を構成 す
る。社会主義 の 自由な協同労働 は,労 働組織 の形式 上か ら区分 され る単独労働
あ るいは"協 同"労 働 で はな く,経 済活動 の主体的側面 か ら労働者 と生産 手段
の結 合形態を体現 しうる社会 的形態 あるいは歴 史的形態であ る
。社会主義の 自
由な協同労働 の二っ の成層 は,生 産手段 の社会 主義的公有制経 済につ いての人
為的"分 割"で な く,公 有制 の完全 な基礎上 に生 まれた経済的利益の統一 およ
び矛盾 の体現 であ る。社会主義 の条件の下で,統 一 した社 会的労働,統 一 した
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社 会 的利 益,続 した社 会的 占有 関 係 が す で に生 まれて い るに もかか わ らず・
それ らはす べ て,労 働 の差 異,利 益 の差 一異,占 有 関 係 の 差 異 のな か に宿 って い
る。 こ う した矛盾 の統 一 の関 係 は,「 二 っ の成層 の経営 」 か ら説 明 して はな ら
ず,そ れが所 有 権 と経 営 権 の適 切 な分 離 を決 め る とす べ きで あ り・ したが って
(18)
経営 の異 な る方式 を形成す るのであ る。
まさに生産手段の公有制 が生産 手段 の私有制 に取 って代 わ った ように,自 由
な協同労働が雇用労働 に取 って代 わ って生 まれた・ 舳 な協同労働の・欝 と発
展の過程 はまた,社 会 礒 経済制度の灘 と発展 の過程 で もある・ それ1ま謹
史上の 自由な原始共産制 の協同労働 とも,小 生産 者の自由労働 とも異な り,ま
た共産 儀 の舳 な協同労働 とも凱 る.ま さに この 舳 な協同労働の特殊 な
歴史的形態 まさに この社会犠 の協同労働 とその成層性 は・社会楼 的生 産
関係 の性格 を論理的 に示 し 社会犠 的酬 生産を示 す・すなわち・ 公有制を
鞭 とす る計画的商品経済のr1然 な必然性 は,社 会 礒 繍 の各礁 および社
会主義の運動 の0連 の法則 を明 らかにで きる。
これは,わ れわれが人々に提 出 した 「協同労働 とは結局何 を指すのか」 とい
う問題 に対す る原則的回答で ある.そ の比較的 くわ しい則 本1ぢJな説明 は・『必要
価値論』第1巻 を参照 されたい。
社会主義的商品経済 の存在原因に関 して,特 に社会一1義の国家所有制経済の
内部 に ・頬 的・商品関係 力{存在す る原因 に関 して・学 界には1燃 として多様
な説明がある。ある説 によれば,「ネ桧 犠 醗 眠 的所有制繍1こ おいて・所
有権 と経営権 の分離 は,生 産 手段 の所有権 と生産物の所有権の分離 を導 き,し
たがって牲 物は商品に認 」.ある都,社 会犠 社会が価イ直形態の助けを借
りて社 会 的必要 労 働 の量 を計 算 して い るこ とか ら・ 社 会 機 的商 品 生産 の!/J¥因
を論瞳 饗.あ る者は一 附 会の残1宰から社会J:社 会の商品経済の存在の根
源を論遮 鴛.あ る者は,社 会臓 牒 が独、ゆ 繍 的利益鮪 する経済主体
であることから論述霧.あ る者は冷 人民繍 の内部に国家 ・牒 ・個人の
三者の利益の稲 が存在することから説明撚 ある都 冷 眠 的所有制の
企業間 の 「実際 は異なる所儲 の相一互対峙」と,「異な る牒 のノ纏 および繍
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管琳 準における根 」によって形成される「蹴 る繍 的利益の実現腰 求」
という鰭 の髄 続 の触 力aら説明幽 等々
.以 上略 瀦 様の見方とと
もに・ この 扮 に 醐 な問題 を見 ると,人 々の認識 はまだ異見 祠 見の併存,
異見のなかの同見1覗 のなかの異 見の局面 にあ り
,さ らに渉 進ん だ研究 と
蹴 を待 たなければな らな い・われわれ は,こ の醸 な理論問題 を説明で きる
よ うにな り・ また学 界の共同認識を体現で きるよ うにな る局面の到来 を期待 し
ている。
2社 会 主 義 的 商 品 経 済 の 性 格 お よび 前 途 の研 究
(1>社 会主義的商品経済 の性格 に関 する研 究
この問題 の早期の研究 は,50年 代中期 に始 まった。わが国の経済学者 は商品
生産 および価値法則 につ いて討論 した さいに
,す で に社 会 セ義的商品生産およ
び商品交換の性格につい瑞 及 して聡5・ 鰍 末から6・年ft前粍 論
のなかで=っ の観点が徐々に形成 された
。 あ る観点 によれば,社 会†義制度 の
一ド
でのunn生 産 と商腋 換 は・新 しい型であ り
,私 有制 の麟 か ら脱 している。
難 は次 のよ うに述べ た・ 社幻 完義的商品生産 は 「商副 モ産 の新種」 であ り
,
鋳 噺 廟 酬1生 醐 係は・彦椴 階の社会礒 叫 動 欄 こよつて決ま
る」。 朱 剣農 もま た こ う考え た。 社 会 主義 制 度 の 下で存 在 す る商品 生 産 は,「 い
かなる楢 制の麟 からも完全に脱 し噺 型の商殿 産で認 」
.別 の蹴 こ
よれば,社 会 主義制度 の下 での商品生産 と商品交換 およびその範躊 は
,資 本主
義制度 の残津 も しくは私有制 の残澤 である。たとえば,「社会 主義社会 は,ま だ
資本†義制度 の残津 を留保せ ざるを得ず,ま だ商品,価 値,貨 幣,価 格 などの
資本犠 の範疇が存在摺 」.「商品交換の存在は,私 醐 および鮪 の灘 と
互いに関係したものでお碧」。
「文化埠 剣 の鵬 ・「四人組」 とその世論用具 は
,こ の問題 を極端 に持 ち
上 げ,社 会 主義的商品生産お よび商品交換 は,無 論 その形式 と内容 か ら見て,
資本 主義 的商品生産 お よび商品交 換 と同 じで あ り
,か つ必然 的 に ブル ジ ョア
ジーを生 みだす土壌 であ る,と 断 言 躍 。
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「四人組」粉砕後,社 会 主義制度 の下での商品経済の性格 に関 して,深 い反復
す る研究 と討論 が展開 された。
あ る論者 は,「四人組」とその世論用具の謬論 を批判 し,社 会 主義 的商品生産
と商品交換 は,「本質的 に言って,資 本 主義 を生みだす条件 を提供せず,資 本1"
勲 生みださない」と指摘じ建.社 会犠 嫡 撒 産は潰 本礒 嫡 占11纏
と本質的 に区別 される,と も指摘 した。 この区別 は,第 一 に,社 会 …T:的 公有
制 は,社 会主義的商品生産 を 「特殊 な商品生産」にす る。「社会 主義的商品生産
は,社 会 主義 的公有制を基礎 に建設 され,社 会圭義的商品 は,社 会下義 の労働
(32)
者 の集団労働の生産物であ り,そ こには搾取関係 は存在 しない」。その体現 す る
ものは,工 業 と農業の間,都 市 と農村の間,国 家 ・集団 ・個人 の間の根本的利
益 の一致 を基礎 とす る同志的 な互助 互恵の関係であ り,資 本 主義的商品生産 と
(33)
商品交換 が体現す る経済的利益上 の対 、ア関係 と根本的に異な る。第 二に,社 会
†義的商品生産 の目的および結果 もまた,資 本一}義的商品生産 と根本的に異な
る。「社 会主義的商品生産 は共 同で発展 し,共 同で豊かにな り,そ れは社会 主義
の基本的経済法則 によって決 まり}そ して計画的 に発展 し,無 政府状態 はない。
当然,社 会 セ義 的商品生産 も一定程度競争的で あるが,こ の競争 と資本主義 の
競争 とは根本的 に異な り,長 期 に渡 って欠損 をつづ け,方 向転換で きない企 業
は淘汰 され るべ きで あるが,こ の淘汰 は新 たな協同を随伴す る」。資本主義的商
品生産 は,「少数者 が もっぱ ら搾取 に依存 して暮 らす資本家 に変わ るが,多 数者
は資本家 に労働力を売 らざるを得 ない。資本　1義 的商品生産 は分化が継続 し,
競争の結果,中 小 の資本家 は必然的に倒産 ・崩壊 し,最 後 は少数 の資本家集団
に独占さ溜 」.第三に,社 会主郵 」酬1犠 は潰 本礒 社会のようにすべて
を包括 する ものではない。 それ は 「主 として個人消費財 と一部の生産手段 に限
られ∬ 労 働 は もはや_w'・｠｠ではな節ミ」.こ こで の 「一部 の嵯 手 段 」と い う見
方 は不適切であ る。討論 において王珪 は,社 会 主義 の条件の下 での商 品の範 囲
につ いて次 のよ うに考えた。商品の範 囲は明確に縮小 し,「労働 力は もはや商品
で はな く,厳 密 に言えば土地 も商品で はな く,同 様 にもはや鉱山,資 源,河 川
等々 も商品で はな く」,「労働の生産物のみが商品で ある」。「資本主義 の条件の
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下 で はi労 働 の生産 物 が商 品 で あ るだ けで は な く,土 地 も商 品 で あ り,労 働 力
も商 品 で あ り」・1本 蟻 の一 切 は,す べ て商 品 化 して ㌧鋤 。
70年 代末か ら80年 代初 めは,中 国の経済学 界がマル クス経済学 の社会主義
的商品繍 の理論 に関 して傑 出 した貢献 を し塒 期であ る
.こ の時期 の職 研
究の成果 は・社会1:的 商融 産 の存在原因 と社会 礒 的商品生産 の社会的性
格 とを探究 しただけでな く,社 会主義 的商品生産 と商品交換 とを一 っの全体 と
して把握 し・社会一礒 経済 の基本的特徴あ るし、は本質的属性 は
,公 有制 を基礎
とす る計画的商品経済 も しくは言+画的に発展 す る繍 であ るとい う不斗学的概念
を提出 した ことである・ それは・ マル クス 礒 経済学 の発殿 ヒにおける_大
事件 であ り,社 会主義経済学説が取得 した突破 的進展を示 してい る
。 それは,
中国 の経 済学者の社会主義的社会構成体 に関す る認識 上の巨大 な飛躍で あ り
,
社会犠 の政治 ・経 済 ・文化 などの諸側 面の認欝 体 につ いて
,人 々に新 たな
科学 的規準 を与え た。
わが国の経済理論界 は,社 会老義経済 は商品経済 であ るという論断 を提 出 し
たが,そ れ には一つの認識過程 があ った。最初 は,社 会}義 的商品経済 の歴 史
的必然性 を明白にす ることであ った.た とえば洞 偉 は次のよ うに考え た
.「商
品経済 は,人 類社会が一定 の歴史段階 に発展 した産物で ある」
。 「資本Ji的 所
有制が廃絶 され るときに,同 時 に商品経済を廃絶す ることはで きない
。商品経
済 と資驚 義 とを同 じだ とす ることはで きず・貨幣 と資本を同 じだ とす ること
はで きない」。劉 明夫 はこう述 べた。「異なる階級関係を捨 てお き
,分 業 ・協業
の関係が発達す るか ど うかが}交 換関係 が中枢 の地位 をrilめるか どうかが,異
なる経済形態 を区分す るとした ら,こ れ までの人類 の歴 史上,自 然経済 と商品
経済 とい う二っがあ るにす ぎない」。「占典著作者が予 言 したのは
,社 会 主義の
高 い発展段階であ り・[この段階で]は じめて貨幣を用 いないで等価物 を交換 す
る経済形態,す なわち生産物交換の経済形態 が現れ る
。現在 のわが国のよ うに
生産力の発展蠕 が比較的低い社会犠 の初級 ・中級の発殿 階では商
・聡
済 であるほかない」・肖灼基 もこう考えた.社 会 犠 は依然 と して社会化 された
商品経済社会であ る。商品経済 は,わ が国の社会 主義建設 に適合す る経済形態
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で(39)。 あ る論 者 の指 摘 に よれ ば,商 品経 済 の発 展 は,人 類 社 会 の発展 の歴 史
(40}
であ り,ま た中国社 会の歴史の発展 の 「乗 り越 え られない段階」で もある。
さ らに一歩進 んだ研究 において,経 済学者 は,社 会主義経済 は計画的商品経
済で あるとい う概念 を提出 した。
孫尚清 らは次 のよ うに考 えた。「社会主義経済 は計画経済であ り,計 画的発展
の法則 は社 会主義経済の調整者であ る。 しか し,こ の ような説 はまだ不完全で
あ る。社会主義経済 は公有制 を基礎 とす る商品経済で あるか ら,計 画的法則が
社会主義経済 の調整作用 を行 うと同時 に,価 値法則 もまた必ず社会 主義経済 の
調整作用をぜ碧」。劉成瑞 らはこう考えた。「社会主義経済 は,計 画経済 と商品
経済 とい う二っ の基本 的特徴 を同時 に もっ。 この ことを認 めな ければな らな
(逡
」。謝佑権,胡 培兆 はこう考え た。「社会 主義経済 は,公 有制を基礎 に建設 さ
く　ヨラ
れ る計画経済 であ り,こ の よ うな概括 は実 際 と比較的合致す る」。王珪 は次のよ
うに考 えた。ド社会主義経済 は,生 産手段 の公有制を基礎 に してお り,各 部門,
各地域,各 企業 は根本的利益 が一 致す る全体 を構成す る」。「しか し,社 会主義
経済内部の各部門,各 地域,各 企業 の間 には,統 一性 および一致性 の一面 のほ
か に,ま だ経済的条件 の差異性お よび経済的利益 の矛盾性の一面があ る。 この
(44)
ことが,社 会主義 の労働生産物 に商品の性格 をや はり留保 させ る」。「社会 主義
経済 を一っの全体 と して見 るな らば,一 面では計画経済であ り}他 面で は商品
(45)
経済 で あ る。 そ れ ゆえ,社 会a経 済 は,計 画的 に発 展 す る商 品経 済 で あ る」。
馬 洪 は次 の よ うに考 え た。 「社 会 主義 経 済 を 自然 経 済 あ るい は半 自然 経 済 とみ
なす 見方 に焦 点 を絞 るな らば,一 定 の意 義 にお い て(こ の意義のみにおいて)・ 現
く　 ラ
段 階 のわ が国 の社 会主 義 経済 は,計 画的 商CfCI経済 で あ る」。何 建 章 と張卓 元 もま
た次 の よ うに考 え た。「社 会主 義 の基 本 的 特 徴 は,計 画経 済 で もあ り,商 品経 済
で もあ る とい う点 に あ り,0言 で いえ ば,計 画 的 に調 整 され る商 品経 済 で あ る
(47)
とい う点、にあ る」。
しか しなが ら,1981年 末 か ら1983年 の間 に,あ る論 者 は 「計 画 的商 品経 済 」
の論 断 に対 す る批 判 を 提 出 した。 彼 らの考 え に よれ ば,社 会 主 義経 済 の基 本 的
特徴 につ い て いか に論 述 す るか は,社 会 セ義 的生 産 様 式 の本質 につ い て いか に
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認識 す るか とい うことである。社会主義経済の基本的特徴 は,計 画経済 のはず
であ り,商 品経済で はない。社会 主義的商品経済を 「計画的商品経済」 と概括
す るな らば,そ のlr脚 点 はや はり商品経済 であ り,計 画 は抽象的 な ものにな っ
て しまい,妥 当性 を欠 く。商品経済 が社会主義経済 の特徴であ ることの否定 は
,
社会t義 制度 の ドでの商品生産の存在 の否定 と同 じで はない。 これは互 いに関
く　 ラ
係 のない別の ことである。社会主義経済を商品経済 と概括す るな らば,社 会主
義繍 と資本犠 経済との楯 的区別1ま曖昧模糊に認.国 家.集 団.個 人の
三者の利益 は・計画経済 によって は じめて有効 に調整 され るが
,完 全に商品関
係によ って三者の利益を同時 に配慮す ることは困難 である。 それ ゆえ,商 品生
産は説 会犠 繍 のw'的 特徴ではぜ碧1.「社会臓 鏑 品繍 」と 「社会主
義的計画経済」の併用 あるいは混用 は妥 当でない。 商品経済であ るにせ よ
,計
画繍 であるにせよ,二 つ は必 ずその うちの一つ に落 ちCJI).尉 醐 商品経
済」 とい う見方 は,社 会主義経済 の本質 を反映で きぜ駅。
上述 した批 判 あ るい は非難 に対 して,異 議 を唱 え る論 者 が あ った
。 彼 らは,
計画的商品経済 は社会主義経済の基本的特徴 であ る,と いう考 えを堅持 じ製。
あ る者 はこ う指摘 した。社会主義社会 に商品生産 と商品交換が存在す ることを
認 め るの に 社会主義経済 は商品経済 であ ると言わないのは,概 念 の もて遊 び
ではないだろ うか.経 済か ら離れ た商品生産 や商品交換があ るだろ う(男1
.さ ら
にこ う指摘 した。計画経済 の属性 を用 いて商品経済 の属性 を否定す ることも誤
りである。社会主義経済制度 の下 で,商 品貨幣関係 を手離す な らば
,社 会主義
的公有制 の経済 システムは,正 常 に運行す るすべが な くぜ署。
あ る観点 によれば,社 会主義経済 は,商 品経済で もあ り,非 商品経済 で もあ
る。生産物経済 で もあり,非 生産物経済 の商品経済 と生 産物経済 との統一体で
C5s}
もある。 あ る説 によれば,社 会 主義経済 は,商 品性 と生産物性 とが相互結 合す
(57)
る計 画経済で ある。
商品経済 であ るのか,計 画経済 であ るのか という問題 に 「立脚 点」 を絞 り,
王王玉は,「社会主義的計画経済 の特殊性 を研究すべ きである」と述 べ,正 しくな
い認識を明 白にす る必要があ ると考 えた。「第一 の ものは,生 産物経済 あるいは
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生 産物関係の経済思想 を用いて,社 会主義の計画経済 を扱 う」。 「この生産物経
済思想 は,社 会主義 の実際 とか け離れてお り,計 画経済 の要求 を実現で きない
だ けで な く,国 民経済全体 に重大な損失を もた らす」。 「第二 の もの は,計 画経
済 と自然経済 を同 じだ とす る」。 「自然経済 の思想を導 き手 に社会主義的計画経
済 を建設す るな らば,必 然的 に社会的分業の必要 を否定 し,商 品生産 と商品交
換 を排 斥 し,大 き くて も小 さ くて もすべてが ある … 封建荘園式 の封鎖 シス
テム,相 互分割 にな って しま う。 … この思想 と社会主義的計画経済 の実現
とは,こ とごと く相入 れない」。「第三 の ものは,計 画経済 と商品経済 とを連係
させれば,必 ず資本主義 を導 くと考え る」。「この観点の正 しくない ところは,
異 なる経済条件,異 なる性格の商品生産を区別 しないので,商 品生産 と資本主
義 的商品生産 とを直接 に同 じだと し,社 会主義的計画経済 と商品経済 とを絶対
的 に対立 させ ることで{58}」.こ うした認.;の 誤 りの分析後託 邸 次 のよ う
に指摘 した。「実 際には,計 画性 と商品性 は,社 会 主義経済 とい う有機 的統一体
の二っの異なる側面で あり,そ れ らは互 いに溶 け合 って不 可分であ り,商 品生
産 か ら脱離 した計画経済 は根本的 に存在せず,計 画的発展 か ら脱離 した商品経
済 もまた存在 しぜ㍗1」.彼は終始,社 会議 経済 は,「計醐 商品繍 」 あるい
は 「計 画的に発展す る商品経済」で ある,と い う観点を堅持 した。
「中、共中央の経済制度改革 に関す る決定」の発表後,学 界 は社会主義的商品経
済 の性格 について新 たな探究 を行 った。
1984年12月,馬 洪 は 『経済研究』1984年 第12号 所収の論文 「社 会主義制度
の下でのわが国 の商品経済 に関す る再探究」のなかで,次 のように指摘 した。
わが国の経済制度改革の実践 は,計 画経済 と商品経済 とが対立 す るとい う認識
が実際 に合 わない ことをすでに証 明 した。 この二年 間,社 会主義経済 は商品経
済であ るということを認 めない観点 とともに,全 人民 的所有制内部で流通す る
生産手段 も商品であるとい うことを認 めない見方が再度現れ,国 有企業 は相対
的 に独立の商品生産者であ り,自 主経営,損 益 自己責任 を実行 で きる し実行す
べ きで あるとい う見方が否定 された。 これ らの見方 と当面の経済制度改革 の情
勢 ・要求 とは,適 合 しない。実践 はわれわれが理論上次 の ことを承認 す るよ う
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に要求 している。計画経済 の属性 と商品経 済の属性 は,社 会主義経済 において
統一 可能 であ りs過 去の二者択一,こ れでなければあれ とい う古 い道 に戻 って
はな らない。
あ る論者 は 「社会主義経済 の商品性 は,社 会主義的生産関係 に内在 す る固有
の属性であ り,社 会主義 的生産関係 の システムの本質 的特徴 の一 っであ る」 と
(sの
い う考 えを提 起 した。
あ る論 者 は次 の よ うに考 え た。社会 主 義 的 商bC7C7経済 は,「公 的商 品経 済 」で あ
る。「それ は歴 史上 かつ て存 在 しなか った新型 の 商品経 済 で あ る
。そ の存 在 お よ
び発展 は・ 人類 社 会 の一 歴 史 時代 を 占 め るで あ ろ う」。 「ま とめて 誘え ば
,資 本
の奴隷 役 か ら離 脱 し(労 働力 はもう商品ではないか ら),主 と して 協 同 した労 働 者
に よ って 進 め られ る とい うこ と,こ れ こそ公 的商 品 経 済 の最 も重要 な特 徴 で あ
る」。 「この特 徴 か ら派生 し,こ れ と密 接 不 可分 の別 の特 徴 は,公 的商 品 経済 の
計 画 性 で あ る」。 「総 じて,公 有制 の基 礎 と計 画的 な発展 は,公 的商 品経 済 の 二
(61)
人 主要 特 徴 で あ る」。
あ る論者 は,基 礎(所 有制),性 格(搾 取性 をもっか否か),目 的(生 産および交換
の目的),範 囲(商 品の範囲) ,経 済 の調 整形 態 な どの側 面 か ら,「 社 会 主義 的商 品
経済と資本k義 的商品経済の本質的区別」を論証じ製。
あ る論者 は,「商品一生産物経済論」を堅持 しr「社会主義的商品経済 は直接 の
社会 的生産物 とい う属性を帯 びた商品経済であ る 」と主張 し,そ れ は 「伝統 的
商品経済 とは異な る新たな舗 」であ ると考え製。
ある論者 は次 のよ うに考えた。「公有制を基礎 とす る計 画的商品経済」という
科学的論断 は,「公 有制,計 画経済,商 品経済」という 「三者 の相互結合 の命題」
あ るいは 「三つの特徴」を含んでお り,そ れ らは,「社会 †義 経済のなかで統一
し,社 会 主義経済 の本質 的特徴 を構成ぜ碧」。
あ る論者 は,社 会 主義 的商品経済 と過 去 の社 会構 成体 の商品経済 との区別
を,一 に社 会化 二に公郁1に に言卜画経済 と概括 浬 。
ある論者 は次のよ うに考えた。「社会 主義的商品経済 は,公 有制 を基礎 とす る
ことa計 画的であ ること,人 民 のますます増大す る欲求 を充たす という根本的
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目的に服す ること,労 働 に応 じた分配 の原則 を実行す ること等々を言 うのであ
り,そ れ らは,社 会主義経済関係 の特徴を新 たに描写 したにす ぎない」。彼の見
方 によれば,「いわゆ る社会主義 的商品経済 は,社 会主義的生産関係の下で存在
し,発 展す る商品経済であ り,社 会主義経済関係 と商品経済関係 との有機 的結
(ss)
合で ある」。
あ る論者 はこう考えた。「社会主義的商品経済 は積極的側面を もち,そ れは主
(s7}
導 的側 面で あ り,消 極 的側面 も存 在 す るが,そ れ は非 主導 的側面 で あ る」。
あ る論者 は こ う考 え た。 現 在 「み な が み な社 会1義 は計 画 的商 品経 済 で あ る
とい う認 識 で一 致 して い る」。 「しか し,理 解 の相 違,観 点 の不一 致,論 争 は依
然 と して存 在 す る」。 「社 会 毛義 的 商品経 済 の認 識 につ いて」,「深 め る必要 が あ
り,そ う しな けれ ば,基 礎 は し っか りせ ず,あ る 日覆 され るか も しれ な い」。「引
き続 き前進 しな けれ ば な らず,社 会 主義 的商 品経 済 の理 論 にお いて,新 た な突
破 を しな けれ ば な らな い」。これ らの突 破 は五 っ の方 面 に及 び,そ の うちの第 一
は,「 全 人 民 的 所 有制 が た だ一 っ の統 一 的所 有 者 で あ る とす る観 点 を突 破 しな
けれ ば な らな い」。それ は 「実 際 に は,全 人民 的所 有 制 を 改革 しな けれ ば な らな
(68)
い」 とい うことである。
社会主義 的商品経済 の性格 の問題に関す る討論 は,な お も深 く進 め られ,あ
る者 は次の ように考えた。商品経済 は商品経済であ り,「社会主義的商品経済」
とい う概念 は存在 しない し,社 会 主義的商 品経済 と資本主義的商品経済 の区別
も存在 しない。 人為的 に区分す ると した ら,現 在 の商品経 済の発展 を制限 して
しまうだけであ る。 あ る者の考えによれば,社 会主義的商品経済 の特徴 を分析
しな ければな らず,次 の三層 の分析 を しな けれ ばな らない。第 一に,商 品経済
一般(社 会化された大生産と関連する商品経済…般を含む)と 社会 主義的商 品経済特
殊 とを区別す る必要 がある。 なかに立 って,社 会 主義 的生産 と資本主義的生産
の異 同を区別す る必要 があ る。第二 に,社 会主義的商品経済一 般 と社会主義初
級段階の商品経済特殊 とを区別す る必要が ある。第三 に,社 会主義諸国の商品
経済一般 と中国 の社会主義的商品経済特殊 とを区別す る必要があ り,わ が国が
発展途上国であ ることを忘れて はな らず,農 村 の多 くの地域 は自然経済 か ら商
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品経済へ移行す るという歴 史的任務を完了 しなければな らぜ魍。
「計画的商品経済」は,社 会 主義的商品経済 に特有であ るか否かの問題で
,異
なる観点が ある。 ある観点 によれば,計 画的商品経済 は,商 品経済の発展 の最
高限度で あ り,こ の段階 は社 会主義社 会において実現 され,資 本主義社会で も
実現 され る。 ある観点 によれば,計 画経済 は,社 会化 された大生産 および生産
手段 公有制の産物で あり,資 本主義国 の計 画経済 と社会 セ義国 の計画経済 とを
混 同 してはな らず,資 本主義国 は,生 産 の無政府状態 と経済恐慌 か らいずれ に
くア0)
せ よ離脱 で きない。
社会 主義的商品経済 と資本 主義 的商品経済 の異同を探究 し分析す る問題 で
,
あ る論者 は所有制 と同列 に扱えない三っの相違点 を列挙 し,ま た二っの商品経
済 が1い ずれ も価値 と使用価値 のこ 重性 を もち」,「価値法則 は,依 然 として二
つの商品繍 の躰 的繍 法則である」など18の 樋 点を列挙 じ袈
.あ る論者
は,財 産 権 関係,利 益関 係,生 産 目的,運 行 メ カ ニ ズム な どの側 面 か ら異 同 を
(72)
分析 した。
あ る時期,社 会 主義制 度 の下での労働 力 は商品で あ るか 否か の問題 にっ い
て,学 界の討論 で,労 働 は商品力a商品でないかの瀞 が現 濃
。
10年 余 もっついた社会 主義的商品経済の性格 に関する討論 は,有 益 であ り,
必要 であ った。討論 は今 も継続 して いる。討論 に加わ った一_...[.7として
,若 干の
見解 を提示 し,学 界 の同僚 の研究の参考 に供 したい。
われわれは次 のよ うに考 える。「社会 主義経済」と 「社会 セ義 的商品経済」は
,
相 互に区別 され,相 互 に関連 す る経 済的範躊であ る。社会$=経 済 の具体的形
態 を捨象 して,社 会 主義的生産関係 およびその本質を抽象的に研究す るとき
,
「社会主義経済」とい う範 疇を用 いることがで きる。一定の歴史段階の社会 セ義
経済 の具体 的形態 と結合 して社会主義的生産関係 およびその本質 を分析す ると
き,「社会主義 的商品経済」 という範疇を用 いなければな らない。 「社会主義 的
商品経済」 の内包 は,商 品経済 一般 と商品経済特殊 とい う二重 の属性 を含 む。
「公有制を基礎 とす る計画的商品経済」は,商 品経済一般 と商品経済特殊 とを統
一 した 「社会 主義的商品経済」 の最 も適切 で
,最 も完全な表現であ る。
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「社会主義経済」が 「社会主義的商品経済」 と表現 される歴史段階において,
「社会主義的商品経済」の性格 にっいての研究 は,同 時 に社会主義経済 の質的規
定性を研究す ることで もあ る。 この歴史段階 には,非 商品経済 の社会主義経済
は存在 しない。抽象的意義 の 「公有制」,「計画経済」,「労働 に応 じた分配」な
どは,い ずれ も社会主義的商 品経済の具体 のなかに宿 っている。一見 して簡 単
で,一 唱 瞭然 にみえ る経済範躊(公 有制,計 画経済 労働に応じた分配など)は,い
ずれ も複雑で入 り組んだ商品経済 のなか に体現 され る。 この意味で,社 会主義
的商品経済 の性格 の研究 は,社 会主義経済の性格 の研究 であ り,社 会主義的商
品経済 の性格 の判断 は,社 会主義経済 の性格の判断で ある。
「社会主義経済 」が 「社会主義的商品経済」と表現 され る歴史条件 の下 で,社
会主義経済 の性格 あ るいは社会主義的商品経済 の性格 は,結 局,何 なのか。 そ
れ は,公 有制 を基礎 とす る計 画的商品経済で ある。すなわち,一 定 の歴史段階
にお いて,社 会主義経済 は,公 有制を基礎 とす る計 画的商品経済 となる。上述
した ごと く,こ の表述 は,商 品経済一般 と商品経済特殊 とを統一 した ものであ
る。 当然 この統一 は,決 して単なる寄せ集 めで はな く,商 品経済一般 と商品経
済特殊 との弁証法的統一・,すなわち社 会主義的商品経済の内在的矛盾であ る。
価値を創造す るために生産 し,価 値 を実現 す るために交換す ることは,商 品経
済 の最 も一般的,最 も本質的 な特徴 である。 この特徴 は,社 会主義の条件の下
で,消 極性 と積極性 の二っの側面 と して現れ る。消極性の側面か ら言えば,企
業の生産 ・経営 において,社 会 の全体 の利益を考慮せず,局 部 と個人 の利益 を
もっぱ ら追求 し,す なわち社会や全体の利益 を放 りだす 「すべて金 の見方」 に
集 中的に現 れ る。積極性の側面か ら言えば,企 業 の生産 ・経営 において,社 会
や全体の利益 と局部 や個人の利益 とを共 に考慮 し,必 要価値の生産を増 やす こ
とに集中的 に現れ る。 これ はまさに社会主義 の基本 的経済法則の要求であ る。
社会主義的計画経済 も,社 会主義 の基本的経済法則の要求 に制約 され,そ の 目
的 もまた必要価値 の生産 を増やす ことで ある。 それ は,社 会主義的商品経済 の
内在的矛盾 を構成 し,そ の内容 は,経 済的利益 の差 異性 と一致性 あるいは局部
性 と全体性 の矛盾であ る。 それ は,社 会 セ義経済内部の非 敵対的矛盾で ある。
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社会 主義的商品経済の本質的属性 および内在 的矛盾を分析す るとき,社 会 主
義 的商品経済 を,商 品経済特殊 とみな し,資 本 主義的商品経済 と比較 して,社
会主義的商品経済 の特殊性 について,い っそ う全面 的で科学 的な認識 を もっ よ
うに しなけれ ばな らない。
「社会主義 の商品経済関係 は,資 本 主義 の商品経済 関係 と根本 的 に区別 され
く　 　
る」。第一 に,「 最 も顕著 で最 も根本的 な区別 は,生 産 の主体であ る。 資本 主義
の商品生産者 は,私 的資本家 であ る。 … 資本 ・財富 の最終的 占有 は私的資
本家お よび私的資 本家集団である。社会主義の商品生産者 は,私 人 および私人
集団ではな く,協 同労働者 の集団一 一企業の協同労働組織であ る。 前者 では私
的資本家が生産 の主体 であ り,後 者で は協 同労働者 が生産の 主体であ る。 この
二つ は明白に異な ってお り,混 同 して はな らない」。第二 に,「 資本 主義 の商品
経済関係 の システ ムにお いては,等 量 の労働 の互換 とい う平等の関係 は,生 産
関係 の外在 的形態 にす ぎず}そ れは,資 本 占有者 と雇用労働者 の間の搾取 ・被
搾取 の真の関係を覆 い隠 して いる。 これに反 して,社 会 主義 の商品経済関係 の
システムにお いては,等 量 の労働 の互換 とい う平等の関係 は
,形 式上 も内容上
もすべて実現 されて いる。 ここで労働者 と占有者 は合わ さって一体 とな り
,新
型 の特殊 な商品経済関係 を形成す る。企業 の協同労働組織 の聞 には,等 量の労
働 の互換 とい う平等原則が貫 いているだけで な くT企 業 内部の労働者個人が消
費財 を獲得す る過程 において も,依 然 と して等量 の労働 の互換 とい う原則 が貫
いている。個 人が一定 の形態 で提供 した労働 は,別 の形態 で等量(社 会的控除を
なした後)が 戻 って くる。この ことか ら分か るように,商 品経済の平等関係 は,
社 会犠 にお いて 粉 に体(75}」.第 三1撮 も腰 な点 であ るが,資 本蟻 の
商品経済関係 は,資 本主義的私有制 と雇用労働 に もとついて いるので,根 本的
には無政府的で ある。社会主義 的商品経済 は,社 会 主義的公有制 と社 会主義的
協同労働 に もとついてお り,こ れは,計 画経済 と商品経済 との相互統一 の現実
的基礎 を構成 している。社会主 義的商品経済あ るいは社会 主義経済 は,公 有制
を基礎 とす る計画的商品経済であ り,こ れ はまさに,上 述 した根本的区別 の科
学的概括 を反映 してい る。
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社会主義的商品経済 の特殊性を研究す るさい,同 時 に,社 会主義 の条件 の下
での労働 は商品か否かの問題が あるが・ われわれの基本的観点1も6)それは商
品で はないが,生 産要素 の0っ であ り,必 然的 に価値化す る・ とな る。
社会主義 的商品経済 に,直 接 に社会的 な生産物 の経済 の要素 が含 まれ るか否
かの問題 について 言えば,社 会主義経済 は商品経済で あるのだか ら,必 然 的に
社会主義 の歴史過程全体(初 級段階および高級段階を含む)の 経済 はすべて,商 品
経済 と して表現 さ撚.わ れわれ は,こ の観 点に賛成 であ り・「いわゆ る"薩
物 性・ あ るいは"生 動 繍"は ・社会犠 に鵬 の内在蠣 性で はな く(78)伝
統 的観念および旧経済体制が,社 会 主義 に無理 に押 しつけた外 的要素である」。
② 社会主義的商品経済 の前途 に関す る研究
社会主義的商品経済 の存在原因およびその性格の相関問題 は,社 会主義的商
品経済 の歴 史的運命 あるいは発展 の前途 の問題である。 それは,マ ルクス主義
の共産 主義理論 および学説全体 に及ぶ大問題で ある。討論 において,お おむね
以下 の観点 があ った。
a社 会 主義的商品経済関係 と二つの公有制 は,存 亡 を共 にする
この観点 は,二 っの公有制 を社 会主義社会 の商品生産お よび商品交換 の存在
原因 とした推断 に もとつ いて いる。「貧 しいままの移行」「早す ぎる移行 」 とい
う 「左」 よ りの思想 の影響 の下で,集 団的所有制 か ら全人民 的所有制への移行
を実現す るだけで,商 品関係 はただちに消滅す る,と 考えた。本巻で考察す る
歴史時期 か ら見 ると,こ の 「ただちに消滅」論 は,学 術文献 に十分 に明確 に,
また集中的に反映 してお らず,二 つの公有制 の併存のみが社会 主義社会 に商品
経済 関係が存在す る原因で あるとす る認識 を堅持す るとき,意 識的 あるいは無
意識的 に1二 っの公有制 と存亡を共 にす る」 とい う観点 に戻 って しま うのであ
る0
b社 会主義的商品制度 と資本主義が生 まれる可能性 との相互関係
70年 代末 か ら80年 代初 めに,若 干 の論著 はi社 会主義 的商品制度 と資本主
義が生 まれ る可能性 との相互 関係[の 問題]を 再度提 出 した。 た とえば,こ う
である。「社会主義 的商品制度 は,資 本主義的商品制度 と根本的 に異 なる本質的
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特徴を有 しているが」,「商品制度一般 との共通性 も有 してお り
,旧 社会 と多か
惚 なかれ差iな い側面が存在 し依 然として資本臓 を生みだす可能性力∫
ある」。「社会主義 的商品制度 はまだ完全で な く
,健 全で ない側面があ り,多 く
の饗 評 漏があり」・「新たなブルジョア分 子誕生のための・㈱ 条件を提供
している」。 「社会主義社会 において,商 品生産 は資本 主義 を生みだす ことがで
きるが,社 会主義 の生産関係 を反映す ることはで きない
。 これ は奇怪 なことで
はない。 商品 の本性 とその発展傾向か ら言えば,資 本主義 とは親 密で,社 会主
義 とは疎遠で あるのだカ1㌦ この観点 は,以 後 の論著 においてあ まり見 られな
くな った。
c社 会主義的商品生産の発展 はz資 本主義 をもたらさない
この観点 は,早 くも50年 代末か ら60年 代初 めに
,あ る論者 が提出 した。70
年代末か ら8・年代初 めに・二っの論拠 が提 出 された.一 つ は,社 会 議 制度 と
社会主義社会 とい う二っの概念を区別すべ きである,と す る。「社会 主義制度 と
社会 主義社会 は,二 っの異 なる概念であ る。社会 主義社会に資本セ義 の要素が
存在す るけれ ども,そ れ は社会主義制度 の対rr物 であ り
,社 会主義制度の外 に
存在す るだけであ る」。「社会†義社会 において,社 会主義 の商品生産 と商品流
通 は・すで に支配的地位 を占めている。 しか し,少 量で体系的で ないが資本 主
義的性格 の商品生産 および商品流通 に属す る もの もまだ存在す る
。両者 は相互
に排斥 しあい・常 に激烈 な闘争 のなかにあ る」。国家が管理を強めy打 撃 を与え
る条件 の下で,「 社会主義 の商品生産 と商品流通 が深 く広 く発展す ればす るほ
ど・繍 的1二ますます都市儂 村の資本機 的活動に強い制限と膠 を与える
ことがで きる」。いま一っ は,社 会†義的商品生産 と資本 主義的商品生産 との異
なる性格 をは っきり認識すべ きであ る,と す る。「社会 主義的商品生産 と資本 セ
義的商品生産 は,性 格上z根 本 的に異な る商品生産 である
。 その発展 は,資 本
礒 を もた らさ総3!」。
d社 会主義的商品経済 と労働 に応 じた分配 は
}存 亡 を同 じくす る
ある論者 は,次 の ように考 えた。 「社会主義 的商品関係 と労働 に応 じた分配
は,同 一 の根源か ら生 まれ る」。「全人民 的所有制 の企業 の間で
,な ぜ労働の補
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償を相互 に計算 して比較 しなければな らないのか,な ぜ彼 らが相互 に交換す る
生産物 を商品 に しなければな らないのか。最 も根本的 な原因 は,企 業 のなかの
労働者が泊 己の労働報酬 を計算 し比較 しな ければな らないか らで ある」・「社
会主義 の労働者 の このよ うな地位 および特徴 は,消 費財の労働 に応 じた分配 を
決め,労 働生産物の交換は滴 品交蘭 了うことを要儲 」.それは・社会主
義的商品経済 と労働 に応 じた分配 とが存亡を同 じくす るとい う観点 を表 してい
る。
e共 産主義経済 もまた商 品経済である
50年 代末,干 光遠 は,未 来 の共産 主義の高 い段階の初期 にも,商 品関係 が留
保 され ると考 えた。80年 代 の初 めにな って も・彼 の この観点 は変 わ らなか っ
兜180年 代,共 産主義 の高 い段 階 に商品経済 が存在 す るか否かの問題 に関 し
て,李 柄 炎 は 「商 品経 済 万歳 論 」 を明確 に提 起 した。 彼 は 「価 値 法 則 万歳論 」
を論 評 した さい,次 の よ うに述 べ た。「共産 主義経 済 は商 品経 済 で あ り,生 産 物
経 済 で はな い」。 「"価値 法 則 万歳 論"は 完 全 に,"商QCiCi経 済 万歳 論"の 基 礎 とな
り博弩 」。同時 に彼 はこ う考 えた。社会的分業 は,主 体の分業お よび客体 の分業
とい う二っ の側 面 に区分 で き る。 主体 の分業 とは職 業 の分 業 で あ り,客 体 の分
業 とは"業 務 の分 業"で あ る。 後 者 は消 滅 しな い だ けで な く,交 換過 程 お よび
商 品 ・貨 幣 もま た消滅 せず,商 品経済 は消 滅 しな い。 この社 会 的分 業 は,消 滅
しな いだ けで な く,ま す ます 発達 し,共 産 主義 社 会 は,依 然 と して商 品経 済 社
会で認 。
卓燗 は,社 会的分業説 か ら立論 し,共 産 主義経済 は商品経済 あるいは計 画的
商品経済 である,と 一貫 して考えた。彼 は60年 代初あ以来,こ の観点 をず っと
堅持 してきた。「社会 主義が共産主義へ徐 々に実現[移 行]す るにつれて,社 会
機 の商品繍 は洪 産犠 の商品繍 へ進讐」.「われわれは,社 会犠 の商
(89)
品経済(共 産主義に含まれる)を 計画的商品経済 と呼ぶ」。
f社 会主義的商品経済の 自然消滅
これ は,わ れわれの観 点であ る。
社会 主義的商品経済 の歴 史的地位 あ るい は発 展 の前途 は,ど のよ うな もの
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か。第一 に,社 会主義的商品経済 は大 いに発展 す る必要があ る
。 このよ うな大
発展 は,社 会 主義 の歴史段 階全体 と社会 主義 か ら共産主義 の高 い段階への移行
の全過程を貰 く。第二に,社 会†義的商品経済 の発展 の全過程 は,ま さに 自然
消滅に向かう条件を創造する過程で認 。
3社 会 主 義 的 商 品経 済 と計 画 的 発 展 と の相 互 統 一 理 論
上述 したよ うに,経 済学 者卓燗 は,「社会主義的商品経済」は 「計画的商品経
済」 であることをいち早 く提出 していた。 この観点 は独創 的見解であ る
。 しか
し,彼 はこの とき 「社会主義的商品経済」 と述 べただ けであ り
,社 会 霊義的商
bす なわち計画的商品経済 が
,社 会 議 経済 の本質的属性 あるG・は躰
的特徴であ るとい う高度 な認 識を示すには至 らなか った。学界 は,こ のよ うに
高度 に集中的 に,商 品経済 と計画経済 の関係 を討論 したが,1'と して1978年 末
の党 の第11期3中 全会以後 に展開 され たので ある
。討論 はおよそ二つ の時期
に分 け られ る。一 つ は,第11期3中 全会か ら第12期3中 全会 まで
,い ま一 っ
は,第12期3中 全会以後 であ る。 討論 の結 晶 は,前 期 では1984年 の 「中共中
央の経済制度改革 に関す る決定」 に体現 されてお り,社 会 主義的計 画経済 は,
公有制を基礎 とす る計画的商品経 済であることを確認 している
。後期 で は第13
回党大会 の文献に体現 されている。文献 は 「決定」 の精神 を重ねて表 明 し
,そ
の認識 によれば,「決定」は社会主義経済が公有制 を基礎 とす る計画的商品経済
であ ることを明確 に指摘 したのであ る。
以 ドにおいて,商 品経済 と計画経済 との関係,あ るいは社会主義 的商品経 済
と計画的発展 との関係 の若 干の観点 にっ いて,全 体的に少 しばか り評述 してみ
たい。
あ る観点 によれば,社 会主義的商品経済 と計画経済 は
s相 互統一 が不可能 で
ある。 この観点 は,い ずれ も人類社会 の経済発展段 階か ら問題 を提 出す るが
,
強調 の重点 は異な り,あ る論者 は商品経済 を強調 し,あ る論者 は計画経済 を強
調 して,結 果 はいずれ も両者の相互統一 は不可能 だとす る。
商品経済を強調す る論者 は,次 のよ うに主張す る。「人類社会 の経済発展 が,
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自然経済商 品経済 計画繍 の三段階に区分できるとしたら現 在まだ全世
界 は商 品r'の 段階 にあ る・ 自然繍}ま すでに終 わ り・計 画繍 の条イ轡'ま
だ準備 されてお らず,と りわけ発展途上国 においてはなお さらそ うで ある・す
なわち,「現在」の ところ,商 品経済 と計画経済 の統一 はやは り困難であ る。
計画経済 を強調 す る論者 は,次 のよ う1こ搬 す る・ 哨 然経済 か ら商品経済
へ さ らに計 画経済 へは,人 類社会の繍 発脚 三段階を示す もので ある以上・
社会主義制度 は必然 的に資本主義制度 に取 って代 わ り,社 会主義 的計画経済 は
必然的に無政府状態の市場経済 あるいは資本主義的商品経済 に取 って代わ る。
したが って,"社 会 主義的商品経済"と い う範IIIIと,"社 会a:的 計画経済"と
い う範 疇の併用あ るいは混用 は,妥 当でな い。商品経済で あれ,計 画経済であ
れ,両 者 は必ずその一つに落 ち着 く.わ た しの考 えで は・社会犠 経済 の本質
的特徴 は計画経済で しかあ り得 ない。 それを二重性 を もっ(計 画性をもち,ま た
商品性をもつ)と 言 い,社 会主義経済で はな く,混 合経済だ と言う。歴史発展 の
過程か 硯 れば,商 品繍 の発展か らのみ計 画経済 に 上昇す る・計画経済 は・
さ らに高い段階の経済形態 である。社 会主義経済 を"商 品経済"に 降格 す るこ
とは,当 然歴史 の後退 であ る.事 実,計1醗 済で ないと した ら・ とうてい社会
」1とは言 慧 罪ミ」.こ こで鞍 な問題 は,や は り社会臓 繍 の楯 的特徴 あ
るいは基本的特徴 の認識問題であ る。 ある者 は,「 社会 主義経済の基本的特徴
は,計 画繍 で あり商 品経済で1まない」 とt張 霧.社 会議 繍 をQ[ll」経
済 と概 括 す るな らば,社 会 主義 経 済 と資 本 主義 経 済 の本 質 的 区 別 は曖 昧 にな
(94)
oあ る者 は 「計 画的 商 品経 済 」 とい う見方 を批 判 し,次 の よ うに考 え た。 こ
の見方 は 立脚 点 を商 品経 済 に置 い て お り,計 画 を もつ ことを抽 象 して しまい・
あるいは計 画性 を商品繍 嘱 す る ものに して鳳 あ る者の見方 によれ}よ・
社会主義の計画経済 と商品経済 は,同 等の もの として論 じられず,そ れゆえ相
互統一 はで きな い。
ある観点 によれば,社 会主義 の計画経済 と商品経済 の関係 は,主 補 〔主従〕
関係であ る。
若干 の論者 は,計 画的発展法則 が国民経済 の調整 において主導的作用をす る
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という端 をし・次のように考えた・社会蟻 国家は滴 品/'を 発腿 せ,
価値法則を利用 し・緬 繍 に従属 し訣 して商品繍 の龍 的簸 を許さず
,
各種の騙 生醗 計醐 発展の軌道に弓1き入れる。この観点を評述する人々
は,「新 計画経済学派」 と呼ば冠鯉。




70年 代末誘 る者 は倒 酷 則 と緬 的発展 の法則を論述す るさい1
こ,そ れ ら
の間 は 「対 、ゆ 統一 の関係」であ ると考え
,に の対 鈎 続 の関係 にお いて」,
「われわれが行 うのは社会 礒 繍 であ り
,資 本蟻 繍 で はない」こと轍 調
した。したが って,「計画的比例的発展 の法則 はおのず と セ導的地位 を占めざる
を得ず・ それは生産手段 の公有制1こよ って決定 され
,歴 史的必然であ る」.「し
か し洞 時 にまた・価値法則 の謹 作用を利用 しなければな ら潰71」
.そ れ は,
実際 にはY社 会礒 的公醐 および言卜画的簸 と商品繍 との関係 を
,あ る種
の外在的 な 「対 立の統一」 の関係 と見 なすのである
。
80年 代末・計画繍 と商品繍 。ま対立の統一であ ると論述 す るさいに
,あ る
者 は次 のよ うに考えた・ 醐 繍 の社会的性格 は
,計 画繍 と商品繍 が統_
で きるか否かを決め る条件 であ り・社会主義的商品繍 は客観的 には市場経済
の調 整制度 を排斥 す るので計 醗 済 と相互統一で きるが
,し か しこの対 立の
統一 につ いてi統 一 の側面のみを翻 し,対 立の側面を軽視 してはな ら書1。
この対rの 続 の説 は・外在的 な対 ⑳ 統一 の説 とは異 な り,計 離 と商品・性
の間 の楯 は 「内在的楯 」 であ るとaす る
.こ の矛盾を生む 「基礎」 は異
な り・計画性 の基礎 は統一性 である
.す なわち公有制 の上に続 を形成 す る社
会繍 の全体で ある・商品性の基礎 は多元性 であ る
.す なわ ち鮪 制繍 の内
部 の各部分間の利益 の差異 は・繍 主体の多灘 を形成 す る
.し たが って丁計
画性 と商品性 の間の矛盾 は 「内在的矛盾」で あると考え る
。
あ る観点 によれば,社 会 主義経済 は,商 品関係が存在す る計画経済 あるいは
市場 メカニ ズムを含 む計画経済 である。
この観点 を もっ論者 は,社 会主義 の商品性 を重視 し,さ らにその計画性 を重
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視 し,計 画経済を立脚点 にす ることを主張す る。彼 らは次 のように主張 した。
「社会主義経済 は,生 産手段 の公有制 を基礎 に,商 品生産 と商品交換 とが存在す
る計画経済 で 認 」。「社会 議 繍 は,市 場 メカ ニズムを含 む計画繍 で あ
零雪。ある論者 は,さ らに一歩進 んで次 のように指摘 した。「計 画を もっ ことは,
社会主義的商品経済 の特徴 である」。r社 会主義的商品経済 は,生 産手段 の公有
制 を基礎 とす る商品経済 である。 したが って,国 家 の経済計画機 関 は,こ の商
品経済 について計 画化を行 う」。「個別企業か ら見て計 画が あるだけでな く・社
(101)
会全体 か ら見て も計画がある」。
ある観点 によれば,社 会 主義経済 は,計 画性 と市場性の相互結合であ る。 こ
の観点 を もっ論者 は,次 のように考え る。「社会主義 は,本 質的 には計画経済で
あ り,同 時 に商品経済であ るとは言えない」 と主張 した り・ あ るいは 「社会主
義経済 の基本的特徴 は,商 品経済で あ り}計 画経済で はない」 と主張す るがi
いずれ も全面 的ではない。「計画性 と市場性 の相互結合 は,社 会主義経済の本質
(102)
的特徴であ る」 と言 うべ きであ る。
ある観点 によれば,社 会主義経済 の計 画性 と商 品性 は,主 補 関係で ある。類
似 した見方 はかって,党 の文献や一部指導者 の発 言に反映 した ことがある。学
界の討論で も,多 くの人 々が この観点 を もってい る。孫冶方 は,「計画経済 の堅
持 を主 とし,市 場調整を補 〔従〕 とす る」 と題す る座談会 を主催 した。座談会
で ある者 は次 の ように明確 に提起 した。「社会主義 の本質的特徴 は計 画性 であ
(103}
り,そ の補 助 的属 性 は商 品 性 で あ る」。
0時 期,r主 補 」論 は,学 術討 論 の話 題 にな っただ けで な く,実 際 の活 動 にお
け る方 針 ・政策 の指導 原 則 にな った。 今 で もあ る面 で,た とえば,計 画 と市場
を区 分 けす る操 作 で,や は り一 定 の影 響 を もって い る。理 論 ・認 識 面 にお け る
影響 も否定 で きず,ま さに醇暮 橋 は次 の よ うに指 摘 した。 中 央 が 「計画 経済 を
主 と し,市 場調 整 を補 とす る」 を提 出後 も,若 干 の同 志 は,計 画 と市 場 を対 立
(iO4)
させ,国 家計画 と価値法則 を対立 させ ているかのよ うで ある。醇暮橋 はかつて,
こう主張 した。社会主義経済 の最 も重要 な特徴 は,商 品経済で はな く,生 産手
段の公有制を基礎腱 設される計画繍 で認 と.近 年,彼 は価値法則の広
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範 な作用 に注 目 して,「広義 の価値法則」を提 出 し,次 のよ うに考えた。経済関
係 を正常化す ると した ら,ま ず最初 に価格体 系を正常化 しなければな らず
,価
格体系 を正常化 する最 も有効 な方法 は,価 格 を開放 す ること,す なわち,価 格
について は価値法則によ り市場調整を させ,徐 々に計画価格 に代えて市場価格
糾'る ことであ る・ こ うしては じめて・価値法則 躰 当に遵守 す ることにな
る。 この ことは,あ る意味で,醇 暮橋 が 「計画経済」論の観点 を改めた,と 言
うことがで きる。
ある観点 によれば,社 会 主義的計画経済 と商品経済 は
,本 質 的に一致 す る。
党 の第12期3中 全会 は・識 の転換点 にな った。学界 は,[第12期3中 全会
の]「 決定」 が確認 した 「社会主義 は公有制 を基礎 とす る計画的商品経済 であ
る」にっいて,大 量 の論文を発表 した。あ る者 によれば,「計 画経済 と商品経済
は現 段 階において泌 然 的にx107)あ る者 によれ尉 計 画繍 と商品
経済 は,社 会主義的公有制 を基礎 に,同 時 に存在す る
。 したが って,両 者 の統
一 もまた
,社 会 主義的公有制 を基礎 とす る統一 である」。 「両者 は互に外在で な
く・互 に耕 す るが,一 つの続 体 毬 署」.あ る者 によれば,「 商品経済 とq+
画経済 はすべて,社 会化大生産 の生産形態で あ り,両 者 は統一 で きる し,計 画
的商品経済を轍 霧 」.あ る者はこう述べた.「社会†義的計画繍 と商品経
済の統一性 は,四 っの側面を通 して反映す る。 その第一 の側面,す なわ ち公有
制 の決定的作用が最 も基本的である」。そのほかの3側 面,す なわ ち社会主義 的
計画経 済 と商品経済 は,「社会主義 的公有制 の本質的属性 を必 然的 に共同で体
現 し」・「相互 に融合 し・相互 に促進 し」,「作 用 は一致牲を もち」
,「 すべて これ
を基礎に誕生 し溌 戯2」.所 儀 者 は1まぼすべて
,次 のよ うに考え た.社 会
主義 的計画経済 と商品経済 の相互統一 は,社 会主義経済 の本質 的特徴で あり,
その最 も科学的な総括 は,社 会主義経済 は公有制 を基礎 とす る計画的商品経済
であ る。
あ る観点 によれば,社 会主義的計画経済 と商品経済 は,矛 盾 の統一であ る。
この観点 によれば,計 画経済 と商品経済 との公有制 を基礎 とす る有機的統 一
は,社 会 主義経済の本質的特徴であ る。 しか し,計 画的商品経済 の二っの属性
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として も分析で き,そ れ らの間の関係 は,矛 盾の統一 の関係であ る。「それ らが
統0し てい るということ,そ れ は次 の理由による。①両者 は相互 に前提 とな り,
相互 に依存 し,一 方 がな くな ると,も う一方 も存在で きな くなる」。「②両者 は
相互 に浸透 し,相 互 に融合 し,相 手 のなかに自分 があ り,自 分のなかに相手が
ある」。 この統一性 は,「生産手段 の公有制 に根拠 があ る。同時 に,計 画経済 お
よび商品経済,そ れ らの内在的 な客観法則,す なわち計 画的で比例的な発展法
則 および価値法則の作用 はすべて,社 会主義の基本的経済法則の制約を受 け,
社会 主義的生産 の目的に必ず服従 し奉仕 す る」。「それ らが矛盾 しているとい う
こと,そ の主要 な表現 は,① 計画性 と盲 目性 の矛盾」,「②一致性 と差異性 の矛
盾」,「③続 性磯 動性の稲 」で総 ある都 湘 互通行湘 互浸透 相
互依存を用いて統一性 を説明 し,利 益 の一致性 と差異性,あ るいは長期的利益
(112)
全体 の利益 と目前 の利益,局 部 の利益を用いて矛盾性 を説 明 した。
この問題 の討論 は,ま だ継続中であ る。あ る者 は,計 画経済 と商品経済 の関
係 でどち らが主か とい う問題 を提起 し,次 のように考えた。社会主義の経済構
造全体か らみれば,両 者 を単純 に強調 す ることはで きないがa社 会主義初級段
階の経済 の本質的属性 および経済制度改革の要求 か らみればs「 まず商品経 済」
ということに姦習。ある者 は こう述べ た。「社会主義経済 は,計 画経済 と商品経
(114)
済 の統 一 で あ る」とい う命 題 は,「局 限制 を もっ」。あ る者 は,「計 画的 商 品経 済」
(115)
の代 わ りに 「社会主義的商品経済」を用 い ることを主張 した。 あ る者の考え に
よればyも し党の第12期3中 全会以前の経済制度改革 における分岐が,† とし
て商品経済 に対す る見方 に表れていた とすれば,計 画的商品経済を確 立 した以
後 にお ける理論 界の分岐 は,主 と して市場経済 に対 す る見方に表れている。 市
場経済 に対す る分岐の本質 は,商 品経済 の認識 の分岐の延長であ り,別 の形態
を採 る商品繍 の分 岐の継続 で認.あ る者 は欧 の ように述 べた.「計画的商
品経 済 」につ いて の理 解 は,計 画 と市場 の関係 につ いて の認 識 に集 中 的 に表 れ,
「計 画経 済 論 」,「市場 経 済 論 」,「計 画 主 導 ・市場 基 礎論 」,「対 立 の統一 論 」,「内
(117)
在的統一論」 などのい くっかの観点 を形成 した。 ある者 は,臼 分 の基本的見方
を次 のよ うに表 した。「改革の堅持 は,市 場 の役割 の発揮 だ と言 って何 らはばか
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ることはない。改革 は,市 場 メカニズムの役割 を軽視す る観念や実践,市 場 メ
カニズムの軽視・ 市場調整 の軽視 商品経済の不要視 を改 めることを要求 して
いるか らである。しか し,市 場 の役割 の重視 は,決 して計画経済を否定 した り,
r陽 繍 を樋 的に実行 す ると言ってい るわけで は欝1」.あ る者 は こう述 べ
た。「生産 力の基準 は,社 会主義 にも,資 本主義 に も適用 され る」。「社会主義 と
資本1'.は,明 確 に対 立す る二極 で はな く,両 者の間 には多 くの共通点 があ る。
た とえば,生 産 の社会化 と管理制度 の科学化,さ らに商品経済 の発展,等 々」。
「現代資本 ↑義 は,人 類文明の新 しい成果 を反映 してお り,社 会化商品経済 の
"最高学府"で あ る」
。「資本 主義の本来の面 目に応 じて,資 本 圭義 を再度認識す
るな らば,社 会化商品経済 の一般法則 と本質的要求 を深 く認 識 し,わ が国の現
行制度 と資源の最適配分の間 の矛盾を一歩進 んで研究 す ることを助 け,社 会 主
義 と商品経 済の接点を探 し,わ が国 の現行制度 の商品経済 に対す る歪曲現象 を
改め,克 服 す ることがで きる」。r経 済運行 の基点 を,商 品経済 を基礎 とす る軌
道 に転換」 す る必要 があ る。 いわゆる 「商品経済 は,実 質的 には市場経済であ
翫
これ らの観点 および討論 につ いて,ど のように考えた らよいのか。
社会 豆義経 済理論 の問題 につ いては,一 つの認 識過程 があ り,時 期が異なる
につれて・表述 の方法 もまた異な る。社会 主義経済 の性格 の特 徴につ いて,わ
れわれの基本 的観点 は,「計画的商品経済」あるいは 「計 画的 に発展 す る商品経
済」であ る。 しか し,あ る時期,「 公有制 を基礎 に,商 品経済 と相互 に統 一す る
計画経済」 あるいは 「公有制 を基礎 に,計 画経済 と相互 に統一す る商品経済」
などと表述 したことがあ る。計画 と市場の関係 において,わ れわれの基本的見
方 は,計 画的市場調整 であ り,と きにはこれを 「計 画的調整 と市場調整 の相 互
結合」 とも表述 した。 これ らの異 なる表述 は,す べて計画経済 と商品経済を統
(120}一 させてお り
,そ れ らの間に本質的差異 はない。
これまでわれわれは,社 会主義 的計 画経済 と商品経済 は,矛 盾 の統一 あるい
(121)
は有機的統一 であ る,と 考えて きた。 この統一牲 は,社 会主義 の協同労働 の性
格,社 会主義 の生産 関係 の性格,社 会主義的公有制 などの経済範疇お よび社会
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主義 の基本 的経 済 法則,社 会 主義 の計 画法 則,価 値 法 則 な どの経 済 法 則 によ っ
て,決 定 され る。「この統 一 性 は,計 画経 済 が一 っ で あ り,商 品経 済 が別 の一 っ
で あ る と 言 って い るの で はな い。 両 者 と も社 会 セ義 社 会 の な か にあ る。社 会 主
義 経済 は,計 画 的 で あ り,商 品経 済 で もあ り,同 時 に二重性 を も って お り,同
(122)
一 の事物 の 二つの側面,同 一 の経済関係 の二つの側面 である」。
た しかに計画経済 と商品経済 は,二 つの異な る意義 によ って区別 され る経済
範 疇に属す る。計画経済 は,社 会的生産 の調整系列 の経済範躊 に属 し,そ れ は,
社会的労働 が比例的配分法則 によ って実現す る方式Lの 変化 を表 し,あ るい は
社会的生産の調整方式 は,計 画的意識的調整で あるか,そ れ とも無計 画的 自然
発生的調整であ るか を表す。商品経済 は,社 会的労働 の交換方式の系列 の経済
範疇 に属 し,そ れは,社 会的生産過程 にお ける生産者間の経済関係の変化 を表
し,あ るいは彼 らの間の労働交換の方式 は,商 品交換 の形態を採 るか どうかを
表す。計画経済 と商品経済を現実の経済形態 と見なさず,抽 象 的な経済範疇 と
のみ見 なすな らば,計 画経済 は,経 済 の統一性 と利益の一致性を前提 に し,商
品経済 は,経 済 の独 、ア性 と利益 の差 異性 を前提 にす るので,こ うしてそれ らは,
必然的に矛盾す るかのよ うで ある。事実,計 画経済 と商品経済 は,条 件的統一,
矛盾の統一,現 実 の統一 である。計画経済 と商品経済 の統一 は,条 件的であ る。
第一 に,計 画経済 と商品経済の相 互統一 の現実的基礎 は,社 会主義 的公有制
と社会主義的協同労働であ る。 これを基礎 に,計 画経済 を実行 する必然性が存
在 し,ま た商品経済 を発展 させる必然性が存在 す る。社会 主義 の商品生産者 ・
経営者 の間,社 会 主義 の局部 的協同労働 と社会の協同労働 の間 には,経 済的利
益の差 異性 が存在 し,ま た根 本的利益の一致性 も存在す る。 それ は,現 実 の矛
盾 の統一 を構成す る。
第二 に,社 会 主義的生産 の目的は,必 要価値 の生産 の増加 であ り,こ の こと
は,社 会主義の基本的経済法則の要求で ある。社会 セ義 の計画法則,価 値法則
の作用 は,す べて社会主義 の基本的経済法則 の要求 に制約 され る。社会主義経
済 にお いて,局 部 的協同労働組織 および社会経済系統 の制御機構 の期待値 は,
いずれ も必要価値 の最大化 である。社会主義 の利潤 と税収,賃 金 と賞与 は,必
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要価値 の うちの社会的必要価値,個 人 的必要価値 の転化形態 あ るいは表現形態
にす ぎない。総 じて,社 会 主義の基本 的経済法則,計 画法則,価 値法則 の作用
によ って,計 画経済(し たがって計画的調整)と 商品経済(し たがって市場調整)は ,
相互 に転化 す る。すなわち制御機構が行 う資源配分 は,局 部的協 同労働の 目的
を実現 し,局 部的協 同労働組織が行 う資源配分 は,制 御機構 の要求 に合致す る。
当然,制 御機構が位 置す るマクロ的地位 は,入 民全体 の長期 的利益f全 局の利
益 に着眼 して,資 源配分を行 うべ きことを決定す る。 したが って,既 定 の資源
配分 においてyこ の利益 と局部的協 同労働組織 の短期的利益,労 働者個 人の利
益 とは,一 定 の矛盾 を生 む。局部 的協 同労働組織間,労 働者個人間 に も一定 の
利 益の差異が存在す る。 これ らの矛盾 および差異 の処理 が妥当でなければ,資
源配分 の最適化 に対 して障害 を形成す る。しか し,そ れ らの矛盾および差異 は,
非敵対的であ る。 うま く処理すれば,[矛 盾 は]解 決で きる。
第 三に,価 値法則の要求 と計 画的発展法則 の要求 は3比 例 的に社会的労働 を
配分す るとい う一点 で,一 致性 を もってい る。 この一致性 はr社 会主義 の条件
の下で,社 会 主義 的生産の共 同調整を 可能 にす る。
第四 に,計 画経済 と商品経済 の統一・性 は,全 社会的規模 で,価 値法則 に意識
的 に依拠 して価値法則を運用で きること,し たが って計 画的調整 と市場調整 と
を統一 で きる ことを集中的に表 してい る。
明 らか に,社 会 も義的計画経済 と商品経済 の統一 は,社 会主義経済 の本質,
その科学的概括,す なわち公有制 を基礎 とす る計画的商品経済 を体現 す る。
われわれ は,右 よ りの方面か らの妨害を警戒 しs反 対 しな けれ ばな らない。
ブル ジ ョア的 自由化 と私有化の主張 は,完 全 に誤 りである。 われわれはまた,
「左」よりの傾向を警戒 し,反 対 しなければな らない,と 考え る。歴史 の教訓 を
忘れて はな らない。右よ りは,ブ ル ジ ョア自由化であ り,「左」よ りの認識の根
源 は,思 想 の硬直で ある。 それ らは,二 つ の異な る方面 か ら,社 会主義経済 の
本質 を否定 し,経 済制度改革 を破壊 す る二っの思潮であ り,そ れ らを排 除せず
に,前 進 はあ り得 ない。
最後 に,本 章 を結 ぶにあた り,「社会主義経済 は計画的商品経済 である」とい
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うことの確認 は,理 論的 にもi実 践的 に も,重 要 な意義を もっ とい うことを指
摘 しなければな らない。 それは確かにf社 会 主義経済建設の全局的問題 に関係
す る。
上述 した ことをま とめ ると,計 画的商品経済 の提 出 と確認 は,一 つの過程で
あ った。
学界 の討論 状況 か ら見 ると,計 画的商品経済 とい う根本 的理論 問題 におい
て,肯 定す る者 もいれば,否 定す る者 もいる。思想の硬直 の角度か ら非難す る
者 もいれば,ブ ル ジ ョア自由化 の角度 か ら非難 す る者 もい る。肯定者 の認識 も
また発展過程 にあ る。われわれのある時期 の見方 は,ま さに この認識 過程 の発
展 を反映 して いる。谷書堂 らは,次 のように指摘 した。『経済学社会主義篇』(谷
書堂,宋 則行 主編 略称r北 方本』)の初版で,「 社会主義経済 は計画的商品経済で
あ る」 と提起 し,再 版 では,社 会主義経済 は 「商品経済 および商品交換が存在
す る計画経済 である」に後退 し,第 三版で はT「商品経済 は,社 会主義経済 の存
在の普遍形態であ る」を提起 した。「しか し,本 全体 の構成 と各部分 の内容 は,
商品経済 の軌道 に完全 に移転 してお らず,生 産物経済 の幽霊 が見え隠れす る。
そのため,各 部分 の具体的内容 について,商 品経済の脈絡で くしけず る必要 が
あ1ぎ」。 これ は,称 賛 に値 す るマ ル ク ス 主義 の科 学 的 態度 で あ る。人 々の認 識 が
発展 過 程 に あ る とい うこ とは,正 常 な現象 で あ る。 醇 暮橋 は,次 の よ うに述 べ
た。「いか な る経 済学 者 で あ ろ う と,そ の思想 が歴 史 的条 件(わ が国ではとく特に
(124)
党の経済政策)の 影響 をま った く受 けないわ けにはいかない」。中国で は,い かな
る経済学者 で も,彼 個人 の成功 ・努力 はすべて肯定 され るべ きであるが,個 人
の成功 はすべて,中 国共産党の指導の下で の集団的研究 と討論 の共同成果であ
る。
「社会主義経済 は,公 有制 を基礎 とす る計 画的商品経済であ る」とい う科学的
概括 について言 えば,党 の文献 において も,徐 々に明 らかになる過程を経験 し,
最後 には確認 され るに至 った。社会主義経済 の本質の確認 は,1一 分 に重要な理
論 的意義および実践 的意義を もってい る。それは,「左」右 の誤 りを根本的 に防
ぎ克服 する ことを可能 にす る。 わが国の歴史状況 か ら見れば,経 済活動 にかっ
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て長期間i「左 」よ りの傾向が発生 し,矛 先 はすべて社会 主義的商品経済 に向 け
られた。 それ は,経 済活動 にお ける数次 の重大 な失敗 の根本原因であ ったと言
うことがで きる。右の方面か らの妨害 はすべて,経 済か ら見れば,公 有制 を基
礎 とする計画的商品経済 の否定 に集 中的に表れた。 それ ゆえ,「 社会主義経済
は,公 有制 を基礎 とす る計画的商品経済で ある」 とい う理論 の堅持 は,中 国の
特色を もつ社会主義 の建設 において,重 要な実践的意義 を もってい る。 この理
論 はまた,マ ルクス主義経済理論 の新たな発展であ り,マ ル クス主義経済学 の
宝庫 を豊富 に してお り,中 国共産党員 の集団的英知 を体現 している。 それは,
社会 主義現代化建設 の実践 のなかで不断 に充実 ・発展 してお り,ま た 十分 に重
要 な理論 的意義を もっている。
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第3章 社 会 主 義 制 度 の下 で の 価 値 法 則 お よ び そ の 作 用 の 再 研 究
社会議 制度 の下 における価値法則の問題 に関す る討論 および研究 は・建国
以来4・ 鞘 ず っと停1け ることはなか った・「四人組」 の粉砕後・ とくに党 の
第11期3中 全会以後 価値法 則の1胞 と調整作用 につ いての......討・および価
値法則 と経済政策 との関係 に関す る研究 は・以前のいかなる時期 よ り砿 範 で
深 くな った。
1価 値 法 則 の 内包 につ いて の 異 な る観 点
f1)価 値法則 は価 値を規定す るか否か に関す る異 なる観点および価値法則の内
包の異 なる表述
価値法則 とか1・1か.価 値言去貝1」の内包 と帥 ∫か・ 許繍 力a1980年 に編集 した
r政治経済学辞則 はy次 のよ うに角翠釈 してい る・「"価値 規定"ま たは"価 値法
則・ と訪 れ る.そ れ は商品生産 および商 品交換 の聯 法則である・ この裳去則
の基本的内容お よび客観 的要求 は,以 下 のとお りで ある。商品の価値量 は,商
品を生産す る社会的必要労働時間によって決 ま り,商 品 は,価 値量に応 じて交
の
換 され る」。
許 瀞新 が編 集 した 『政 治 経済 学 辞 典 』は,「 文革 」後 に出版 され た最 も権 威 あ
る経 済 学 辞 典 で あ り,経 済 学 界 全 体 の一 大 事で あ るの で,こ の辞 典 に収 め られ
た項 目 とそ の解 釈 は,多 くの 問題 に関 して,当 時 の経 済 学 界 の比 較 的一 致 した
見解 を集 中 的 に反 映 した。 したが って,こ の辞 典 の な か の価値 法 則 の解 釈 お よ
び内包 に関 す る規定 もま た,お おか た の意 見 を代 表 して い る。
しか し,価 値 法 則 の定 義 の記述,お よ び価 値 法則 は 「価値 規 定」 と同 じで あ
るか否 か の問題 にお いて,そ の論 述 の角度 お よび重 点 は異 な って い る。1978年
10月7孫 冶 方 は0文 を草 し,次 の よ うに指摘 した。「時 間 節 約 の法 則 は,社 会 的
平 均必 要 労 騨 の法 則 で あ り,価 値 劇 で もあ(2)」.こ れ は,価 値 法 則1こつ い て
の彼 の独特 の解 釈 で あ り,彼 が50年 代 末 に所 持 して い た 「価 値 規定 」は価 値 法
則 で あ る とい う観 点 の発展 で あ る。
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孫冶 方の 「価儲 掟 」 は価値法貝　で あるとい う観点 は
,価 値法貝IJ臓 の含意
を包含 している・彼 は こう考えた.「共産 犠 社会の社会化 され姓 産 にお いて
も やは り"価 値規定"あ るい1ま"価値法則・が存在 し
,作 用す(3)Jaこ れによ っ
て・新 たな論争が引 き起 こされた。
孫冶方の 「価値規定」に関す る観点 は,少 な くと も以 ドの い くっかの方面 の
問題 を提起 した・ すなわち・価値規定 は価値劇 か
.価 値瀕 」と時間節約法則
は洞 　 の瀕Jか ・価1直劇 は商 品経済 鮮{滅 す 敬 劇 義 社会 において
,
作用す るか・ これ らの問題 こつ いての討論 ば 価値法貝IJの飽 に関す る研究 を
さ らに深 く展開 させた。
a価 値"規 定"は ,価 値法則か
鯛 は次 のよ うに考え た・「いわゆる価値規定 は,価 値劇 であ(4)」.宋酬
は,「牛産 諸部門間への社会 霊義の総労 働の配分 に対 して
丁価値法則は依然 と し
て一定程度調整作用 をす る1こ とを論証す るさいに
,「資 本論」第3巻963ぺ_
ジ(人 月書店版1090ペ ージ)の 一 文を引用 した
。「資本1義 的生産様式 の消滅後
も・ 社会的生産 が存在す る状沙己の下で,価 値規定 は,以 下の意味 でや は 肢 配
的作用 をす る・労働時間 の調整 や黙 る諸生産部門への社会的労働 の配分」は
y
価値蹴 が価値劇 であることを説明す2 。
しか し・鍛 超 は次 の よ うに考 え た.マ ル クスの述 べ て い る 「価 値 規 定 」を,
価 値 法 則 と直 接 に肌 だ と 見な して はな らな い.彼 に よれ ば,「 まず第一 に,マ
ル ク スの 言 うu資 本t義 的生産 様 式 の消 滅後"に 生 まれ る新 しい社 会 とい う特
定 の轍 段 階 を誤 解 して い る・ したが って,"価 値規 定 ・お よ び価1[葭規 定 の作 用
を,"価 値 法 則"お よ び価 値 法則 の作 用 と誤 認 した」
。 「次 に,マ ル ク スの 言 う
"価値 規 定"の 本 来
の=醸 を誤 解 し・社 会 的腰 労働 時 間 あ るい は社会 的 労働 時
間 のu価 値 規 定"を 指 して,一 ・歩進 ん で,"価 値 法則"と 誤認 した」。r第 三 にf
社 会 的生 産 にお け る社 会 的必要 労 働 時 間 の調 整 作 用 を誤解 し
,し た が ってT"価
値規定"を 倒 直法則と直接に同じだと見なす不i腱 な馳 の形成を促し掲
。
b価 値法則 と時間節約法則 は,同 一の法則か
孫冶方 は,50年 代末か ら,時 間の節約 は社会主義社会の価値法則問題 の核心
(258)IIII・qに おけるネ桧}義 繍 学1976-1989年C幽)197
で あ る とい う考 え を堅 持 して い る。1978年,彼 は さ らに明確 に次 の よ うに述 べ
た。「時 間節 約 法 則 は,社 会 的平 均 必 要労 働 量 の法 則 で あ り,つ ま り価値 法 則 で
あ る」。続 いて こ う分 析 した.「 資 本 臓 社 会 は,そ の法 則 に依拠 して 鍵 社 会
に打 ち勝 った。 しか し,資 本 主義 社 会 にお いて この法 則 は,自 然 発生 的 な力 の
形 式 で現 れ る.そ れ は,「 腸 競 争 を通 して,後 進 的 で・ 生 きた労 働 と物 化労 働
[対象 化 した労 働]と を浪 費 す る牒 を結 局 は淘 汰 す る・ それ は洗 進 的 で一}三
きた労 働 と物 化労 働 とを節約 す る企業 を激 励 し,勝 利 させ る。 先進 的 な企業 が
進 歩 で きな くな れ ば,別 の さ らに先 進 的 な牒 によ って淘 汰 され る・こ う して・
価 値法 則,あ るい は時 間節 約 法 則 は,資 本 』セ義 の社 会 的生 産 力 の不 断 の発 展 を
促 進 す る」。 「社 会 主義 社 会 にお いて,価 値 法 則 を 自然 発生 的 な 力の形 式 で 作用
させ て は な らな い。わ れ われ は,"必 然 の王国"か ら"自 由 の王国"へ 進 む べ き
で あ り,経 営管 理 を意 灘 に不 断 に刷 新 し 技 術 を鞠 す る方 法 樋 じて・ 時
間 を節 約 し諸 嵯 部 隙 非物1醐 芋1欄 船 む)が 最 小 の労 働2肖費 で最 大 の繍
効 果 を得 られ る よ うに し,社 会 主 義 社 会 が 不断 に急 速 に 前進 で き るよ うに す
る。 っ ま り,主 動 的,意 識 的 に時間 節約 法 則,す な わ ち価値 法 則 に した が って
(7)
事 を処理 しなければな らない」。
孫冶方の この観点 は,孫 の 「価値規定」 は価値法則 と同 じだ と見 る観点 を受
け継いでいる。彼の 言う時間節約 はまた,共 産主義社会の社会化生産 において,
依然 として存在 し,か つ作用す る"価 値規定"あ るいは セ価 値法則"を 指 して
いるO
しか し,孫 冶方 の観点 と異な るもの もあ る。郭道夫 によれば,時 間節約の法
則 と価値法則 は洞 一の法員1」で はない.「①価値法則 は・商融 産 の基本的経済
法則で あり,そ れは,商 品経済関係 によって生 みだされ るものであ り,こ の関
係 とともに終始す る。時間節約の法則 は,生 産一般 の経済関係 によって生みだ
され るものであ り,そ れ と商品経済関係 は必然的関係 を もたない。 ただ物的資
料 の生産が存在 す るか ぎりで,か な らず労働時間の節約 が求 め られ る。②価値
法則の質的規定性 は,以 下の点 に表れ る。 商品 の価値 は社会的必要労働時間 に
よって決 ま り,商 品交換 は等価原則を遵守 しな ければな らない。時間節約法則
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の質的規定性 は次 の点 にあ る・各生産者(あ る㌧、は生産戦)は,最 小 の労働 肖費
で,で きるだけ大 きな経済効 果を得 よ うと極力努力す る
。 それ は,生 産物 の消
費 と効用 の比 のみに関係 し商 品の価値が どのよ うに して決 まるか
,ま 嫡 品
交換 は等価 であるか否 かにかかわ りな野1」。
c価 値法則 は,商 品経済が消滅す る共産主義社会 において
,作 用す るか
共産主義社会 にお いて も,価 値法則 は依然 と して存在 し
,作 用す るというこ
とを系統的 に提起 し・堅持 しているのは,孫 冶方 である.こ の観 点は5・年代末
に提起 されたが・ 当時 これ と異 なる観点 を一文 繕 し示 し緒 が いる
.帆 、的
な意味 はこうであ る・燵 議 社会 において商 品生産 と商 絞 換 は消滅 し
,
交換 の基礎 とな る価 値 もこれに したがい消滅 しs価 値法則 もこれ に したが い歴
史の舞台か ら退 く。
70年 代末 になると・この問題 こついての討論が再 び盛 んにな り,f里論界 は孫
冶方 の経 済理論 の評価 を し始 めた。
劉騨 らは孫 冶方 の価値理識 ままった全 く正 しいと考えた
.劉 騨1こ よれ
ば 「孫冶方 は・マル クスの価値 および価値法則 とい うrW原 理 鰹 持 したさい
,
マル クス主義の1r_場,観 点,方 法 を運用 し,社 会化 大生産 を基礎 とす る公有制
繍 の実際か ら醗 し 内外 の社会犠 の実践 ・経験 を総括 し
,価 値お よび価
値法則を商 品価値 および商品価イ直の法則 のみに限 る流行 の伝統藤」馳 を突破
し,狭 義 の価値 および価値法則 は商品経済 の消滅 に ともない消滅す る
,と 考え
た。 しか し,社 会 セ義 に特有であ る全人民 的所有制か ら
r..7えば,も っと重要 な
ことは,も はや狭義 の価値お よび価値法則 ではな く
,広 義の価値概念 であ り,
人 々が意識的に とらえ,計 算で きる"計 画価値"で あ り
,そ れは,生 産物価値
の表現形態であ る。 その存在 および運動 の全過程の法則 は
,時 間節約 および社
会的労働 の比例的配 分の法則 であ り,最 小の労働消費で最大 の社会的生産物 を
取得す る法則 であ る。それは,"商 品 の価値法則"と は異 なる"生 産物の価値法
則"・すなわち蟻 の価値法則 である.そ れは,社 会 犠 の全人民的所静1繍
において・ さらに商品経済 の消滅後 の共産 主義経済 にお いて
,依 然 として重要
な作用 をする・孫冶方が徹底 的な発展観 を用 いて提[Yた この独特 蜆 解 革
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新 的 な論 断 は,マ ル クス の価 値 お よび価値 法 則 を異 彩 を放 っ もの に しfマ ル ク
く　　
ス主 義 の経 済 学 説 を前 進 させ た」。
別 の一 部 の人 々 は,孫 冶 方 の観 点 は成 立 しな い と考 え た。震 俊 超 は次 の よ う
に述 べ た。「冶 方 同志 の 言 う"非 商品経 済 に特 有 の""価 値"お よ び"価 値 法 則"
(1U)
は,実 際 にはマルクス主義の価値遡論 とまった く一致 しない」。安合祥,雀 換 青
は次 のよ うに述 べた。「生産物の価値法則 という見方 は,理 論 的には根拠 が足 り
ず,実 践 的には思想 の混乱 を生 みだ しやすい。 人類社会の存在が生産活動 の進
行 を必要 と しているにせ よ,価 値法則が生産物 と結 びつ くな らば,価 値範躊 は
永久範疇 にな る。この点は,マ ルクス,エ ンゲル スの意 見 と抵触す る」。それゆ
え 「価値範疇が表す もの は,商 品生産の条件の下での人々の労働 の社会性,す
なわ ち人 と人 の間の生産関係 である。生産手段 の完全 な公有制の後,社 会 的労
働 が直接 に表現す る障害が除 去され,商 品交換,価 値 の範 躊は もはや存在 しな
守昌。関夢覚 らは こう考えた。「商品経済 の価値法則以外 に,生 産物の価値法則
が あ る とい う†張 はyマ ル クス ・¥の労 働 価値 論 に合致 しな いば か りか,わ が
国 の社 会_t'義 経済 の実 際 に も合 致 しな い。 この観 点 を用 い て経済 建設 を指導 し
て も,わ が 国 の現実 の経 済生 活 の問題 の解決 に役 、γた な い」。 したが ってf「 商
品経 済 の価値 法 則 と並 ん で,計 画経 済 の価値 法 則 あ るい は生産 物 の価値 法 則 と
いわ れ る ものが あ る」とすれ ば,「 異 な る社会 †義 的所 有制 の経 済 の間 で,商 品
経 済 の価値 法 則 が発 生 ・作用 す る。 全 人民 的所 有制 の経 済 の内部 で,生 産物 の
価 値 法 則 が発 生 ・作用 す る。 商品経 済 との連 結 が な くな り,商 品経 済 の価 値法
則 を利 用 してll∫場 調 整 を行 う ことを否定 す る。 これ は,わ が国 の多 年 に わ た り
経済 建 設 に存 在 した積 弊 と教 訓 に ほか な らな い」。 「商 品経 済 との連 結 を な くす
べ きだ とす れ ば,や は り生産 物 の 価値 法 則が あ り,容 易 に出発点 か ら,社 会 主
義企 業 が 商 品生 産者 で あ る こ とを否定 して しま う。 これ は,わ が 国 の経 済制 度
(12)
改革 の問 題 の解 決 に役 、アた な い」。
あ る意 見 に よれ ば,孫 冶 方の価 値 論 は道理 で あ るが,欠 陥 が あ る。た とえ ば,
張 卓 元 は次 の よ うに述 べ た。「私 は,彼 の価値 論 が成 、γしな い とい う一}張に賛 成
しな い し,彼 の価値 論 と彼 の商 品論 ・牛産 物 論 とが矛 盾 す る とい うヤ張 に も賛
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成 しない」。 しか し,彼 は,社 会主義経済の商CICIC-1性,商品の価値法則の作用
,r行
場 メカニズムの利用 につ いて,価 格 と価値 の乖離 の利用 を含 めて,い ささか軽
視 してい る。また社会 主義経済 の生産物性,生 産物 の価値法則 の利用 について,
価格 と価値あ るいは生産価格 との一致を意識的 に利用 して社 会経済活動 を調整
す ることについて,い ささか 重視 しす ぎて いる。孫冶方 の見方で は,「社会 主義
の全 人民 的所有制 の経済=において,人 と人の間 の経済 的利益 は,根 本的 に一致
す るので,基 本的側面 は生産物性 であ り,生 産物 の価値法則 がおのず と...な
作用 をす る。 それ と同時 に,人 と人 との間 には経済的利害関係が存在 し,経 済
的利益の差別性が存在す るので …,一 定程度 の商品性 も存在 し,市 場 を通
じて,事 後的 に調 整され る価値法則 もまた作用す る」。 このよ うな論理を根拠
に,孫 冶方の価値論 および生産物論 ・商品論 は,主 と して計 画原則 に依拠 す る
と同時 に商品原則に も依拠 して,社 会 主義経済 を組織す る方針 と吻合 す る
。 そ
の他 に,社 会1"義 経済で は生産物 の価値法則 が主 として作用す る以上
,生 産 物
の価値法則 の表れ としての価格 は,主 と して社会的労働 の消費を計算 し,経 済
活動 の効率を評価 す る。 したが って価格 は,価 値 あ るいは生産価格 と当然一致
す ることが ・∫能 である。 同時に,市 場 の価値法則 も一定 の作用 をす る以上,一
定程度,価 格が,市 場 の需給の変化 によ って価値か ら乖離 し,生 産 と消費を調
(13)
整す ることも,許 され る。
この他 に,李 嫡炎 は次 のよ うに指摘 した。「この"生 産物 の価値法則"は
,一
面 では商品生産および所有制 と関係 してお り,社 会主義 の全人民的所有制,さ
らに共産:JWの 公有制の経済内部 にお ける商品生産 と商品交換の存在 の否定 を
前提 に している。他面 では,商 品 を価値 と対 吃させてい る。 それゆえ,社 会 主
義経済 にお ける価値 および価値法則の作用を排斥 す る伝統 的理論 の偏見 と持病
を激 しく攻撃 し,価 値 を社 会主義 経済 の異物 と見 なす災難 か ら救 った けれ ど
も,し か し同時に,依 然 と して商品 を,全 人民的所 有制,さ らに共産 主義経済
の異物 と見な したのである。孫冶方の価値論 の この欠陥 は,そ れがまだ完全 な
状態 に達 していない ことを表 してお り,一 種の革命的変革過程 において不断 に
摸索 ・前進す る独創的,過 渡的理論 である。 それ はまさに,自 身の決定的意義
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を もつ変化 を経験 している。 その発展方向 は,徹 底的 な社会主義の価値論 す
(i4)
なわち"社 会的分業論"で あ り"商 品経済万歳論"で もある」。
以上で紹 介 した,価 値法則 は価値規定 であるか否か に関す る異なる観点,そ
して価値法則の内包 にっいて の異な る角度 か らの解釈 は,「 四人組」 の打倒か
ら,党 中央が改 革 ・開放の総方針 を制定す るまでの初期段階において,経 済理
論 界がな した計画的商品経済 の条件 の トでの価値法則の作用 に関す る有益な探
究 である。 その重要 な意義 は,社 会-1の 生産手段公有制 の条件 の 下で,計 画
的商品経済を発展 させ,四 っの現代化建設を進め るなかで,い かに意識的に価
値法則 の作用 に依拠 し,そ れを利用す るか について}理 論的に明確に掲 げた こ
とである。 つま り,改 革 と開放 の順調 な展開のたあに,必 要な理論的準備を提
供 したのであ る。
(2>価 値規定および二 つの社会 的必要労働 時間 についての異な る観点
価値規定 および 二つの社会的必 要労働時間に関す る異なる観点の討論 は,50
年代中期 か ら60年 代中期 にか けての経済理論 界の論争ですで に始 まっていた
が,比 較的 に一致 した見方に達 していなか った。この討論 は,「文革」期に一 旦
中断 したが,80年 代 にな り,谷 書堂S楊 玉川が 「価値規定 と価値法則の再探究」
という論文 を発表 したことで,こ の討論 は再 び始 ま り,深 まった。彼 らは次 の
よ うに述 べた。「一 っ は,市 場 における商品の供給 と需要で ある。いま一っ は生
産 における各部門の実際 の必 要量 と供給 量であ る。 市場 における商品の需要 に
っ いて は,量 の規定 性 か ら 詩え ば,貨 幣価 格 の影 響 を受 けて,常 に変化 す
る。 … 生産 における社会的労働 の必要 は弾力的であるが,一 定 の生産条件
の下 で は,常 数 であ る。社会的分業 と生産の社会化 によ り,各 生産部門間に0
定 の割合 で社会的労働が配分 され ることは,客 観的 に必要であ るが,生 産条件
が不変 な らば,こ の割合 は永遠 に固定量 である。 … 生産 に存在す る社会の
必要 と,市 場 に現れ る需要 との間 には,相 違があ り,数 量的に・一致 しない」。「価
値 規定 と直接 に関係す る実際 の商品量(す なわち社会的総労働の各生産部門間への
比例的な分配量)と,市 場 の需給 における需要 とは,同 じものではない。生産 に
おいて ある商品の生産 に投入 され る社会的労働 の量が過剰であれば,こ の商品
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の生産量 は社会的 な必要 を超過 す る。 この とき,消 費 した社会的労働時聞 の う
ちの社会的必 要を超 え る部分 は,浪 費 にな り,こ の商品が市場 において代表す
る社会的労働量 は,実 際 に含まれる社会的労働量 よ り少 な くな り,そ の うちの
一部 の商品 はまった く売 れない ことを表す
。 あ る商品の生産 に用 い られ る社会
的労働 の数量が,こ の商品が満 たす特殊 な社会的必 要の規模 と比べてあま りに
も小 さいな らば,結 果 は正反対 になる。 これは次 の ことを説明す る。第 二の意
味 の社会的必要労働時間 は価値規定 に関 与す るが,市 場 の需給 は市場価格 と価
値 との差額 を決め るだけであ り,価 値 の実現 を決め るだけである」。彼 らは重ね
て次 のよ うに述 べ た。「.二っの意味 の社会的必要労働時間が商品 の価値 を共同
で決 め るという結論 は,個 別商品の生産において消費 され る社会的必要労働 時
間を指 し,全 体的 に見て もyあ る社会的に必要な商品の総 量に一致す るところ
の必 要労働時間が価値規定の前提であ ることを捲署」。
谷お よび楊の観 点は,二 っの社会的必要労働時間が共同で価値 を決あ るとい
うものであ り,「共同決定論 」と呼ばれ る。学 界にはこの観点 とは異な る見方が
ある。
あ る者 は,第 二の意味 の社会的必要労働時間が価値を決 め ると考え る。王永
治,王 振之 は次の ように述 べた。「第 二の意味の社会的必要労働時間 は,第 一 の
意味 の社 会的必 要労働時間を一歩発展 させ たもので ある。第 の 意味 の社会的
必要労働時間が存在 して以後s第 一一の意味の社会的必要労働 時間 は商品の価値
を決 め ることが で きない」。その根拠 は,① 「第一の意味の社 会的必要労働時間
はs生 産分野 にお ける価値 の形成 を考慮 しているだけで,価 値の実現,す なわ
ち生産 は社会的 な必要 に一致 す るか否か,生 産 瞳は社会の総需要量 に一致す る
か否かを考慮 して いない。理論的 に問題 を研究 した り,分 析 した りす るには便
利であ りt価 値 の実現の問題 を捨 象で きるが,実 際の経済生 活で は,価 値の形
成 と価値 の実現 は緊密な関係 にあ り,流 通 と分離 した商C_lfCII1産は存在せず,社
会的 な必 要 と一致 しない価値 は実現不 可能 である。第 二の意味 の社会的必要労
働時間が,最 終的 に価値 を形成 す る。これが現実的 である」。② 「需給 の均衡 あ
るいは不均衡 は,第 一一の意味 の社会的必要労働時間 の変化に直接影響 す るが,
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需給 の均衡 あ るいは不均衡 は,生 産 量が社会 の総需要量 に一致 す るか否か,す
なわち規準 とな る社会的総労働時間の必要比例量 と一致 す るか否かによる。 そ
れゆえ,第 一 の意味の社会的必要労働 時間 は,第 二の意味の社会的必要労働 時
間の前提 とな り,第 二 の意味の社会的必要労働時間の変化 に したが って変化す
る。この とき,第 一の意味 の社会的必要労働時間 はす でに,『資本論』第1巻 で
明 らかにされた普通 の生産条件の ドでの個別価値 の平均数 ではな く,異 な る生
産条件 の下での個別価値の平均数で ある。 それゆえ,本 来の意味での第一 の意
味 の社会的必 要労働時間 は,も はや存在 しない」。③ 耳第 二の意味 の社会的必要
労働時間 は,商 品の社会的総需要量 の総労働時間 と して,す でに発生変化 して
い る第一 の意味の社会的必要労働 時間(個 別商品の社会的必要労働時間)と,社 会
が必要 とす る使用価値量 との乗積 であ る。 したが って,第 二の意味 の社会 的必
要労働時間 は,第 一 の意味の社会的必要労働時間を含んでお り,第 一 の意味の
社会的必要労働時間だ けが,一 因 子 として価値 を決 あ ることに関与す るがs独
r_の完全 な もの と して,第 一二の意味 の社会 的必 要労働時間 と共同で価値 を決 め
(16)
るので はない」。
あ る者 は,第 一の意味の社会的必要労働時間が価値を決 めると考 えた。鳳良
志 は次 のよ うに考えた。 「商品 の価値実体 は人間 の労働 であ り,商 品の価値量
は,商[1[置に凝縮 されてい る,労 働生産性 と反比例す る労働 時間で ある。商品の
価値の本質 は,生 産者間の社会的関係であ る。商品の価値の質 および量 の規定
性,そ れが有す る社会的属性 は,次 の点 に表れ る。商品の価値 を決 あるのは,
労働者が生産過程で商品の中に物化 した ものであ り,労 働 ・生産条件 の変化 に
よ って変化す る,社 会的歴史的条件 と密接 に関連 す る社会的必要労働時間であ
る。 はっきり菖って,こ の社会的必要労働時間 は,第 一の意味 の社会的必要労
働時間だけで あ り,第 二 の意味の社会的必要労働 時間ではな く,二 っの意味の
(17)
社会的必要労働の混合体で もない」。
あ る者 は,い わゆ る二つの意味の社会的必要労働時間の区分 は存在 しない,
と考 えた。二 つの意味の区分 は,異 な る層次の社会的必要労働時間の規定 の本
質的関連 を容易 に分 断 し,あ るいは二 っが平行 して存在す る概念であ るかの よ
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うに誤解 させ る。その実,二 っの意味 は一 つの意味であ る。前者 は抽象 であ り
,
後者 は現実 に接近 した もの にす ぎない。第一 に,『資本論』第1巻 の社会的必要
労働 時間 の規定 は,抽 象的に,社 会 の各種 の商品を同一 の商品 として,社 会の
異な る具体的労働 を同一 の一般的な人間労働に変 えるのであ り,し たが ってそ
の商品価値 の関係を考察 している。『資本論』第3巻 の社 会的必要労働 時間 の規
定 は,n商 品の多 くの生産 単位 と各種商品 の多 くの生産 単位 とが同時 に存在
す るとい う総体 的角度 か ら現実 に接近 し,そ の商品価値 の関係 を考察 して い
る。第 二に,『資本論』第1巻 の社会 的必要労働時間が商品 の価値量を決め ると
いうことは,市 場 競争 とい う現実的 要素を排除 し,市 場価格 と市場価 値の一致
を仮定 し,商 品の供給 に対 す る社会的需要 の影響 を捨象 している。「資本論』第
3巻 の社会的必要労働時 間が商品の価値量を決 め るということは
,第1巻 で捨
象 した要 素を漸次加 え,価 値法 則 の展 開お よび発展 を…歩進 んで論 証 して い
る。 上述 の区別 は,理 論上,抽 象 的分析 と具体的分析 との層次が 異なるので
,
必然かつ必要で もあ る。 この区別 は,問 題 を分析す る過程に存在す るだけで,
(18)
根 本 的 に は存 在 しな い。
さ らに あ る者 は次 の よ うに考 え た。第一 の意 味 は,ヂ商C-]llllの価値 の生 産 にお け
る」 「価 値 法 則 の要 求 」 で あ り,第 二の意 味 は,F商 品 の価値 の実 現 にお け る」
ロ　ラ
「価値法則 の要求」であ る。
われわれの考えによれば,い わ ゆる価値規定 は,商 品の生産 に含 まれる社 会
的必要労働時間によ って商品 の価値量 が決 まることを指 す。商品の価値量 を決
め る社会的必要労働時間 は,抽 象 的および具体的 な二 つの表述 方法 を もっ
。抽
象 的に言えば,『 資 本論』第1巻 の解釈 であ り,「社会的必要労働時間 とは,現
有 の社会 的に正常 な生産 条件 の下で,社 会的 に平均 な労 働の熟練 度 と労働強度
の ドで,な ん らかの使用価値を作 りだすの に必要 な労働時間で認 」
.則 本的に
rニ.-rえば,『資本論」第3巻 の解釈,す なわち 「価値 は,あ る生産者 が個別に一定
量の商品 または個 々の商品を生産 す るたあ に必要 な労働時間 によ って規定 され
るので はな く,社 会的必 要労働時間 によって,当 時の社会の平均的 な生産条件
の 下で市場 にあ るその商品 の社会的必要総量を生産 するために必要 な労働時間
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によって,規 定 さ撚 」.これがマルクスの方法論であ り紬 象 的方法の生 き生
きした体現で ある。この意味で,「社会的必要労働時間 は二重 の意味 を もってお
り藻 二臆 味は藻 一の意味の具体化で誌貿」.ここでは一 っの問題におい
てその具体的表現 を このよ うに認識で きる。一つ は,分 析 は同一商品の総量の
価値量 の決定であ り,こ の商品 の総 量を生産 す る各生産者 の生産条件(す なわち
労働生産性)を 研究 し,ど の生産条件(す なわち労働生産性)の 下での労働時間が
当該商品総 量の生産の 「平均」水準を代表す るかを明 らか にす る必要 があ る。
この労働時間が商品総量 の価値量 を決定す る。 いま一 つは,あ る商品総 量の価
値 量を決定す る問題 を説明 しなければな らず,社 会的供給総量 と社会的需要総
量が平衡 していると仮定 しなければな らない。社 会的需要 は社会的使用価値で
あ り,そ れ は価値 を決定 しない。 しか し,社 会 的供給総量 と平衡す る社会的需
要総量 は,価 値の決定を討論す る前提であ る。 この仮定 を認 める前提 は,価 値
量 を決定す る問題を正 しく解明 させ るが,こ の前提で社会 的需要 も価値 量を決
定 す る根拠 であ ると考え ることは,正 しくない。例 をあげよう。500個 の魔法瓶
の社会的需要があ ると仮定 しよ う。労働生産性 が比較的高い条件 の下で は,そ
の生産 には50時 間かか る。労働生産性 が比較的低 い条件 の下で は,500時 間か
か る。明 らか に,500個 の魔法瓶 を生産 す るの に必要 な50時 間 あるいは500時
間 の社会的必要労働時間は,「社会的に平均 的な生産条件」すなわち 「平均」的
な労働 生産性 を決 め る。 言い換えれば,商 品の価値量 は,当 該 商品 を生産 す る
労働生産 陸に反比例 し,「社会的 に平均的 な生産条件 」は,魔 法瓶 とい う商品の
価値 量 を決 定 す る唯一 の根拠 とな る。 この こ とは,マ ル ク スの い う 「価 値
は …,社 会的必要労働時間によ って,現 行 の社会 の平均的な生産条件 にお
ける生産 市場で この商品の総需要 に必要 な労働 時間 によって決定 され る」 の真
の意味で ある。
2価 値法則の社会主義経済における地位
(1)価 値法則の地位 に関する異なる観 点の紹介
価値法則 の社会 主義経済 における地位 はいかなる ものかについて,経 済理論
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界 は50年 代か ら・激 しい討論を進 めて きた。若 干の論者 によれば,そ れ は商品
交換 の法 則あるいは商品の生産 および交換 の法則であ った。 「文革」 に入 ると,
優勢 な観点 は,価 値法則 は資本 主義的商品経済 と関係す る経済法則であ り,価
値法則 は,社 会主義の生産 手段公有制 を基礎 とす る計画経済 に背 くと考 えた。
「四人組」粉砕後,理 論 界は再 び この問題 を討論 しa観 点の突破が なされた。一
般に,価 値法則は酬 繍1こ 髄 の躰 法則で認 社会主義的酬 繍 の条
件 の ドで も例外 ではな く,価 値法則 と社会t的 計画経 済 とは,社 会経済資源
の配 分において,両 者 の作用 は一致す る,と 考 え られた。 しか し,各 自の重点
は異な った。
王珪 は次のよ うに考えた。 「計 画経済 と商品経済 の統一性 は,全 社会 的規模
で,意 識 的に価値法則に依拠 し,価 値法則を運用 で きること,し たが って,計
画的調整 と価値 を交換 す る調 整 とが統一 され ること,に 表れ る。個別的かっ抽
象的に考察 するな らば,計 画経済 は,社 会が意識的制御 および計画的調整 を行
うことであ る。商品経済 はr価 値 の交換 による調整,す なわち市場価値 の変動,
さらにその他の経済的挺 子による調整で ある。 しか し,社 会tの 条件 の下で
は,意 識的制御 と計 画的調整 は,指 令性計画が行政的介入 を伴 うことを除 いて
,
セと して社会 は,意 識的 に価値法則に依拠 し,価 値法則を運用 し,調 整 を行 う。
それゆえ,経 済計 画の制定,実 施,検 証,訂 正 は,価 値法則 に対す る意識的依
拠 ・運用 か ら離れ られない。 それ はまた,市 場 メカニズムとい う主要 な形式 か
ら離れて実現 で きる ものではない。 ここで計 画的 な調整 は,実 際 には個 別的労
働 と社会的労働の間の矛盾の調整を通 じて社会的生産 および社会的必要 の調整
を達成す る。他面,価 値法則 に依拠 し,価 値 法則を運用す ることは,ま さに商
品経済の内在的要求であ る。異な る点 は,社 会 主義 の公有制 を基礎 に,価 値 法
則 に対す る依拠 ・運 用は まず全社会的規模 で行 われ,そ れ と,単 純 な個別生産
の経営者 としての価値法則の利用 とは,根 本的 に異 なる。前者 は,こ の法則 を
制御 し,社 会経済 の計画的発展を達成 す る。後者 は,実 際 には,生 産者 が客観
的法則か ら受 ける強制的,自 然発生的作用の支配 である。意識的 に価値法則 に
依拠 しeこ れを運用す ることは,計 画経 済の要求 を体現 し,同 時に また商品経
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済 の要 求 を体 現 す るので,そ れ ら二つ を統 一 で き る」。
卓燗 は次 の よ うに考 えた。 孫 冶 方 の 「計 画 を価値 法 則 の基礎 の 上に 置か な く
て はな らな い」 とい う観 点 は 正 しい。 卓畑 は,社 会 主義 は 「価値 法 則 を基 礎 と
す る計 画経 済」で あ る ことを強調 す る。「30数 年 来,わ れわ れ は価値 法 則 の基 礎
の上 に計 画 を 立て て こなか った ので,そ の結 果第 一 に乏 しい経 済 効 率 を・ 第二
に比例 畝 く局面 を,生 みだ じ瓢.周 櫨 らは次の ように考えた.「 社鉦 義
制度の下 で,ま だ労働 は価値 として表 れるので,価 値法則 もまた国民経済計 画
に対 して決定的作用をす る(そ れは,そ の他の社会1義 的経済諸法則の決定的作用を
排除するものではない)。国民経済計 画の制定,す なわち各部門への労働の配分 に
さい して,価 値法則 の決定 的作用を考慮 し,価 値法則 に依拠 しなければな らな
響1。 他 の者 は次 のよ うに考 えた。「価値法則 は需要供給 を調整 し,価 値 を実現
し,し たが って生産を調整す る法則で あるだけでな く,社 会的労働 を節約 し,
よ り多 くの価値 を創造 し,生 産n体 を直接 に調整す る生産の法則で もある。計
画活動 は,本 質的 には,価 値法則 をi分 に運用す ることで あ り,価 値 の創造 と
実現 を有効 に進 あるたあに奉仕す る。それゆえ,価 値法則は計画活動の手段だ
と言うよ りは,計 画を制定す る基本的根拠,計 画活動 の直接 の出発点 および帰
結 であるとr7っ た方 がよい。 したが って,価 値法則が第一,計 画法則 が第二 と
(27)
すべ きで ある」。
谷書堂 は次の ように考えた。計画的 な比例発展の法則 と価値法則 の間 には,
統一 の関係 がある。彼 は こう述べ た。「社会 豆義社会 は計画的調整であ るとい う
とき,そ れ 自体 には価値法則の調整作用が含 まれて いる。したが って,そ れ と,
国民経済 の計画的発展 の法則 とが対 、γす るとい う観点 は,適 切でない」。 「価値
法則 は,商 品経済 の主要法則 であ り,社 会主義経 済が商品経済で あると認 め る
な らば,価 値法則の調 整作用を否定す ることは許 されない。社会 主義経済 はま
た,社 会化大生産 の基礎の上 に建設 され る公有経済で あり,そ の基礎 には,各
部門 の比例関係 を意識的 に調整す る客観的必然性が生 まれ る。 これが通 常いわ
れ る国民経済 の計画的な発展法則で ある。公有経済 の角度か ら菖えば,そ れ は
主要 な地位 にあ る。 この二 っの法則が反映 する ものは,社 会主義 の経 済過程 に
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お け る異 な る側面 の 内在 的 関係 で あ り,異 な る角度 か ら重要 な作用 を果 たす。
それ ゆえ,そ れ らを"第 一 位"と"第 二 位"の 関 係 ,"主"と"従"の 関 係 な ど と簡 単
に結論す ることは,樋 切で認 」。
関夢覚 は次の よ うに考えた。社会主義的計画経済 において
,国 民経済の計画
的な比例発展 の法則 と価値法則 との関係 は,「単純 な統一 の関係 で も
,単 純 な対
立の関係 で もな く,対 立の統一の関係であ る。この対 立の統一 の関係 において,
国民経済 の調整 について,↑ 導 的作用をす るもの は,計 画的な比例発展 の法則
であ るが・ 同時 にまた価値法則 の調整作用 を利用 しなければな らない
。計画的
な比例発展 の法則が セ導的地位を 占あ るの はなぜか
。 それは,わ れわれが行 う
のが社会t義 経済 であ り,資 本主義経 済でないか らである
。社会電義経済 にお
いて,計 画的な比例 発展 の法則 はiお のず と†導的地位 を占めざるを得 ない。
これ は生産手段の公有制 によ って決 まり渥 史の撚 で(29)」
.さ らにある者 は
こう考えた。社会t_経 済 において作用す るの は
,社 会r'.義の基本的経 済法則,
計 画的 な比例 発展の法則,価 値法則であ る。価値法則の作用 は,「社会主義の基
本的経済 法則 と計 画的 な比例発展の法則の作用を肯定す るという前提 の下で」
,
発 生 す る・ 「っ ま りIII値 法則1ま第 三位 で あ り藻 一 位 で は 響1」
。
孫尚清 らは次 のよ うに考えた.計1蝉 溌 展 の法則 と価値法1{1鳳 祉 して統
一 の関係 にあ るが
,一 定 の矛盾を もっ関係で もある。社会 打義経済 にお いて,
計画的発展法則の調整作用 と価値法則の調整作用 は,統 一 してお り,結 合で き,
その基礎 は次 の点 にあ る。 この二つの法則の本質 は
,社 会的生産 の比例 発展 を
要求す る。計画的発展法則 は,資 金 ・物 資 ・労働力を計画的 に比例配分 す るこ
とを要求す る。商品 の価値法則 は,社 会 が支配す る全労 働時間の うち,い くら
かの時間を用 いてあ る特殊な商品が生産 できることを決 め る
。 当然,価 値 法則
は,市 場 メカニズムを通 して社会 セ義の比例的発展 を実現す る
。計画価格が生
産物 の社会的労働 の消費 の変化を随時正確 に反映す ることは難 しく
,ま た異な
る企業 は異なる生産経営条件 を もっので,価 値法則の支配 下にあ る企業が}価
格が高 く利益の人 きい生産物 を多 く生産す るとき,社 会 と国家 の計画要求 に矛
盾 が発生す ることがあ る。 しか し,注 目 しなければな らな いのは,計 画的発展
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法則の調整作用 と価値 法則 の調整作用の一致が 主であ り,そ れ らは,社 会t義
の経済発展を共同で調整す る作用の促進が主で あ り,そ れ らの間 の矛盾す る側
面 は二次的であ る・1司時 に・国家1ま泌 要 な羅 を採 用 し・価値法圓1翫よる市
場 の調整 と利用 とが もた らす消極 的作用を防止 し克服す ることがで きる。
② 価値法則の地位 に関する異 なる観点の評述
以上で価値法則の地位 に関す る異なる観点 を紹 介 したが,中 に 立って見て と
ることがで きるのは,「四人組」打倒後,経 済理論界の価値法則の地位 に関す る
討論 は,観 点の上で各人が一 事に固執 す るとい う状況で ある。各人の観点の分
岐 ははな はだ しいが,価 値法則が社会 主義経済 の発展 に対 して敵対す るもので
あ り,価 値法則 を社 会主義経済 の なか か ら駆 逐すべ きだ}と 考え る者はいな
か った。 人々の認識 は,徐 々に発展 し,深 化 した と冨えよ う。1述 した価値法
則の地位 に関す る異な る観点 は,計 画経済 と価値法則の関係 に及ぶ とき,重 点
は異な るとはいえ,総 じて以下の三っ に分 け られ る。① 価値法則 は1".要な法則
であ り,国 民経済の計画的発展 の基礎で ある。② 計画的な比例発展の法則 は圭
要な法則で あ り,価 値法則 は二次的 な従属的地位 にある。③計画的な比例 発展
の法則 と価値法則の間 には,対rの 統 一の関係が ある。
われわれの考えによれば,価 値淵llは,社 会犠 経済 の発展において・ 腰
な経済法則で あ り,二 次的 な法則で もあ る。鍵 にな る問題 は,社 会 主義経済 の
本質的属性 を商品経済 と見 るべ きか,生 産物経済 あるい は自給 自足の 自然経済
と見 るべ きか,で あ る。 これ は,問 題の討論 の基本的前提で ある。
党 の第11期3中 全会以来,経 済理論界 は論争 と探究 を通 じて・社会 犠 経済
は計画的商品経済で あることを確認 した.こ れについて・党 の第12期 訓1全 会
も[同 じユ結論 を 下した。社会 セ義経済が計 画的商品経済で あることの確認 は,
社会主義経済 の建設 および改革の全局面 に関係す る大 事で ある。社会 主義経済
の発展 における価値法則 の地位 に関す る討論 も,社 会主義経済 は計 画的商 品経
済で あるとい う基本的前提 か ら出発 しな ければな らない。
社会主義経済 は計画的商品経済であるが,そ の 「計 画的」の根拠 は,何 か。
それ は,社 会 主義 の条件 の下 で,商 品経済 と生産手段の公有制 とが相互 に連関
馳劇一
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しているか らである・犠 鍛 の公佛1に よ って
,社 会全体 は繍 の運行 と発
展 の瀞'制 御 の中心 を形成で きる・ この瀞 ・制御の中心 は
,社 会犠 的商
品経済 を・計画的で比例的 に発展 させ るのである。
明 らかにs社 会 主義経済 の本質的属性 はy依 然 と して商品経済であ り,こ の
酬 繍 は・ノ纏 鍛 公佛1の 条件の 下に劫 ,計 画的商品繍 と して表 れる。
社会f'_一経済 は計 画的商品経済であ るとい うこの "iaな 前提 を確認 した後で
も朋 らか に・社会 礒 繍 の発展1こお ける価値法則の地伽 ま泊 明 とは訳
ない。す なわち・価値法則 は・商品経済 の共通の基本的法則 と して,社 会主義
的酬 繍 において・二凋 」な地位 にあるので はない♂ 撚
,価 値法則が腰
な地位 にあ る ことが強調 され な くて はな らな い
。1か.吹 的 かの提起 の仕
方・第一 蹴 の提起 のイ坊 孟 と補,主 と従の提起 の1坊 などは溶 易に巨野
題 を絶対化 し,極 端 に走 って しま う。正 しい提起 の仕方 は
,当 然,価 値法則 は
社 会 蟻 的商品繍 のなか に存在 し,i的 地位 にあ り
,社 会 ↑義 的商品経済
のすべての特殊法則 と共存 し,そ れ らの特有法則 と共 に作用す る,と い うこと
で ある。
社会t'_の 条件 の下 には,社 会主義 の基本的経済法則,計 画法則,労 働 に応
じた分配 の劇 な どの特有 の経済法}勝 ある.こ れ らの法則 は,看醜 法則の基
本的内容 および要求 と相 互に連 関 し(価 値法則の基本的内容および要求を基礎とす
る,と も言える),各 法則 の内容 および要求 を表すのであ る
。た とえば,社 会主義
の基本的経済法則 は,必 要価値法則で あ り,「必要価値 が表 す個人 の利益,集 団
の利益・ 国家 の利益 とい う三者 の統一 していて しか も差異のあ る関係 は
,社 会
主義的生産関係 の本質 を表 し,社 会 主義的生産 の目的を体現 す る。必要価値 お
よび必要価値 の担 い手 の必要生産物 の生産 があ って は じめて
,人 民 の物質 的文
化的生活 の欲求 を不断 に満 たす物質 的基礎があ る。 したが ってs必 要価値法則
を嚇 翻 勘 基本的法則と睡讐1」・腰 囎 撮 的に見ると rii直の一
部 で ある。必 要価値 およ び必 要価値 の担 い手 の必 要生産物 の生産 ・流通 ・分
配 ・消費 は,価 値法則の調整か ら切 り離せ ない。
計 画法則 は,社 会主義的商品経済 の条件 の下で,国 家 の経済調整 セ ンターの
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価値法 則に対 す る講 的依拠 および運用 と して具体的 に表れ る・ この法貝ljの他
に,繍 館 の合理的配分 に対す るf糊 を舶 に示すすべがない・周知 の ごと
く,比 例 的な蝦 法則 は,社 会主義繍 の特鰍 則ではな く・社会化 された生
産の条件 の下 での共通法則で ある.計 陣i法則 は・社会機 の条件 の下 で・特有
法則 となるが,計 画法則 は,社 会主義的商品繍 の条件 の下で・価値測 に対
す る講 的 な依拠 および運用か ら離れ るな ら1よ 襯 意志論的 しろものにな り
得 る.社 会一議 経済 を調 的で比例的な発展 に もってい くに して も 価値法則
に対 す る依拠お よび利用か ら離れ るな らば・[そ れは]ほ ぼ糊 和 ∫能 になる・
労働 に応 じた分配法則 は,社 会一議 的酬1繍 の条件 の 下で一 肖費財につ い
ての(麟 を媒介とする)労 働 の等価交換を表す・すなわ ち等量 の労働 は等 量の
纏 物 を取得 す る.そ れ は顯 的に,社 会犠 鏑 品経済 の条件 の下での・個
人消費財の分配 におけ る価値法則の一種の歴史的 な表現形態 である。
これで分か るよ うに,価 値法則 は,社 会犠 の計1醐 酬 経済 の条件 の 下で・
計1醐 商品経済 に特郁 澱1と 斯 し,こ れ らの特鰍 則 は価1直 澱 」の躰
的内容 および要求 と相互に関連 し,こ れを鞭 に・各法則 の内容 およ岬1用 が
　 され るn
価値法則 は,社 会議 繍 において 玖 的地位 にあ る拷 えた り・1龍 劇
と計画法則を文拉 させ る観 点な ど力弍あるが}そ れ らの論点 の蜘 は・受 け入れ
がたい。鍵 とな るのは,社 会主義経済 の本質的属性 は計画的商品経済で あるこ
とを依然 と して礪 忍しないか,あ るいはこの根 本的な理論問題 に分岐が存在す
るか らであ る。 こうして,価 値法}{11の地位の問題 に関 して も おのず と異な る
見方が出現 した。 それゆえ諸 桧 議 経済 にお ける価値法則の地伽 こついて・
さらに一歩進んだ論争が期待 され る。
3価 値 法 則 の調 整 作 用 の再 研 究
50-60年 代,社 会 主義経済 における価値法則の作用 に関す る討論 において,
絶対多数の者が計 画の瀞 作用 を強調 して一 陽 の謙 ・すなわち1亜値法則の
謙 とい う概念 を明確 に提 起す る者は1まとん どいなか った・70年 代 末1こなる
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と・社会 犠 的緬 経済 にお1ナる暢 の灘 作用 の問題 は認 識の上
で新 たな
進展 をみた・比較的多 くの者が・社会 セ翻 緬 繍 の内部において,r鵬 メ
カニズムを利用 すべ きであ る,と 提起 した。
1978年12月 ・王王玉は 「経験 ・教訓 を締 し溶 観的r法 則1
こ照 らして事 を
処理 しよ う」とい う融 で・次 のよ う1ご指摘 した.「社会 議 の条件 の一下で
,社
会 犠 的酬z撞 が存在 しな いはず はない.商 品生産力嚇 ば,価 値法則 の作
用があ る・ それゆえ・社会 礒 的商 界罐 を発展 させなければな らず一 砺働
則を利肌 て社会 犠 綴1ご 奉仕 させなければな らない
.こ れは,肯 定的 であ
る」・「価値法則の利用 は・国民繍 計画を よ くす る鞭 の一つであ る
.わ れわ
れの計画 は価値劇 か ら離れ・価値 法則 の作用を考慮せず,言 脚 ま行政命令1こ
変わ り
(34)繍 的 鍛 で ない純粋 のぞ了政的鯉 に変わ り,燗 を束縛す る ものに変
わ った」・1979年 ・劉国 光・趙人偉1ま,「社会 犠 経済 におけ る謳iと 暢 の
関係 鶴 じる」とい う撤 で・次 のよ うに指摘 した.「長期間,社 会犠 繍 ぜ款
には次 のような肪 が存在 した・すなわちs社 会 機 繍 は計画繍 であ り
,
資本 礒 経済 は暢 繍 であるので,社 会礒 繍 は暢 繍 と相入れ ない。
後 に・社会 礒 繍 における商・亨1纏 と価値劇 の存在を徐 々1こ謙 す るよ う
になったのに・依然 と して商 品生産 ・価値法則 ・r陽 メカニズムのイ乍用 と
,
計画 の作 用 とを絶対的 に排∫雫す る地位 に置 き3計 画が作用 す るところでは,市
場 メカニズムは作用 しない とか,あ るい1ま反対 に,計 画 の作用が ないところで
は・ 暢 メカニズムが鯛 す る・ と述 べた.こ のよ うな,暢 を社会礒 繍
の本質と幣 ないと見なす観点は・われわれの繍 蜥 に漣 の消蘭 結果
を もた らした」・同 じ年一 腱 章 は論文を著 し
,次 のよ うに指摘 した.「 商品経
済が存在す る条件 の下で洞 家 の晋f画は浦 場 および価値法則 の利用 を基礎 に
,
鍛 されなければな らない」・ri陽 および価値法則 の作 用紳 」用す ることは
,
企業 と繍 糸臓 の活動 に対 す るr:の 繍 政 策 ・措 置の鱒 的鯛 醗 趣
せ・国民繍 全体 の調和的発.....一保証掲
.唐 糊 も徹 を糺 次 の翻 ご
指摘 した・「わが社会 礒 繍 は,や は り商品繍 で なければな らない
.そ れゆ
え,計 画性 の程度 を高 めよ うとす るな らば,市 場 メカニズムを否定 す るとか,
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商品経済 の発展 を制限す るとか,に 寄 りかか って はな らない」。
(1)計 画 法則 と価値法則の作用形式
1979年4月16日 か ら29日,江 蘇省無錫 市で社会}義 経済 にお ける価値法則
の問題 の全国討論会 が招集 離 された.討 論会 において・経済蹴 界の上ヒ較的
_致 した見解 は,以 下の とお りである.価 値劇 は・社会犠 的言1'醗 済 に対
して:a・・r作用鮪 す ると考え るが,言h由 繍 と暢 経済 を 例 す る見方には同
意 しない.比 較的 妥当蜆 方 と考え られたのは・社 会 議 繍 に対す る価値法
則の謙 は,社 会臓 経済 にお}ナる計 画的瀞 と1陽 魏 の関{系と して表 れ
る。 しか し,計 画法則 と価値法則 は,結 局 の ところ,ど の ような結合 方式を と
るのかについて,理 解 は異な った。 具体的 には,以 一ドの観点があ った。
a国 民経済全体 を二つの部分 に分 ける考え方。 一部 は,指 令性計画を実行
す る直接 の謙 であ り,他 の一部 は一 陽 こよ る謙 である・ た とえば・張致
誠s王 奇華 は次 のよ うに述べた。「社会 主義 を建設 し,四 つの現代化 を行 うな ら
ば,計 画経済 を堅持 しなければな らず,か な らず計画経済をわが国の社会 主義
経済 における樽 的地位 に置かな1ナればな らな い」・ この他 に・「価イ直法則 は客
観的存在 であ り,し か も権 と流通 劇 笥整で きるので・直接 的計画の方法でな
い範囲内で,意 識的に価値法 則を運用 し,市 場 を通 じて生産 を調整iし・ 市場調
整 の作用針 分 に発揮 させなけれ。ぎな ら試81」.つ まり,国 民繍 に対す る計 画
法則および価値法則の調整 は,そ れぞれが一定 の範囲を調整 し,互 いに干渉 し
ないのであ る0
b一 面 では,国 家 の計画 による直接的調整 の部分 はz価 値法則の要求を考
慮 し,価 格 ・信用な どの市場 メカニズムを適切 に利用 しなければならず,
他面で は,市 場調整の部分 は,国 家 の間接的計画 の指導を受 けなければな
らない,と いう考え方。 た とえば,孫 尚清 らはこう考えた。 「社会主義経済
におけ る計画性 と市場性 は,相 互浸透的で ある。相手のなか に自分があ り,自
分のなかに相手 がある。共産主義的計画経済 と異 な り,社 会主義的計画経済 は,
計画性と市雛 の相互結合である・資本主義的暢 経済と異留 社会議 経
済 の市場性 は,公 有制 の基礎 の上 にあ り,計 画性 と結合 して いる」。郡力群 は次
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のように述 べた・「騙 繍 を発展 させ るためには商 品繍 の法則 鱒 重
し,
価値劇 に照 らして事 を処理 しなけれ1まな らない
.こ の ことは商 品経済 の発
展 の前提であ り・基礎 であ る・ これを鞭1こ 洞 民繍 の謹 には二
っの形態
があると考 え られ る・社会全体 が必要 とす る
,国 の経済 と国民 の生活に関係す
る紛 叫 産 および畷 につ いて は,鰭 な計 画的:a.fを 行 い,そ れ以外1ま,
暢 樋 ず る灘 を行 う・厳密な計1由iを行 う細 は洞 様 に商品経 済の基駒
上に建設 され洞 様 に価値槻1の 要求 を正 しく反映 し適 応 しなけれ1まな らな
い。ll∫場調整 を通 ず る部分 は,価 格 ・税収 ・信用 な どの政 策を運用 し,さ らに
契約制 や繍 轍 などの手段 を採用 しな1ナればな らない
.す なわ ち,繍 的方
法によ って鱒 し・それ鉦 しい軌道 の健康 醗 展 に沿わせ るので(4U)」
.つ ま
り・殿 繍 に対す る計画法貝llと価値法則の謙 と作用 は
,櫃 浸透 的であ り,
相 手のなかに自分があ り泊 分 のなか に相 手が ある
.繭 法貝IJの謙 の部分で
は,価 値法則の作用 を考慮 し,同 様に価値法則 の調整の部分 では,計 画法則 の
作用 を考慮 しなければな らない。
C計 画的調整 と市場調整 は合わ さって0体 とな り
,統0し た非 指 令 性 計 画
の指導の下 での市場調整 を形成する,と いう考え方。 劉 国光は次の ように
述べ た・肺 場瀞 の部分 に対 して1ま,国 家の間接計画の鱒 を浸透 させ るべ き
であ るが・ 当面の国家 の計画 によるa・ 的瀧 の部分 に対 して は価 格 .信 用
な どの暢 メカニ ズムの運用 を浸透 させ るべ きであ り
,徽 に指令性計画を指
導性計画 あるい肝 灘1湘 に改め,計1醐 謙1梛 の暢 謙 と結合す る部
分 を拡大す る・現 して分か るよ う1こ詣 令性謳iの 調櫛 囲の価 の縮小に
と もない詣 導性計画お よび価格 の挺子の利用 によ って瀞 を働 る範囲1郵
断 に拡大 し,最 終 的には,非 指令性の国家計画の指導 の ドで
,市 場 メカニズム
針 分に利用するた鰭 計1曲翻 整と暢 瀞 と螺 密に合わせた
,統 納
瀞 システ ムを形 成 す る」・つ ま り・国民 経 済 に対 す る計 画 瀕1燭 面値 法 則 の調
整 は・ この 二っ の法則 が合 わ さ って一 つ にな り,国 民 繍 の計 画 的 な比例 発 展
を 胴 でea・,す る・ そ の特 徴 は,制 こ詣 導 樹 画 と価 格 の挺 子 の零r」用 と に
よ って調 整 を進 め る ことで あ る。
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d計 画的調整 と市場調整の両者 は相互 に矛盾 ・対立 し,そ れ らが 存在 の頼
りにするところの条件はかけ離 れてお り,達 成すべ き効果 は完全 に別であ
る,と いう考え方。 馬黎之 はこう述べた。「全人民 的所有制 の内部 では,
生産物の配分制度が採用 され る」。「生産物 の配分 は,厳 密 な計画経済 であ り,
計 画調整を行 う」。生産調整 メカニズムは,「生産物配分 市場」であ りT「商品 市
場」 ではない。「市場調 整 は結局の ところ利潤調 整であ り」,そ れ は 「二つの必
備条件 を要求す る。第一 に,価 格 は市場の需要 と供給 によって決 まり,市 場外
のその他 の要素 の妨害を受 けない。第 二に,生 産 者は,価 格 が提供す る利潤 の
大小 に もとついて 自己の生産方向 を自由に決 め,市 場外 の力のf渉 を受 けない
権利 を もっ。 この二つの条件を備 える市場 を,経 済学 で は完全市場 と呼ぶ。実
際 には市場調整 は,完 全 市場 における市場調整を指す」。「社会 主義制度のFで
は,物 価 は完全 に自由放任 で はない。生産手段 は自由に移転で きず,資 本 市場
はあ り得ず,労 働市場 もまたあ り得ず,つ まり完全市場 の条件 を具備す ること
はあ り得 ない」。 「それ に期待 して,国 民経済を均衡生産,物 価安定 の局面 に導
くことはで きない。完全市場 の条件 の下で有効 な経済政策および方針 は,わ れ
われに とってま った 撫 効で認 」.つ まり,国 民繍 に対す る計画槻1と 価値
法則 の調整,そ れ らの作用 は,相 互 に対 立す る。すなわち自分があれ ば相 手は
な く,相 手が あれば自分 はない。 この観点 は現在,経 済理論界で普遍的 に受 け
入 れ られていない。
上述 した計 画法則 と価値法則 に関す るい くつか の作用方式 は,「四人組」打倒
か ら現 在に至 る理論界 の この問題 に関す る基本的 見方を反映 して い る。 第一
〔a〕の結合 方式 は,国 民経済全体 を,指 令性計画の直接 的調整の部分 と市場調
整 の部分 とに分 けて説明す る。指令性計画の直接 的調整の部分で は,そ れに対
して価値法則 は調 整作用 を もたない。第二 〔b〕の結合方式 は,価 値法則 は指令
性計 画の直接 的調整の部分 に対 して も調整作用を もつが,市 場調整 の部分 もま
た国家 の指導性調整 を受 け る,と 説明す る。第 三 〔c〕の結合 方式 は,固 有の指
令性計画の直接的調整 の部分 と市場調整 の部分 とが合 わさ って一体 とな り,そ
れ に対 して価値法則 は普遍的調整作用 を もっが,非 指令性計画(指 導性計画)の
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指導 の下で行 う市場調整であ る,と 説明す る。第四 〔d〕の結合方式 は
,指 令性
計 画の調整部分 と市場 の調整部分 とは相互 に矛盾 し,対 ヴす る,と 説明す る。
両者 は,第 ∴ 第三 の結合 方式 で表 れ ることはない。価値法則 は,指 令性計画
の調整部分を調整で きず,国 家 の計画 もまた,市 場調整 の部分 を調整で きない。
この観点 と第一の結合方式 は少 しも違 わず,ま った く第 一の方式 を絶対化 した
ものであ る。上述 の諸観点 は,理 論界で現在 にいたる も未統一であ る
。 しか し,
党中央が 「社会 †義経済 は計画的商品経済 である」を確認 した後,第 一 と第二
を提起す る者は少数 であ る。 わが国の経済制度改革の実践の発展 はy計 画法則
と価値法則 の結 合形態 につ いて次第 に深 く研究 させ るに至 ったがaこ の研究 は
今 日に至 るも理論面で大 きな突破 を していない。
② 社会主義経済 における計画的発展 の実現 と価値法則の利用 との関係
社会主義経済の建設 にお いて,価 値法則 の作用 を尊 重 しなければな らず,実
践 にお いて,計 画的発展 と市場 の利用 との関係 を うま く処理 しなければな らな
い。 これについて は経済理論 界に も異なる見方が あ り,お よそ以 下のよ うな意
見がある。
a価 値法則 を尊重 し市場 を利 用 しな けれ ばな らな いとい う考え方
。 王珪
は次のよ うに考えた。「計 画的商品経済 の運行 か ら言えば,市 場 は社会主義経済
の運行の基礎であり,計 画はこの運行を樽 摺 」.「社会機 的商品繍 もま
た・ それに照応す る市場 を もたなければな らない。すべての商品が市場 を通 じ
て交換 され なければな らない。 つ まり,企 業 の生産経営活動 は,市 場 と分離 で
きない。 経済管理の重要 な任務 は,計 画 と市場 を有機 的に結合 し,市 場 を社会
蟻 建設 に"1:さ せ るために 粉 禾l」用す る ことで(44)」.腱 章 らは次 の よ う
に述べた。「社会主義社会 は,商 品生産 と商品交換 を保持す る条件 の下 で
,価 値
法則を尊重 ・重視 し,市 場 を上手 に利用 し,生 産 に対 す る流通 の反作用を十分
に発揮 させなければな らないJ。 「現在 は,経 済管理制度 を改革 し,社 会主義 の
計画管理 を完全な もの にす ることであ り,重 要 な ことは,市 場 の作用 を十分利
用す ることであ る」。「まず最初 に,一市場 を利用 して,企 業 に需要 に応ず る生産
を させ,売 れ行 きで生産量 を決 め させ る」。「次 に,市 場 を利用 してa企 業 に経
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済計算 を厳格 に行わせて,生 産物一 単位 当た りの労働消費を引 き下 げ,さ らに
大 きな経済効果を得 られ るよ うに努力 させ る」。「第 三に,市 場 を利用 して,使
用者や消費者 に生産物 に対す る選択 ・検査 ・評価を行わせ,そ れ によ って生産
物 の品種 ・種類 を増加 させ,生 産物 の質 と量を高 めさせ,社 会的需要 をよ りよ
く満 たす よ うにさぜ観 周樋 ら1ま次 のよ うに述 べた.「 マルクスが述 べた価
値 法 則 の 資本ri的 生産 に対 す る促 進 作 用 は,か りに資 本r義 的生 産 関係 の特
徴 を揚 棄 す るな らば,社 会 主義 的生 産 にお いて もあ るべ きで あ り,あ るはず で
あ る」。 「価値 法 則 に社 会 主 義制 度 の ドで この作 用 を発揮 させ る こ と,た だ この
く　の
こ とによ って の み,は じめて社 会 」・的生 産 は,急 速 に発 展 で き るので あ る」。
b市 場 調 整 は価 値 法 則 の 自然 発 生 的 調 整 で あ る と い う考 え方 。 そ の セ要
な観 点 は,以 下の ごと くで あ る。 計 画 的 な生産 お よび流 通 の堅 持 を わ が国 の国
民経 済 のt体 にす ると同時 に,個 別 生 産物 の生 産 ・流通 の計 画 は 立て ず,市 場
に よ って調 整 し,価 値 法則 の 自然発 生 的 な調 整 作用 を許 す。 この調 整 作用 は・
く　わ
従属的であ り,副 次的で あるが,必 要で あ り,有 益である。
C市 場お よび市場調整 の不完全 さは同 じことで はないという考え方。蘇星
は次の ように考えた。 市場調整の問題 を理解す る上 で,市 場調整 と市場 の二っ
が,差 異を もっ概念で あ り,ま た連関 を もっ概念であ ることを区別 しなければ
な らない。 いわゆる市場調整 は,主 と して,計 画的指導 の下で市場 の欲求 にも
とついて行われ る自由生産 と自由貿易を指 し,そ の概念 は比較的狭 い。 いわゆ
る市場 は,社 会主義国 における場合,計 画的生産 であろうと非計 画的生産 であ
ろ うと,す べて市場 を通 じて,商 品の価値および使用価値 を実現 しなければな
らない。市場 においては,す べて価値法則 の支配 を受 け,こ の概念 は比較的広
(禦
。
党の第12期3中 全会 で,「 社会主義経済 は計画的商品経済であ る」を確定 し
た後,経 済理論界 は,計 画的発展 の実現 と市場の利用 との関係の問題 に関 して,
比較的一致 した見方を もっていた。 しか し,い ささか問題がある。 た とえば,
経済制度改革において 市場調整を どのよ うに利用す るか,ま た市場調整 の範囲
の大 きさで,異 なる観点 があ った。
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4経 済制度改革の推進と価値法則の要求の尊重
f1>二 つの対立 する観 点の紹介
党 の第11期3中 全会以来,わ が国では経済制度改革 が始 ま った。経 済制度改
革 を進 めるにあた って・価 値法則 の要求 を尊重すべ きか否かにつ いて
,理 論界
もまた激 しい論争を展開 した。 ある者 は肯定 的意見を もち,た とえば王圧 は次
のよ うに述べた。「社会t"義 経済 の計画的調整 は,計 画的市場調整であ る」。「社
会 セ義 の条件 の 下で,社 会的労働 と物的資源の経済諸部門間への配分 は,社 会
的計画 によって意識 的に制御 されるが,価 値法則 の作用,す なわ ち市場調整を
通 じて実 現 され る」。「計 画 的 な市場 調 整 は,各 種 の形 態 を通 じて実 現 され
る。 … 価格問題が きちん としさえすれば,計 画的な市場調整 は最 も有効 な
実施手段 にな り得 る。経済制度改革全体 も最 も頃要な保証 を得 ら説饗」。何偉 は
次 のよ うに述べた。「あ る者 は計画 と価値法則を対 、ケ1させてい るが,商 品社会 主
義 と生産物社会 †義 の段階 における計画の実現形態の相違 を区分 しないか らで
ある。生産物社会t三義の計画を用 いて,価 値法則を否定 し,商 品社会主義 の計
くうの
画形態 を否定 している」。劉明夫 は次 のよ うに述べ た。「はっきり認 識 しなけれ
ばな らないことは,わ れわれの社会 主義経済 は,社 会t義 的商品経済 である,
とい うことだ。 われ われ は,計 画を通 じて意識的 に価値法則を運用 し
,わ れわ
れの生産を調整 しなければな らない」。「健 全な社 会†義的民}窪 義の制度 を基
礎 に,社 会 ↑義 的商品経済の経済法則および企業 の独 、ア経済計算制の原則 に も
とつ いて・ わが経済管理 制度,計 画制度丁計画方法を改 革 ・建設 し,経 済活動
に対する党の続 的指轍 改善 強 イヒすべきで瑠 」.腱 靴 帳卓元1ま,次の
よ うに述べ た。r過去,経 済管理制度 は,単 純 な行政的方法を川 いる経済管理を
偏 頃 し,計 画だおれ と言 われ,指 令性計画を普遍的 に採用 し,ヒ か ら下に伝 え,
労働 大衆 を含む下部の手足 を束縛 し,社 会経済機構全体の運 営 は生気 と活 力を
失 って しま った。 それ は政策上 は,市 場 メカニズムの利用を否定 し,rlf場 調整
の実行 に反対 し,そ の結果官僚 主義 の幻想 に陥 った。 それ は理論Lは,計 画的
発展 法則 と価値法 則 とを対itさ せ,価 値法則 の作 用を否定 あ るい は尊 重 しな
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か った。 この よ うな過 度 の集 中管 理制 度 を改 革 す るた め に は,市 場 メカ ニ ズム
を ト分利 用 し,国 民 経 済 を活 性 化 させ,Tと して価値 法 則 を尊重 し,価 値 法 則
くらの
に照 らして事 を処理 しなければな らない」。
あ る者 は否定的意見を もった。有林 は次 のよ うに考えた。「わが国 は,商 品生
産 と商品交換を大々的 に発展 させなければな らないが,も しわが経済 を商品経
済 だ と概括 す るな らば,す べての国営企業 は独1の 経済実体で あり,商 品生産
者および所有者 と してのすべての機能 と権限を有 していることを認 めなければ
な らず,社 会 †義 の条件 の下での人 々の最 も基本的な関係 は,共 同 占有,協 同
労働で はな く,商 品の等価交換 の関係 である ことを認 めなければな らない。わ
が経済運動 を支配 しているの は,7"と して等価交換(実 際は等量労働の交換)の 法
則であ り,社 会 主義の基本的経済法則 と計画的発展 の法則で はないことを認 め
なければな らない。 これ は,社 会主義経済 と資本a;経 済 の本質的差異を曖昧
模糊 に霧 」。 この観点 によれば,わ が国 の繍 制度改革 はaお のず とイ龍 法則
の要求 を尊重すべ きでない,と い うことになる。
(2)現 行 の経済制度を改革 し.価 値法則の調整作 用を実現する
しか し,70年 代 末以降 理論界で比較的一致 した意見によれば,在 来の経済
制度 は価値法則 の調整作用の発揮 を妨 げるので,経 済制度改革を進 めなければ
な らず,企 業 の 自主権 を拡大 して,は じめて価値法則 の調整作用 を実現 で きる・
と考えた。孫尚清 らは次 のよ うに考え た。「経済管理制度 に対 して改革 を進 める
本質 は,わ が国の社会主義経済 の計画性 と市場性 とを整然 と結合す るとい う点
にあり,こ の一点 に達 す ることであ り,鍵 となるの はf社 会主義経済 に対 す る
価値法則 の調整作用 を認 め,尊 重す る ことで ある」。現行 の経済管理制度お よび
管理方法を改革す るとすれば,「 最 も根本的な ことは}経 済法則 を認識 ・運用
し,計 画性 と市場性 とを結 びっける思想 の指s一の下で,指 導性を もって企業権
限を拡 大 し,経 済組織 を建設 し,経 済 手段 と経済 メカニズムの作用 をt分 に発
趣 せ ることで 認 」.腱 章 はこう考 えた.「 社会機 の現代化建設 の要求 に
適応す るたあには,現 行のわが国の計 画管理制度 は,社 会主義の道を堅持 し,
計画経済 を堅持 する前提 の下 で,商 品生産 の経済法則 の要求 に応 じて,根 本的
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改革 を行 うことを迫 られて いる」。「企業 が商品生産 者 の地 位 を もっ ことを認
め,企 業 には もつべ き権力 を賦与すべ きである。価値法則 の要求 に照 ら して厳
格 な経済計算制 を実行 し,"自 ら損益の責任 をf{『塾 」。
80年 代にな ると価値法則の調整作用の実現 の問題 は,ほ ぼ普遍的 に認 め られ
るよ うにな った。王忍之 や桂 世蠣 は,次 のよ うに考えた。「国家計画が範囲を限
定す る市場調整 の部分で,価 値法則 は自然発生的 に調整作用をす る
。基本的 に,
何 を生産す るか,ど れだけ生産 す るかを決 め,市 場価格の ヒ下 を決 め る
。当然,
全体的 にそれはまた,国 家の政策,計 画,法 令の制約 を受 ける」。「指導性計画
は,乖 と して,価 値法則範 疇 と関係す る各種の経済的挺Fの 運用 を通 じて貫徹
す る。 それ は,国 家が価値法則 を意識的 に利用 して一部 の生産物 の生産 および
流通 を調整す る形態である。指令性計画 はまた,価 値法則の役割 をで きるだけ
反映 し,と にか く生産物 の品種 と数 量を決 あ,生 産物の価格 を規定 しなければ
な らず,市 場 の需給状況を考慮 し,生 産物の価値 を考慮 しなければな らない。
指令性計画 と指導性 計画 とが異な る点 は,指 令性計画 は経済 的手段を採用す る
だけでな く,直 接 の行政的手段 を採 用 して執行を貫徹す ることで(56)
。王珪 は
次 のよ うに述べ た。「社会主義の条件 の下 で,意 識 的制御 と計画的調整 は,指 令
性 計画が行政の介入 の形態 を ともな うほか,霊 と して,社 会が価値法則の調整
に意識的 に依拠 し・ それを運用 す ること,す なわ ち計 画的な市場調整で形式的
な計画調 整を実現 す ることであ る」。「社 会主義諸国 の歴 史的経験 もまた再三証
明 して いる。社会1'義 的商品経済の余す ところない発展 を制限 しよ うとす るい
か なる企図 も,壁 にっ きあた らざるを得 ない。われわれは,こ の再三出現 した
経験 ・教訓か ら法則性 とい う認識 を得 る必要 があ る。 … この改革 の重要 目
標 は,社 会主義的商品経済の順調 な発展 を促進す る新 たな経済 モデルを樹`r_す
(5ア 　
る ことであ る」。
経済制度改革 の深 い展開 にと もない,社 会 主義 の計画的商品経済 の条件 の下
での価値法則 の調整作用 に関す る経済理論 界の討論 は,さ らに一歩深 く展開 し
た。幾千幾 百万の大衆 は,改 革 ・開放 の偉大 な実践 のなかで,社 会 セ義建設の
法則 に関 して,一 歩進んだ認識 を得 るであろ うし,同 様 に,価 値法則 の作用の
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認 識 お よ び利 用 に関 して,い っそ うの 自覚 と熟 練 を加 え るで あ ろ う。
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